
施工マニュアル



　本書は、ＮＳＰ製土留機材をより安全にご使用頂くた
めのガイドマニュアルです。
　ＮＳＰ製土留機材をはじめてご使用いただく方は勿論
のこと、すでにご使用いただいている方もよくお読みに
なり、理解された上でご使用下さいますようお願い致し
ます。
　また、ＮＳＰクイック土留は、開削工事をより安全に
施工するために開発された製品ですが、根入れが無いた
め土質条件、地下水の状況、ヒービング現象に対する安
全性等を考慮する必要があります。当社は今後も研究・
改良を続け、よりよい製品を開発してまいります。その
結果、本書の内容が細部で異なる場合がありますのでご
了承下さい。
　本書の内容につきましてご不明な点がございました
ら、各担当営業所までご遠慮なくお問い合わせ下さい。
　施工に際しては、関係法令や必要資格に留意し、安全
第一を念頭に作業を行ってください。
　本書が労働災害防止により一層役立つことを願ってお
ります。
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おりますので、合わせてよくお読みください。
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※安全にご使用いただくために、土留機材の施工に際しては、本書をよくお読み下さい。不
適切な取扱いは、事故のもとになる可能性がありますので、ご注意ください。

※本書に記載された内容の無断転載や複製はご遠慮下さい。
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土留機材 施工マニュアル 

（Ⅰ）土留機材 施工について 
　開削工事において土留は必須作業です。土留を設置していない溝内にはいることは土砂崩落の恐れ
があり非常に危険ですので絶対におやめください。既設の地下埋設物や岩などがある場合でも土留が
不完全なまま作業を行わず、適切な機材を用いて土留をし土砂崩落の危険がないようにしてください。 

① 事前準備
事前調査と施工計画の策定

　地山の調査、周囲の調査を実施し、これらの調査結果に適応した施工計画を策定するよう定めら
れています。

関係法令等 
☆労働安全衛生規則 第３５５条 作業箇所等の調査
☆建設工事公衆災害防止対策要綱（土木工事編）

第８章 土工事　第４７　掘削方法の選定等
　　　　　　　 第４９　土質調査

☆土止め先行工法に関するガイドライン
　第５ 講ずべき内容として①事前調査を実施し、その結果を踏まえて②土止め計画、③作業計画、
④仮設備計画、⑤安全衛生管理計画、⑥工程表を作成すること。及び、これら策定した施工計画を
関係労働者に周知することが明記されています。
また、（2）土止め計画には、施工計画に基づき一連の作業を適切に実施することと、変更の必要が
生じた場合、関係者と十分検討すること及び変更した施工計画を関係労働者に周知することが求め
られています。

② 安全管理
　当社の土留機材を使用して、土止め先行工法により一連の作業をするに当って、下記の法令等を
遵守する必要があります。 

②－１ 関係法令等
☆労働安全衛生関係法令（以下、労働安全衛生法：「安衛法」、労働安全衛生法施行令：「施行令」、労
働安全衛生規則：「安衛則」、クレーン等安全規則：「クレーン則」と表示する）
☆建設工事公衆災害防止対策要綱（以下「要綱」と表示する）
☆土止め先行工法に関するガイドライン（以下「ガイドライン」と表示する）
☆関係通達

（１）移動式クレーンを使用して行うくい抜き作業における安全対策について（昭和 60 年 10 月
15 日 基発第 595 号）

（２）土木請負工事における安全・訓練等の実施について（平成 4 年 3 月 19 日 建設省技調発第
74 号の 3）

（３）労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令並びに労働安全衛生規則等の一部改正する省令
の施工について（平成 4 年 8 月 24 日 基発第 480 号）

（４）車両系建設機械を用いて行う荷のつり上げ作業時等における安全の確保について（平成 4 年
10 月 1 日 基発第 542 号）

（５）クレーン機能を備えた車両系建設機械の取り扱いについて（平成 12 年 2 月 28 日事務連絡）
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（６）	建設業における総合的労働災害防止の推進について（抄）（平成 19 年 3 月 22 日 基発第
0322002 号） 

② ‐ ２ 関係法令等のうち労働安全衛生法並びに、この法律に基づく命令について
（１）．次に示す労働安全衛生法の条文は、（２）の一覧表で掲げる労働安全衛生規則及び、クレー

ン等安全規則の根拠となる条文のおもなものです。

労働安全衛生法 （抄） 

（作業主任者） 
　第十四条  事業者は、高圧室内作業その他の労働災害を防止するための管理を必要とする作業で、
政令で定めるものについては、都道府県労働局長の免許を受けた者又は都道府県労働局長の登録を受
けた者が行う技能講習を修了した者のうちから、厚生労働省令で定めるところにより、当該作業の区
分に応じて、作業主任者を選任し、その者に当該作業に従事する労働者の指揮その他の厚生労働省令
で定める事項を行わせなければならない。 

（事業者の講ずべき措置等） 
　第二十条  事業者は、次の危険を防止するため必要な措置を講じなければならない。 

 一  機械、器具その他の設備（以下「機械等」という。）による危険 
 二  省略 
 三  省略 

第二十一条  事業者は、掘削、採石、荷役、伐木等の業務における作業方法から生ずる危険を防止　
するため必要な措置を講じなければならない。 
２　事業者は、労働者が墜落するおそれのある場所、土砂等が崩壊するおそれのある場所等に係る

危険を防止するため必要な措置を講じなければならない。 
第二十六条  労働者は、事業者が第二十条から第二十五条まで及び前条第一項の規定に基づき講ず
る措置に応じて、必要な事項を守らなければならない。 

（安全衛生教育） 
第五十九条  事業者は、労働者を雇い入れたときは、当該労働者に対し、厚生労働省令で定めると
ころにより、その従事する業務に関する安全又は衛生のための教育を行なわなければならない。 
２　前項の規定は、労働者の作業内容を変更したときについて準用する。 
３　事業者は、危険又は有害な業務で、厚生労働省令で定めるものに労働者をつかせるときは、厚　

生労働省令で定めるところにより、当該業務に関する安全又は衛生のための特別の教育を行な
わなければならない。 

（就業制限） 
第六十一条  事業者は、クレーンの運転その他の業務で、政令で定めるものについては、都道府県
労働局長の当該業務に係る免許を受けた者又は都道府県労働局長の登録を受けた者が行う当該業務
に係る技能講習を修了した者その他厚生労働省令で定める資格を有する者でなければ、当該業務に
就かせてはならない。 
２　前項の規定により当該業務につくことができる者以外の者は、当該業務を行なつてはならない。 
３  第一項の規定により当該業務につくことができる者は、当該業務に従事するときは、これに係

る免許証その他その資格を証する書面を携帯していなければならない。 
４　省略 
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関係法令一覧表（1）

（２）．関係する労働安全衛生規則及び、クレーン等安全規則の一覧

作業主任者の選任

関係条文作業主任者の業務内容作業主任者名作業名

安衛則 359 条，
360 条

掘削面の高さが２ｍ以上となる
地山の掘削作業地山掘削作業主任者地山掘削の作業

安衛則 374 条、
375 条

土止め支保工の切りばり又は腹
おこしの取付け又は取外し作業土止め支保工作業主任者土止め支保工取付け，

取外し作業

作業指揮者の選任

関係条文作業指揮者の職務内容作業の内容区分

安衛則 151 条
の 48

１．作業手順及び作業手順ごとの作
業方法を決定し、作業を直接指揮す
ること
２．～５．略

１つの荷でその重量が 100
㎏ 以上の物を不整地運搬
車に積み込む作業又は卸す
作業

不整地運搬車

安衛則 151 条
の 70

１．作業手順及び作業手順ごとの作
業方法を決定し、作業を直接指揮す
ること
２．～５．略

１つの荷でその重量が 100
㎏ 以上の物を貨物自動車
に積み込む作業又は卸す作
業

貨物自動車

安衛則 165 条

１．作業手順を決定し、作業を指揮
すること
２．車両系建設機械のブーム、アー
ム等の不意の降下防止をするため
の安全支柱、安全ブロック等の使用
状況を監視すること

車両系建設機械の修理又は
アタッチメントの装着及び
取りはずしの作業

車両系建設
機 械

安衛則 362 条作業を直接指揮する
明かり掘削により露出した
ガス導管の損壊による危険
がある場合のその防護作業

ガ ス 導 管

合図の必要な作業

関係条文合図の方法等該当作業機　械

安衛則 159 条誘導者による一定の合図誘導者を置くときの誘導の合図

車両系建設機械
安衛則 164 条合図を行なう者として指名さ

れた者による一定の合図
用途外使用の特例により荷の
つり上げが認められた場合

クレーン則71条
（安衛則 639 条）

合図を行なう者として指名さ
れた者による統一的な合図移動式クレーンの運転移動式クレーン
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誘導者の配置

関係条文誘導者の職務内容作業の内容区分

安衛則157条
車両系建設機械の誘導
（運転者は誘導に従う義務）

路肩、傾斜地等で車両系建設機械を
用いて作業を行う場合で、車両系建
設機械の転倒又は転落により労働者
に危険が生ずるおそれがあるとき車両系建設

機 械

安衛則158条

原則は立入禁止であるが、誘
導者を配置した場合のみ立
入禁止としなくてもよい
（運転者は誘導に従う義務）

運転中の車両系建設機械に接触する
ことにより労働者に危険が生ずるお
それのある箇所

安衛則365条
運搬機械等の誘導
（運転者は誘導に従う義務）

明かり掘削の作業を行なう場合にお
いて、運搬機械等が労働者の作業箇
所に後進して接近するとき、又は転
落するおそれのあるとき

運搬機械等

作業計画・作業方法等の決定

関係条文内　　容業務名

安衛則第 155 条

１． 地形、地質の状態等を調査し、調査により知りえたところに
　　適応する作業計画を定める。
２．①使用する車輌系建設機械の種類及び能力
　　②車輌系建設機械の運行経路
　　③車輌系建設機械による作業の方法
３． 作業計画を定めたときは、労働者に周知する。

車両系建設
機械の運転

クレーン則
第 66 条の 2

１．作業場所の広さ、地形、地質の状態、荷の重量、移動式クレー 
　　ンの種類及び能力等を考慮して次の事項を定める。
　　① 移動式クレーンによる作業の方法
　　② 移動式クレーンの転倒を防止するための方法
　　③ 作業に係る労働者の配置及び指揮系統
２．前項で定めたことを、作業の開始前に労働者に周知する。

移 動 式
ク レ ー ン

関係法令一覧表（2）

ー4ー



－5－

立入禁止が必要な作業場所

関係条文対象者立入禁止場所作業
区分

安衛則151条
の 48，70

関係労働者以外
の労働者

一つの荷でその重量が 100㎏ 以上のものを不整地運
搬車又は貨物自動車に積む作業又はこれらのものか
ら降ろす作業を行なう箇所

荷役
作業

安衛則158条運転者以外の
全労働者

運転中の車両系建設機械に接触することにより、労働
者に危険が生ずるおそれのある箇所（ただし、誘導者
を配置してその者に当該車両系建設機械を誘導させ
た場合を除く）

建設
作業

安衛則164条全労働者

車両系建設機械で、用途外使用の特例により荷のつり
上げを認められた作業で、つり上げた荷との接触又は
つり上げた荷の落下により労働者に危険が生ずるお
それがある箇所

安衛則361条全労働者
明かり掘削を行なう場所（地山の崩壊又は土石の落下
により労働者に危険を及ぼすおそれのある場所で、土
止め支保工等の危険防止措置を講じないとき）

安衛則372条関係労働者以外
の労働者

土止め支保工の切りばり又は腹おこしの取り付け又
は取り外しの作業を行なう箇所

安衛則530条関係労働者以外
の労働者墜落による危険のおそれのある箇所

安衛則537条全労働者作業のため物体が落下することにより、労働者に危険
を及ぼすおそれのある区域

クレーン則
74 条全労働者移動式クレーンの上部旋回体と接触することにより労

働者に危険が生ずるおそれのある箇所

クレーン
作業 クレーン則

29 条全労働者

移動式クレーンにかかる作業で次のいずれかに該当する
場合の吊り荷（⑥にあってはつり具を含む）の下の区域
①ハッカーを用いて玉掛けをした荷が吊り上げられ
　ている場合
②つりクランプ 1個を用いて玉掛けをした荷が吊り
　上げられている場合（当該荷に設けられた穴又はア
　イボルトにワイヤーロープを通して玉掛をしてい
　る場合を除く）
③ワイヤーロープ、つりチェーン、繊維ロープ又は繊
　維ベルトを用いて 1点つりにより玉掛けをする場合
④複数の荷を一度につり上げる場合で、当該複数の荷が結
　束され、箱に入れられる等により固定されていないとき
⑤マグネット、バキューム等磁力又は陰圧により吸着
　させるつり具又は玉掛用具を用いて玉掛けをした
　荷が吊り上げられている場合
⑥動力下降以外の方法により荷又はつり具を降下さ
　せる場合

関係法令一覧表（3）
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資格等の必要な業務（就業制限）

関係条文必要資格業務の内容作業区分

クレーン則 68 条移動式クレーン運転
士免許

つり上げ荷重５トン以上の移動式ク
レーンの運転

移 動 式
クレーンの
運 転

クレーン則 68 条

移動式クレーン運転
士免許
小型移動式クレーン
運転技能講習

つり上げ荷重１トン以上５トン未満の
移動式クレーンの運転

安衛則36条16号
クレーン則 67 条特別教育修了者つり上げ荷重１トン未満の移動式ク

レーンの運転

安衛則 41 条
別表第 3技能講習修了者機体重量 3トン以上の整地・運搬・積み

込み用及び掘削用機械の運転

車両系建設
機械の運転 安衛則 36 条 9 号特別教育修了者機体重量 3トン未満の整地・運搬・積み

込み用及び掘削用機械の運転

安衛則36条10号特別教育修了者締固め用建設機械の運転

安衛則 41 条
別表第 3技能講習修了者最大積載荷重 1トン以上の不整地運搬

車の運転
不整地運搬車
の 運 転

安衛則 36 条 5 号
の３特別教育修了者最大積載荷重 1トン未満の不整地運搬

車の運転

安衛則 41 条
別表第 3
クレーン則 221 条

技能講習修了者つり上げ荷重１トン以上のクレーン、移
動式クレーンの玉掛業務

玉掛の業務
安衛則36条19号
クレーン則 222 条特別教育修了者つり上げ荷重１トン未満のクレーン、移

動式クレーンの玉掛業務

安衛則 36 条 1 号特別教育修了者研削といしの取替え又は取り換え時の
試運転の業務

研削といし
の取替え等

安衛則 36 条 4 号特別教育修了者

低圧の充電電路の施設若しくは修理の
業務又は配電盤室、変電室等区画された
場所に設置する低圧の電路のうち充電
部分が露出している開閉器の操作の業
務

電気取扱業務

関係法令一覧表（4）
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関連する法令等について

　労働安全衛生法 第 3 条では、（事業者の責務）として、「事業者は、単にこの法律で定める労働災害
の防止のための最低基準を守るだけでなく、快適な職場環境の実現と労働条件の改善を通じて職場に
おける労働者の安全と健康を確保するようにしなければならない。」（第 3条第 1項）としています。
　また、第 4条では、（労働者の責務）として、「労働者は、労働災害を防止するため必要な事項を守
るほか、事業者その他の関係者が実施する労働災害の防止に関する措置に協力するように努めなけれ
ばならない。」と規定しています。
　さらに、第 20 条～第 25 条の 2では、（事業者の講ずべき措置等）として、必要な措置を講じなけ
ればならないとする危険等の発生源および、環境保持が必要な事項等について列記されています。
　（第 20 条）機械、器具その他の設備；爆発性の物、発火性の物、引火性の物等；電気、熱その他の
エネルギーなどによる危険； （第 21 条）掘削、採石、荷役、伐木等の業務における作業方法から生
ずる危険；墜落するおそれのある場所、土砂等が崩壊するおそれのある場所等に係る危険； （第 22
条）原材料、ガス、蒸気、粉じん、酸素欠乏空気、病原体等；放射線、高温、低温、超音波、騒音、
振動、異常気圧；計器監視、精密工作等の作業；排気、排液又は残さい物等による健康障害； （第
23 条）労働者を就業させる建設物その他の作業場について、通路、床面、階段等の保全並びに換気、
採光、照明、保温、防湿、休養、避難及び清潔に必要な措置その他労働者の健康、風紀及び生命の保
持； （第 24 条）労働者の作業行動から生ずる労働災害（重量物運搬の際に発生する腰痛症等）； （第
25 条）労働災害発生の急迫した危険があるときは、直ちに作業を中止し、労働者を作業場から退避さ
せること。； （第 25 条の２）建設業等において、爆発、火災等の重大な事故が発生した場合、事前の
準備措置がないため二次災害が発生して被害が拡大することのないよう、労働者の救護に関し必要な
機械等の備付けや、必要な事項についての訓練を行うこと。
　などとされ、第 26 条では、「労働者の遵守義務」として、「労働者は、事業者が第 20 条から第 25
条まで及び前条第 1項の規定に基づき講ずる措置に応じて、必要な事項を守らなければならない。」
と明記されています。
　この様に、労働安全衛生法では、様々な危険または有害物に対して必要な措置をとることにより、
労働者の健康や生命を保持するよう定めています。法の定めを遂行するにあたって、“なにを・どの
ように実施するか”を具体的に示すため、厚生労働大臣が「労働安全衛生規則」、「クレーン等安全規
則」等の命令を発しています。よって、労働安全衛生法及び、法に基づいて発せられた命令は、「労
働者の安全と健康を守るため」の法令であるといえます。
　「小規模な溝掘削作業又は溝内作業を伴う上下水道工事」について、上記の労働安全衛生法令を遵
守して労働災害の防止を図るよう取り組まれてきたが、上下水道等工事における労働災害のうち溝掘
削作業又は溝内作業中の土砂崩壊による死亡災害が毎年発生し、しかも減少傾向を示さない状態が続
いているなかで、「土止め先行工法に関するガイドライン」が策定されました（平成 15 年 12 月 17 日
付け）。これは、土止め支保工の設置等労働安全衛生法令に定められたことを遵守することは当然の
こととし、「小規模な溝掘削作業又は溝内作業を伴う上下水道工事」に特定して、土砂崩壊災害を防
止する具体的な作業方法を示したものといえます。
　これに対して、「建設工事公衆災害防止対策要綱」は、平成 5年 1月 12 日付け建設省 事務次官通達
であり、「建設工事における適正な施工を確保し、公衆災害を防止するための技術基準として、・・・」
とあるように、その目的は、工事の関係者以外の第三者（公衆）を災害に巻き込まないことを目的に
したものです。
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　このように、関連する法令等の目的に相違があるため、有資格者の選任基準や要求される設備の規
格に違いがありますので、「法令等の要求事項の比較」を下記に示します。

法令等の要求事項の比較　一覧

ガイドライン要　　綱安　衛　法

1.5 ｍ以上
（第 6- ２-( １ )- ア）

掘削面の高さが２ｍ以上
（施行令第 6条第 9号）

地 山 掘 削 作 業
主 任 者

1.5 ｍ以上
（第３- ２用語の定義）

掘削の深さが 1.5 ｍを
超える場合
（要綱第 41 号）

深さ２ｍ以上（２ｍ未満はこ
う配９０度：安衛則第 365 条）、
ただし、地山の崩壊等、又は
近接する建設物の損壊等よ
る危険がある場合は掘削深
さを問わず（安衛則第 361，
534 条）

土 止 め 支 保 工

土止め支保工等の組
立てまたは解体
（第６- １-( ４ )- ア）

土止め支保工の切りばり腹
おこしの取り付け取り外し
（施行令第 6条第１0号）

土止め支保工作業
主 任 者

機械による作業方法、
運搬経路等が明らか
になるよう計画
（第 5- １-( ２ )- オ）

騒音、振動等の環境対
策及び特に公衆災害防
止の見地から
（要綱第 83 号）

車両系建設機械の種類、能力
その他
（安衛則第 155 条）

作業計画・建設
機 械 等 の 選 定

移動式クレーンの種類、能力
その他
（クレーン則第 66 条の２）

方法と時期を計画に
示して実施
（第 5- １-( ２ )- ク）

土留工を施してある間
は常時点検を行なう
（要綱第 54 号）

７日を超えない期間、中震以
上の地震の後など
（安衛則第 373 条）

土 止 め 支 保 工
の 点 検

第三者に対応
固定柵：高さ 1.2 ｍ以上
移動柵：高さ 0.8 ｍ以上
1.0 ｍ以下 ( 要綱第 11 号 )

高さ 75 ｃｍ以上
(安衛則第 563 条：作業床）
(安衛則第 540 条：通路 )

墜落防止設備等

安     衛     法・・・・・・・労働安全衛生関係法令
要　　　　綱・・・・・・・建設工事公衆災害防止対策要綱（土木工事編）
ガイドライン・・・・・・・土止め先行工法に関するガイドライン

深さ２ｍ以上（２ｍ未満はこ
う配９０度：安衛則第356 条）、
ただし、地山の崩壊等、又
は近接する建設物の損壊等
よる危険がある場合は掘削
深さを問わず（安衛則第 361，
534 条） 

掘削方法の選定等
（要綱第 47）

建設機械の使用及び移
動（要綱第 34） 

土留工の管理
（要綱第 51） 

作業場の区分
（要綱第 15）

作 業 場 区 分 の
設 備 等
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（Ⅱ）クイック土留施工法

クイック土留　適用範囲

項　目

土　質

掘削深さ

掘削幅

地下埋設物

架空線

湧　水

適　用　範　囲

ヒービング及びボイリングの恐れのない土質

原則として６ｍ以下

原則として３.１５ｍ以下

横断管が３０ｍ区間に４箇所以下、又は切廻し可能な場合

架空線（高圧線、電話線）に対し、安全な距離が保てること。

周辺地盤に影響を及ぼさない湧水量
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（2）クイック土留施工法  ① BOX式

クイック土留 ＢＯＸ式  地上組立て、仮置き、運搬

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

・必要資格等の確認
・部材重量、地上組立て完了時の重量を
確認します。
・吊り上げ機械は、基本的には移動式ク
レーン又は、クレーン機能付きバック
ホウとします。
・車両系建設機械による荷のつり上げ作
業を行う場合は、安衛則第164条第3項
の規定及び関係通達（４）を遵守する
必要があります。　注１

準備作業
１．解体ヤードの確保 
２．機械、器具、工具の作業開始前点検
　（工具の用意　大型バール、ラチェットレンチ １９）
３．適正な作業者の配置

・設置場所は、水平で堅固な地盤を選ん
でください。（沈下・転倒の防止）

・パネル組立てスタンド使用時は、パネ
ルが転倒するおそれのある範囲内は作
業員の立入りを禁止します。

・移動式クレーン等は水平で堅固な地盤
の上に設置するものとし、必要に応じ
て敷鉄板等により養生します。

・専用の吊り下げロープ（２ｔ用）を使用
します。

・移動式クレーン等を使用するときは、
作業者との接触事故を防止するため、
作業半径内への立入り禁止措置を講じ
ます。注２（ｸﾚｰﾝ 則第 74 条）

・移動式クレーン等を使用するときは、一
定の合図を定め、合図者を指名して合図
をさせます。注３（ｸﾚｰﾝ 則第 71 条）

（１）スタンドの設置
・パネル組立てスタンドを、使用するパネルの幅に
設置します。
 

（２）パネルの設置（下段パネル）
・吊り下げロープのフックをパネル連結孔に掛け、
移動式クレーン等でパネルを吊り上げ、パネル組
立スタンドに立てます。
・パネルの安定を確かめて吊りワイヤーを外します。

組立ヤードの確保

① BOX 式

・車両系建設機械による荷のつり上げ作
業を行う場合は、安衛則第164 条第3 項
の規定及び関係通達（４）を遵守する
必要があります。　注１
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ＢＯＸ式

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

・サポートを取り付けるときは、指を挟
んだり、部材を足に落としたりしない
ように注意してください。

・最下段のサポートのハンドルを下向き
にすると、バックホウのバケットが
当って変形することがありますので、
必ず上向きにして下さい。

・サポート取り付け時はパネルの転倒範
囲内に入らないようにして下さい。特
に長尺サポート使用時はご注意くださ
い。

（３）サポートの調整
・伸縮ボルトを専用ラチェットで回転させ、サポー
トの長さを掘削幅に合わせます。内筒に掘削幅を
示す目盛りが刻んであります。

 

（４）サポートの取り付け－１
・立てたパネルのサポート連結孔にサポートのＴ型
連結部を挿入しサポート取り付けハンドルを約
３０°回転させます。
　これでパネルとサポートは仮締め状態です。

　　 

（５）サポートの取り付け－２
・建てたパネルの 4 箇所にサポートを取り付けます。
最下段のクイックサポートは、ハンドルが上向に
なるようにします。

最下段の�
クイックサポート�
ハンドルは上向�

�
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作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

・サポート連結孔にサポートのＴ型連結
部を挿入するとき、手指を挟まないよ
うに注意してください。

・サポート取り付けハンドルを回転させ
るときは、大型バール等が外れ、その
反動で体のバランスを崩しやすいので
注意してください。

（６）パネルの取り付け
・もう一方のパネルを吊り上げて、向かい合わせの
状態で（４）と同様にサポートとパネルを仮締め
します。

 

（７）サポートの固定
・大型バール等を用いてサポート取り付けハンドル
を回転させて、水平になるまで回し完全固定状態
にします。
・最下段のクイックサポートはハンドルが上向にな
るように回転させます。すべてのサポートの両端
について完全固定します。

 

 

（８）サポートの完全固定
・サポート回転止金具をスライドさせて、Rピンで
止めます。これによってサポート取付ハンドルが
回転することを防ぎます。 8 箇所すべてロックし
ます。

ハンドルが水平に�
なるまで回す。�

ＢＯＸ式

ー12ー



－12－

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

・パネルを組み立てる際最下段のサポー
トを２～３cm広げパネルを「ハの字」
にすると建て込み・引き抜きがスムー
ズになります。

・完成したボックスを仮置きする場合は
水平で堅固な地盤を選んでください。

・サポートを取り付けるときは、指を挟
んだり、部材を足に落としたりしない
ように注意してください。

（９）ボックスの完成
・両端のパネル幅を測定し、掘削幅と一致しているか
確認します。修正が必要な場合は吊り上げ前にサ
ポート伸縮ボルトを回転させてサポート長さを修
正します。その
　際、４本均等に
　伸縮させてくだ
　さい。
・これでボックス
　が完成しました
　ので、吊下げロ
　ープで 4点吊り
　し、パネル組立
　てスタンドから
　取り外します。
 

（10）その他のボックスの組立て
・（１）～（９）の手順で、２段目のボックス及び、その
他必要なボックスを組立てます。

（11）3005 ボックスパネルを組み立てる際はパネルを
平坦なところに置き、パネルのサポート連結孔に
（3）と同様にして長さを合わせたサポートのＴ型
連結部を差しこみサポート取付ハンドルを回転さ
せて縦梁と水平になるように完全に固定してくだ
さい。

ＢＯＸ式
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ＢＯＸ式

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

・サポート連結孔にサポートのＴ型連結
部を挿入するとき、手指を挟まないよ
うに注意してください。

・組立て場所から、土留施工場所へ運搬
する場合は、ボックスの固定方法、運
搬車両の昇降設備、作業手順等を定め
て作業指揮者が作業を直接指揮するこ
とが必要です。（安衛則第 151 条の 10、
48）

・運搬が必要な場合は、運搬作業を考慮
して２段組を行う場所を決定してくだ
さい。

（12）（7）～（8）の手順でサポートが回転しないよう
にサポートロック金具をセットしてください。

（13）（11）でサポートを取り付けたパネルを起こし、
もう一方のパネルを掘削幅に合わせて吊りながら
向かい合わせと同様にサポートとパネルを仮締め
してください。その後（7）～（8）の手順でサポー
トが回転しないようにセットして完成です。

（14）２段組の場合
・２段一緒に立て
　込む場合は、２
　段目のボックス
　を４点吊りし１
　段目のボックス
　に繋ぎ合わせ、
　パネル連結孔に
　内側から繋ぎピ
　ンを差込み、R
　ピンで固定。

ー14ー
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クイック土留 ＢＯＸ式 掘削、建込み、押し込み

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

・必要資格等の確認
・「作業場」を明確に区分することが要求され
ます。（要綱第 10 号 参照）
・建設機械の選定は、地域・環境対策及び、公
衆災害防止の見地から安全に作業できる能力
が要求されます。（要綱第 83 号 参照）注４

準備作業
１．作業場の区分を点検
２．機械、器具、工具の作業開始前点検
３．適正な作業者の配置

・地山掘削作業主任者を選任し、その者に作業
を直接指揮させます。

・車両系建設機械と労働者の接触事故を防止す
るため、機械の作業範囲内への立入禁止措置
を講じます。注５（安衛則第 158 条）

・ダンプトラック等の運搬機械が作業箇所に後
進して接近する場合は誘導員を配置します。
（安衛則第 365 条）
・掘削深さは、作業性、地山の状態等を考慮し
て決定します。

・土止め支保工作業主任者を選任し、その者に
作業を直接指揮させます。

・ボックスの壁面が垂直であること及び溝掘削
の方向に対して水平であることを確認し、必
要に応じて掘削底面を修正します。

・移動式クレーン等を使用するときは、作業者
との接触事故を防止するため、作業半径内へ
の立入り禁止措置を講じます。注２（ｸﾚｰﾝ 則
第 74 条）

・移動式クレーン等を使用するときは、一定の
合図を定め、合図者を指名して合図をさせま
す。注３（ｸﾚｰﾝ 則第 71 条）
・車両系建設機械の主たる用途外使用は、安衛
則第 164 条の適用を受けます。

・別の場所で組み立てたボックスを運搬する場
合は、ボックスの固定方法、運搬車両の昇降
設備、作業手順等を定めて作業指揮者が作業
を直接指揮することが必要です。（安衛則第
151 条の 10，48）

（１）一次掘削
・施工場所を５０cm～１m程度の深さ掘削し、
排土します。

 

（２）クイック土留建込み
・あらかじめ地上組み立てしたクイック土留
ボックス１段目を、移動式クレーン又はク
レーン機能付きバックホウ等を使用して所定
の位置に建て込みます。
・吊下げロープを使用して４点吊りで行います。

 

※本書地上組立て（１１）により２段一緒に建込
む場合で、上部に電線等の障害物がある場合
は、下吊り用金具を利用してください。

ＢＯＸ式

・必要資格等の確認

・作業場の区分（要綱第 15 参照）

・建設機械の使用及び移動（要綱第 34 参照） 

4

ー15ー



－15－

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

・押し込みカバー取り付け時に手指を挟まない
よう、また、誤って落とさないよう注意して
ください。

・バックホウのバケット等によりパネル、サ
ポートを損傷しないよう注意します。
・背面の土砂が崩壊するおそれがあるので掘り
過ぎないよう注意します。

・押し込みは左右均等に押し込み、パネルやサ
ポートが傾き過ぎないように注意してくださ
い。
・左右の傾きは、サポートの水平長さ１ｍに対
して、垂直高さ８.５cm（角度５°）以内とし
ます。

　 

・バックホウのバケット等の打撃により無理に
押し込まないでください。
・パネル先端の障害物を取り除くなどの方法に
より抵抗を小さくして押し込みます。

（３）吊下げロープの取り外し
・ 吊下げロープを取り外し、縦梁押し込みカバー
及び 1.2M押し込みカバーを取り付けます。

（４）二次掘削
・ クイック土留の内部をパネル先端から３０cm
～５０cm程度掘削します。
 

（５）押し込み
・押し込みカバーをバックホウのバケットで左
右交互に押し込みます。

 

・ボックス上部と地表面が同じ高さになるまで、
クイック土留の内部の掘削と縦梁の押し込み
を繰り返します。

ＢＯＸ式
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作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

　　　　　　　　　・掘削溝内への昇降は、は
　　　　　　　　　しご等の昇降設備を設置
　　　　　　　　　して、これを用いて行い
　　　　　　　　　ます。（安衛則第 526，
　　　　　　　　　527，556 条）
 　

・溝内に発生した湧水をくみ上げて処理する場
合は、河川管理者等に届け出て所定の手続き
を経るとともに、土粒子を含む水のくみ上げ
は、少なくとも、沈砂・ろ過施設等を経て排
水することが要求されます。（要綱第 74 号 
参照）

・溝内へ材料、器具、工具等を上げ下ろしする
ときは、つり綱、つり袋等を使用し、投げ入
れ、投げ渡しを行わないでください。

・建て込み中、掘削進行方向の土砂崩壊の恐れ
がある場合は、流砂防止板等で処置してくだ
さい。

・溝内作業は必ず、支保工の組立てが完了し、
土砂崩壊の危険がなくなってから開始します。

・作業場の区域を明確に区分する必要があります。
 （要綱第15）

 

（６）２段目ボックスの連結
・押し込みカバーを取り外し、あらかじめ地上
組み立てしたクイック土留ボックス２段目を、
吊上げ１段目に連結します。繋ぎピンを縦梁
の内側から差込みRピンで固定します。
 

（７）設計深さまでの掘削・支保工
・上記（４）～（６）の作業を繰り返し計画し
た段数のクイック土留ボックスを連結し、所
定の深さの掘削と支保工を構築します。

 

（８）延長方向への連結
・（１）～（７）の作業を溝掘削の延長方向に繰
り返し、掘削、支保工を完成させる。
・完了後、管渠布設工事等の溝内作業を実施し
ます。

ご使用をお勧めします。

ＢＯＸ式

・架設通路を設ける場合は、通路の設備を設
置して、これを用います。（安衛則第552条）

クイックフェン
スのご使用をお
勧めします。

スライドステップのご使用を
お勧めします。

 55 

ー17ー



－17－

クイック土留 ＢＯＸ式 引き抜き・撤去

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

・必要資格等の確認
・「作業場」を明確に区分することが要求され
ます。（要綱第 10 号 参照）
・建設機械の選定は、地域・環境対策及び、公
衆災害防止の見地から安全に作業できる能力
が要求されます。（要綱第 83 号 参照）注４

準備作業
先行作業　管渠布設完了 

１．作業場の区分を点検
２．機械、器具、工具の作業開始前点検
３．適正な作業者の配置

・埋め戻し土の投入時は溝内に作業員が誰もい
ないことを確認します。

・掘削溝内への昇降は、はしご等の昇降設備を
設置して、これを用いて行います。（安衛則
第 526，527，556 条）

・引き上げは埋め戻しが完了した位置までとします。

・背面土砂の摩擦力、粘着力を減少させるため
です。埋め戻しの直前に実施し、縮めすぎな
いよう注意します。

・下吊用金具は、引き抜き時には使用しないで
ください。

・移動式クレーン等を使用するときは、作業者
との接触事故を防止するため、作業半径内へ
の立入り禁止措置を講じます。注２（ｸﾚｰﾝ 則
第 74 条）

・移動式クレーン等を使用するときは、一定の
合図を定め、合図者を指名して合図をさせま
す。注３（ｸﾚｰﾝ 則第 71 条）

・クイック土留の引き抜きは自重だけでなく、
背面土の摩擦力、粘着力等により大きな負荷
がかかることがありますので、クレーン等の
選定を考慮してください。

・移動式クレーン等の過負荷防止装置が有効に
機能していることを確認してください。

・移動式クレーン等に衝撃荷重が作用すると機
械構造部の破損等、障害発生の原因となりま
す。関係通達（１）等を参考にして作業方法
を決定してください。注６

（１）埋め戻し
・ 埋め戻し土を所定の厚さに投入し、敷き均
します。

（２）引き抜き
・移動式クレーン又はクレーン機能付きバック
ホウ等を使用してクイック土留ボックス式を
１層分（30cm程度）引き上げます。

・最上段の縦梁連結孔に吊上げロープを掛け、
４点吊りで引き上げます。

・土圧によりパネルが引き抜き難い場合は、ラ
チェットレンチで、サポートの伸縮ボルトを
回転させすべてのサポートを少し縮めます。
 

（３）締め固め
・埋め戻し土の締め固めを行います。

（４）ボックス取り外し・回収
・（２）～（３）を繰り返し、最上段のボック
スが完全に地上に上がったら、４箇所の繋ぎ
ピンを抜き取り最上段のボックスを取り外し
ます。

・上記の作業を繰り返し、最下段のボックスま
で回収します。

（５）引き抜き・撤去の完了
・上記作業を延長方向へ繰り返し、すべての
ボックスを回収します。

ＢＯＸ式

・必要資格等の確認

・作業場の区分（要綱第 15 参照）

・建設機械の使用及び移動（要綱第 34 参照） 

注 5
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作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

・左右の傾きは、サポートの水平長さ１ｍに対
して、垂直高さ８．５ｃｍ（角度５°）以内と
します。

 

・引き抜き抵抗が大きい場合は、３．２ｔ用吊下
げロープ２点セットのご使用をお勧めします。

※　引抜が困難な場合の対処法について

①２点吊りにより地山との縁切りをする
・左右どちらか片側を２点吊りで引き上げます。
　（引き上げ例）

・先に引き上げたパネルの反対側を同様に引き
上げます。

②４点吊りで引き抜く
・縁切りが終わったら４点吊りに戻して作業し
ます。

ＢＯＸ式
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クイック土留 ＢＯＸ式 解体

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

・必要資格等の確認
・吊り上げ機械は、移動式クレーン又は、ク
レーン機能付きバックホウとします。
・車両系建設機械による荷のつり上げ作業を行
う場合は、安衛則第164条第3項の規定及び関
係通達（４）を遵守する必要があります。注１

準備作業
１．解体ヤードの確保 
２．機械、器具、工具の作業開始前点検
　（工具の用意　大型バール、ラチェットレンチ１９）
３．適正な作業者の配置
 

・設置場所は、水平で堅固な地盤を選んでくだ
さい。（沈下・転倒の防止）

・移動式クレーン等を使用するときは、作業者
との接触事故を防止するため、作業半径内へ
の立入り禁止措置を講じます。注２（ｸﾚｰﾝ 則
第 74 条）

・移動式クレーン等を使用するときは、一定の
合図を定め、合図者を指名して合図をさせま
す。注３（ｸﾚｰﾝ 則第 71 条）

・ボックスの安定を確認します。

（１）スタンドの設置
・パネル組立てスタンドを、パネル幅（3.0m）
に設置します。
 

（２）ボックスの設置
・回収したボックスをパネル組立てスタンドに
設置します。
・サポートの外筒側のパネルをスタンドに差し
込んでください。

（３）吊下げロープの掛け直し
・４点吊りをはずして、サポートの内筒側（組
立てスタンドの反対側）のパネルを２点吊り
します。

ＢＯＸ式

ー20ー



－20－

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

・２点吊りの吊下げロープが程よく緊張されて
いることを確認します。

・パネル組立てスタンド使用時は、パネルが転
倒するおそれのある範囲内は作業員の立入り
を禁止します。

・重量の大きなサポートは保持方法を考慮して
ください。

・平積場所は、水平で堅固な地盤を選んでくだ
さい。（沈下・転倒の防止）

（４）サポートロックの解除
・すべてのサポート回転止金具をスライドさせ
てサポートが回転するようにします。

（５）サポート取付けハンドルの回転
・サポートの内筒側（組立てスタンドの反対側）
の取付けハンドルを９０度回転させます。

（６）パネル取り外し
・パネルを２点吊りした状態でサポートの内筒
側から離します。

（７）サポートの取り外し
・サポートの外筒側の取付けハンドルを９０度回
転させ、パネルから引き抜く。

（８）パネルの平積
・下吊り用金具や、下部連結孔を利用して 4点
吊りします。
・さん木等を敷いて、平積みをしてください。

 

ＢＯＸ式
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　安全の為、また修理費・損耗費を最小限に押さえる為、下記の事項に留意し施工していただきます
ようお願いいたします。

～ クイック土留編 ～
●始業点検を実施してください。
　バックホーのバケットに取り付ける専用フックの溶接部及び専用吊金具は、毎日始業前に点検を行
い、異常のないことを確認してから作業を行なってください。

●組み立てスタンドを使用する時には、パネルの倒れるおそれの
　ある範囲には立ち入らないでください。

（サポートの回転止め）を使用してください。●サポートロック金具
　施工時にサポートが回転しますとサポートがパネルから脱落し大変危険ですので、パネルにサポー
トを取り付けた際は必ず「サポートロック金具」を使用してください。

～ クイック土留　ＢＯＸ式編 ～

●掘削進行方向の土砂崩壊の恐れのある場合は？
　建て込み中、掘削進行方向の土砂崩壊の恐れがある場合は、流砂防止板等で処置してください。

●土留未設置の溝内には絶対に立ち入らないでください。
　土砂の崩落により重大な事故につながる危険があります。

●パネル背面に空間が出来ないよう裏込め等を行なってください。

●パネル建て込み時は隣接するパネルが密着するように
　施工してください。

●パネルの転倒に注意してください。

1
5
0
0

1
4
2
6

2
5
0
0

850

463（A)

18°

・パネルは平地で組み立ててください。
・パネルを３段以上組み立てたままの状態で地上に置
かないでください。

・左図は２段組の例ですが、幅８５０mm・高さ２５００mm
の場合約１８゜（ Ａ ）寸法４６３mmとなると転倒し
ます。これがもし４段組で高さ４５００mmになった場
合は約１０ （゚ Ａ ）寸法２６０mmでも転倒します。

・その他、傾斜・軟弱地盤・振動・強風等の要因でよ
り傾きやすく転倒しやすい場合がありますので、パ
ネルの傾きには十分注意してください。

●繋ぎピンは必ずＲピンでパネルに固定してください。
　パネルやレールの連結時に使用する「繋ぎピン」は脱落防止の為
必ずＲピンで固定してください。
施工中「繋ぎピン」が脱落すると大変危険です。

② BOX 式 施工上の注意事項
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ＮＳＰ土留機材 施工上の注意事項

●サポートは、必ず所定の位置に取付けてください！
　大口径管又はボックスカルバート敷設時、サポートが邪魔になる場合があります。しかし、所定の
位置に取付けてあるサポートをはずして作業をすることは、大きな事故につながりますのでおやめ
ください。大口径管又はボックスカルバート設置時以外も同様です。 

　サポート設置の基本は、下段パネル→２本、平パネル→１本です。 
　大口径管又はボックスカルバート敷設時は、下図（正しい施工例）を参考に施工方法をご検討くだ
さい。

間違った施工例�

正しい施工例�
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下段パネルにサポート
がありません。��
大変危険です！�

下段パネルのサポート
が１本足りません。��
大変危険です！�

平パネルにサポートが
ありません。��
大変危険です！�

ボックスカルバート用レールを
使用して、施工してください。このレ
ールはカルバートの外高＋基礎高
＝2,550㎜まで対応できます。（但
し、コンクリート基礎部に捨梁が必要）
また、外高＋基礎高＝1,300㎜まで
の大口径管にも捨梁なしで対応で
きます。�※土質により条件が異なる場合があります。�

捨梁をセット後、最下段
サポートを取り外し施工
して下さい。�

最下段サポートを、掘削
底面から1000㎜のサ
ポート取付金具にセット
して施工してください。�

このサポートを設置
した場合、基礎部の
捨梁は不要です。�

捨梁� 捨梁�

①� ②� ③�

ボックスカルバート用レール�

BOX 式 施工上の注意事項
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●パネル建て込みの際は、必ず掘削底面まで
　建て込んでください。
　振動などで、前ぶれなく土留や土砂が落下
　する可能性があります。危険ですのでおや
　めください。

●クイックサポートを梯子代わりにしないで下さい！        
　溝内への昇降の際、クイックサポートを梯子代わりに使用することは、滑落事故の原因となり危険
です。安全のため、アルミ垂直梯子を使用してください。        

         
●転落防止のため、クイックフェンスをご使用ください。        
         
●パネルを建て込む際、天端（上部角パイプ）を絶対にたたかないでください。        
　パネルを押し込む際はパネルに直接バケットを当てずに必ず「縦梁押し込みカバー」・「1.2M押し
込みカバー」を装着してください。        

　ＢＯＸ式パネルはバックホーでパネル両端の縦梁を押すことで建て込む仕様となっており、パネル
天端をたたく構造にはなっていません。パネル天端は軽く押すだけにとどめてください。
        

●パネルが引き抜きにくい？        
　このような場合はラチェットレンチでサポートを縮めてみてください。土圧が極端に強くない限り
多少レンチが回しづらい事があっても２～３ｃｍは縮み引き抜きやすくなります。サポートを縮め
る際は両側均等に下段から上段に向かって作業してください。

        

　パネルを組み立てる際最下段のサポートを２～３ｃｍ広げパネルを「ハの字」にすると建て込み・
引き抜きがスムーズになります。        

●施工時は労働安全衛生規則・土止め先行工法等、関係法令を遵守した安全確保を行なってください。

●繋ぎピンはレンタル品です！
　パネルの連結時に使用する「繋ぎピン」はレンタル品です。紛失された場合はお客様のご負担と
　なってしまいますのでお気をつけください。

BOX 式 施工上の注意事項
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－21－

クイック土留 レール式 地上組立て

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

・必要資格等の確認
・部材重量、地上組立て完了時の重量を確認し
ます。
・吊り上げ機械は、基本的には移動式クレーン
又は、クレーン機能付きバックホウとします。
・車両系建設機械による荷の吊り上げ作業を行
う場合は、安衛則第 164 条第 3項の規定及び
関係通達（４）を遵守する必要があります。
注１

準備作業
１．組立てヤードの確保 
２．機械、器具、工具の作業開始前点検
　（工具の用意　・大型バール、スケール、
　　ラチェットレンチ１９）
３．適正な作業者の配置

・水平で堅固な地盤を選びます。

・移動式クレーン等を使用するときは、作業者
との接触事故を防止するため、作業半径内へ
の立入り禁止措置を講じます。注２（ｸﾚｰﾝ 則
第 74 条）

・移動式クレーン等を使用するときは、一定の
合図を定め、合図者を指名して合図をさせま
す。注３（ｸﾚｰﾝ 則第 71 条）

・サポートをレールに取り付けるときは、手指
を詰めたり、部材を足に落としたりしないよ
う注意してください。

・レールを組み立てる際、最下段のサポートを
２～３ cm広げレールを「ハの字」にすると
建て込み、引き抜きがスムーズになります。

（１）サポートの調整
・伸縮ボルトを専用ラチェットで回転させ、サ
ポートの長さを掘削幅に合わせます。内筒に
掘削幅を示す目盛りが刻んであります。

 
（２）下段レールの組み立て
・下段レールを 2本平行に並べ、サポートを取
り付けます。バール等を用いて取り付けハン
ドルを 90 度回転させ完全に固定します。
・最下段のクイックサポートはハンドルが上向
になるようにします。すべてのサポートの両
端について完全固定します。

取り付け�
ハンドル�

②レール式③レール式
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－22－

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

・サポート取り付けハンドルを回転させるとき
は、大型バール等が外れ、その反動で体のバ
ランスを崩しやすいので注意してください。

（３）サポートの完全固定
・サポート回転止金具をスライドさせて、Rピ
ンで止めます。これによってサポート取付ハ
ンドルが回転することを防ぎます。４箇所す
べてロックします。

 

（４）レール組立て完成
・両端のレール幅を測定し、掘削幅と一致して
いるか確認します。修正が必要ならば伸縮ボ
ルトを回転させてサポート長さを修正します。
・同様の手順で必要なすべてのレールを組み立
てます。

ハンドルが水平に�
なるまで回す。�

レール式
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－23－

クイック土留 レール式 掘削、建込み、押し込み

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

・必要資格等の確認

・「作業場」を明確に区分することが要求され
ます。（要綱第 10 号 参照）

・建設機械の選定は、地域・環境対策及び、公
衆災害防止の見地から安全に作業できる能力
が要求されます。（要綱第 83 号 参照）注４

準備作業

１．作業場の区分を点検
２．機械、器具、工具の作業開始前点検
３．適正な作業者の配置

・地山掘削作業主任者を選任し、その者に作業
を直接指揮させます。

・車両系建設機械と労働者の接触事故を防止す
るため、機械の作業範囲内への立入禁止措置
を講じます。注５（安衛則第 158 条）

・ダンプトラック等の運搬機械が作業箇所に後
進して接近する場合は誘導員を配置します。
（安衛則第 365 条）

・掘削深さは、作業性、地山の状態等を考慮し
て決定します。

・土止め支保工作業主任者を選任し、その者に
作業を直接指揮させます。

・レールが垂直であること及び溝掘削の方向に
対して直角であることを確認します。

・移動式クレーン等を使用するときは、作業者
との接触事故を防止するため、作業半径内へ
の立入り禁止措置を講じます。注２（ｸﾚｰﾝ 則
第 74 条）

・移動式クレーン等を使用するときは、一定の
合図を定め、合図者を指名して合図をさせま
す。注３（ｸﾚｰﾝ 則第 71 条）

・車両系建設機械の主たる用途外使用は、安衛
則第 164 条の適用を受けます。

（１）一次掘削
・あらかじめ準備したスライドレールを建て込
む前に、５０ｃｍ～１ｍ程度掘削し、排土しま
す。
 

（２）スライドレール建込み
・あらかじめ地上組み立てしたスライドレール
下段用を、移動式クレーン又はクレーン機能
付きバックホウ等を使用して所定の位置に建
て込みます。
・吊下げロープを使用して２点吊りで行います。
 

レール式

・必要資格等の確認

・作業場の区分（要綱第 15 参照）

・建設機械の使用及び移動（要綱第 34 参照） 

4
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－24－

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

・スライドレールが転倒するおそれのある範囲
内は立入禁止にします。

・押し込みカバー取り付け時に手指を挟まない
よう、また、誤って落とさないよう注意して
ください。

・バケットの打撃によるレールの打ち込みをし
ないでください。

・吊り上げたパネルに作業員が接触する危険を
さけるため、十分な距離を保って作業してく
ださい。

（３）スライドレールの転倒防止
・方杖等でスライド
　レールの転倒防止
　をします。

（４）スライドレールが自立するまで押込む
・レール上部に縦梁押し込みカバーを取り付け、
バックホウのバケットで左右交互に押し込み
ます。

（５）パネルの差込
・移動式クレーン又はクレーン機能付バックホ
ウを使用して、下段パネル（エッジ付）を差
し込みます。

 

・左右のパネルが挿入できたら、パネル間の幅
が平行であることを確認します。

レール式
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－25－

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

・押し込みは左右均等に押し込み、パネルやサ
ポートが傾き過ぎないように注意してくださ
い。
・左右の傾きはサポートの水平長さ１mに対し
て垂直高さ８.５cm（角度５°）以内とします。

 

・バックホウのバケット等によりパネル、サ
ポートを損傷しないよう注意します。

・背面の土砂が崩壊するおそれがあるので掘り
過ぎないよう注意します。

・バックホウのバケット等の打撃により無理に
押し込まないでください。

・パネル先端の障害物を取り除くなどの方法に
より抵抗を小さくして押し込みます。

（６）反対側のスライドレール差込
・スライドレール下段用を吊り上げ、パネルに
挿入します。
 

（７）スライドレールの押し込み
・レール上部に縦梁押し込みカバーを取り付け、
バックホウのバケットで左右交互に押し込み
ます。
 

（８）二次掘削
・土留パネルの内部をパネル下端から３０cm～
５０cm程度掘削します。

（９）パネルの押し込み
・レール式押し込みカバーを取り付け、バック
ホウのバケットでパネルを押し込みます。
 

・掘削、パネル押し込み、レール押し込みの順
序を繰り返し下段パネルを地表面まで押し込
みます。

レール式
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 55 

－26－

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

                              ・掘削溝内への昇降は、は 
   　　　　　　　　しご等の昇降設備を設置
　　　　　　　　　して、これを用いて行い
　　　　　　　　　ます。（安衛則第 526，
　　　　　　　　　527，556 条）

 
・溝内に発生した湧水をくみ上げて処理する場
合は、河川管理者等に届け出て所定の手続き
を経るとともに、土粒子を含む水のくみ上げ
は、少なくとも、沈砂・ろ過施設等を経て排
水することが要求されます。（要綱第 74 号 
参照）

・溝内へ材料、器具、工具等を上げ下ろしする
ときは、つり綱、つり袋等を使用し、投げ入
れ、投げ渡しを行わないでください。

（10）レール、パネルの連結
・2段目レールを下段レールに挿入し、レール繋
ぎピン（大）と Rピンで固定します。
・同様に反対側の 2段目レールを挿入、固定し
ます。

 

・パネル上下繋ぎ金具をセット後、2段目の平パ
ネルをレールに挿入し繋ぎピン（小）と Rピ
ンで固定します。

 
レール繋ぎピン（大）�

 Rピン�

パネル上下繋ぎ金具�
繋ぎピン（小）�
Rピン�
�

土留用アルミ垂直梯子の�
ご使用をお勧めします。�

レール式

55 号
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作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

・建て込み中、掘削進行方向の土砂崩壊の恐れ
がある場合は、流砂防止板等で処置してくだ
さい。

・溝内作業は必ず、支保工の組立てが完了し、
土砂崩壊の危険がなくなってから開始します。

・作業場の区域を明確に区分する必要があります。
 （要綱第15）

（11）設計深さまでの掘削・支保工
・（1）～（10）の作業を繰り返し計画した長さ
のレールとパネルを連結し、所定の深さの掘
削と支保工を構築します。

（12）延長方向への連結
・上記の作業を溝掘削の延長方向に繰り返し、
掘削、支保工を完成させる。
・完了後、管渠布設工事等の溝内作業を実施し
ます。
 

※本手順書（２）～（７）に代えて、ＢＯＸ型
に地上組立て（クイック土留 レール式（ＢＯ
Ｘ型）地上組立て参照）し、一次掘削の溝内
へ吊り込むことができます。

お勧めします。

レール式

・架設通路を設ける場合は、通路の設備を設
置して、これを用います。（安衛則第552条）

スライドステップのご使用を
お勧めします。
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－28－

クイック土留　レール式（ＢＯＸ型）地上組立て
1 スパン目をＢＯＸ型に地上組み立てする場合

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

・必要資格等の確認
・部材重量、地上組立て完了時の重量を確認し
ます。
・吊り下げ機械は、基本的には移動式クレーン
又は、クレーン機能付きバックホウとします。
・車輌系建設機械による荷のつり上げ作業を行
う場合は、安衛則第 164 条第 3項の規定及び
関係通達（４）を遵守する必要があります。
注１

準備作業

１．作業場の区分を点検
２．機械、器具、工具の作業開始前点検
３．適正な作業者の配置

・水平で堅固な地盤を選んで設置します。

・方杖等でパネルの転倒を防止するとともに、
パネルが転倒するおそれのある範囲内は作業
員の立ち入りを禁止します。

・移動式クレーン等を使用するときは、作業者
との接触事故を防止するため、作業半径内へ
の立入り禁止措置を講じます。注２（ｸﾚｰﾝ 則
第 74 条）

・移動式クレーン等を使用するときは、一定の
合図を定め、合図者を指名して合図をさせま
す。注３（ｸﾚｰﾝ 則第 71 条）

・吊り荷の下に作業員を立ち入らせない。
 （ｸﾚｰﾝ 則第 74 条の 2）

・手指を挟まないよう注意してください。

（１）パネル組立てスタンドを用いて、片側のパ
　　 ネルを建てます。
・方杖等でパネルの転倒防止をします。

 
 
（２）あらかじめ組み立てたレールをパネルに挿
　　 入します。

レール式
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作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

・手指を挟まないよう注意してください。

・吊り上げ時、パネルがピンで止まるまで少し
下がりますのでご注意ください。

（３）もう一方のパネルを挿入します。

 （４）パネルを少し吊り上げてパネルスタンド
　　　 を外し、もう一方のレールを挿入します。

 

（５）○印 4箇所に繋ぎピン（大）を差込み、ＢＯＸ
　　型組立 てを完成します。
・レール上部にフックを掛け、4点吊りで溝内へ
建て込みます。
 

レール式

ー33ー



－30－

クイック土留 レール式 引き抜き・撤去

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

・必要資格等の確認
・「作業場」を明確に区分することが要求され
ます。（要綱第 10 号 参照）

・建設機械の選定は、地域・環境対策及び、公
衆災害防止の見地から安全に作業できる能力
が要求されます。（要綱第 83 号 参照）注４

準備作業
　   先行作業　管渠布設完了 
１．作業場の区分を点検
２．機械、器具、工具の作業開始前点検
３．適正な作業者の配置

・埋め戻し土の投入時は溝内に作業員が誰もい
ないことを確認します。

・掘削溝内への昇降は、はしご等の昇降設備を
設置して、これを用いて行います。（安衛則
第 526，527，556 条）

・引き上げは埋め戻しが完了した位置までとし
ます。

・移動式クレーン等を使用するときは、作業者
との接触事故を防止するため、作業半径内へ
の立入り禁止措置を講じます。注２（ｸﾚｰﾝ 則
第 74 条）

・移動式クレーン等を使用するときは、一定の
合図を定め、合図者を指名して合図をさせま
す。注３（ｸﾚｰﾝ 則第 71 条）

・クイック土留の引き抜きは自重だけでなく、
背面土の摩擦力、粘着力等により大きな負荷
がかかることがありますので、クレーン等の
選定を考慮してください。

・移動式クレーン等の過負荷防止装置が有効に
機能していることを確認してください。

・移動式クレーン等に衝撃荷重が作用すると機
械構造部の破損等、障害発生の原因となりま
す。関係通達（１）等を参考にして作業方法
を決定してください。注６

（１）埋め戻し
・埋め戻し土を所定の厚さに投入し、敷き均し
ます。

（２）引き抜き
・移動式クレーン又はクレーン機能付きバック
ホウ等を使用して、左右のパネルを１層分
（30cm程度）引き上げます。

・最上段のパネルに吊り下げロープを掛け、２
点吊りで引き上げます。

・土圧によりパネルが引き抜き難い場合は、ラ
チェットレンチで、サポートの伸縮ボルトを
回転させすべてのサポートを少し縮めます。

（３）締め固め
・埋め戻し土の転圧・締め固めを行います。

（５）パネルの撤去・回収
・埋め戻し土の投入、敷き均し、パネル引き抜
き、転圧・締固めを繰り返し最上段のパネル
が完全に地上に上がりきったら、繋ぎピン
（小）を抜き最上段のパネルを吊り上げ回収
します。

・上記の作業を繰り返し、最下段のパネルまで
回収します。

レール式

・必要資格等の確認

・作業場の区分（要綱第 15 参照）

・建設機械の使用及び移動（要綱第 34 参照） 

注 5

4
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作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

・引き抜き抵抗が大きい場合は、３.２ｔ用吊下
げロープ２点セットのご使用をお勧めします。

※１つの荷で１０kg以上のものを不整地運搬車０
への積み込み作業・荷降ろし作業は作業指揮
者の選任が必要です。

作業手順、及び作業方法の決定、並びに作業指
揮者の直接指揮の下に作業を行ないます。

（安衛則第 151 条の 48）

（5）スライドレールの引き抜き
・１スパンのパネルが回収できたら、一組のレー
ルを引き抜きます。
・引抜が困難な場合は、左右交互に２０～３０cm
程度引き抜いてください。

（6）引き抜き・撤去の完了

レール式

・上記作業を延長方向へ繰り返し、すべての
パネルとスライドレールを回収します。
※スライドレールの解体
　撤去・回収したスライドレールは、地上組
立ての逆手順によって解体してください。
パネル・スライドレールの平積み
・パネル
　地面にはりん木を敷き、端を合わせて積み
上げてください。 
　4 枚ごとに「りん木」を入れてください。 
　同じサイズのパネルのみで積み上げてください。 
　下段パネルは表裏をそろえてください。

・スライドレール
　同じサイズのレールのみで積み重ねてください。 
　地面には「りん木」を敷き、レールはサポー
トを取り付ける面を上にし端をあわせてくだ
さい。 

・平積場所は、水平で堅固な地盤を選んでくだ
さい。（沈下・転倒の防止） 
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　安全の為、また修理費・損耗費を最小限に押さえる為、下記の事項に留意し施工していただきます
ようお願いいたします。

～ クイック土留　レール式編 ～

●始業点検を実施してください。
　バックホーのバケットに取り付ける専用フックの溶接部及び専用吊金具は、毎日始業前に点検を行
い、異常のないことを確認してから作業を行なってください。

●組み立てスタンドを使用する時には、パネルの倒れるおそれの
　ある範囲には立ち入らないでください。

（サポートの回転止め）を使用してください。●サポートロック金具
　施工時にサポートが回転しますとサポートがパネルから脱落し大変危険ですので、パネルにサポー
トを取り付けた際は必ず「サポートロック金具」を使用してください。

●繋ぎピンは必ずＲピンでパネルに固定してください。
　パネルやレールの連結時に使用する「繋ぎピン」は脱落防止の為
必ずＲピンで固定してください。
施工中「繋ぎピン」が脱落すると大変危険です。

●パネルの転倒に注意してください。        
　レールとパネルを２段以上組み立てたままの状態で地上に置くと大変危険ですのでおやめくださ
い。レール式は構造上「レール←→パネル間」に余裕がある為ＢＯＸ式に比べ転倒しやすいので地
上に組み立てたままの状態で置く際は十分注意してください。        
　その他、傾斜・軟弱地盤・振動・強風等の要因でより傾きやすく転倒しやすい場合がありますので、
パネルの傾きには注意してください。        

●土留未設置の溝内には絶対に立ち入らないでください。
　土砂の崩落により重大な事故につながる危険があります。

        

●レールとパネルは掘削の度合いに応じて連結してください。
　レールとパネルはお互いに支え合う構造になっています。どちらかの高さが高すぎたり低すぎたり
して単独の状態になったままでは建て込まないでください。

                

●パネル建て込みの際は、必ず掘削底面まで建て込んでください。
　振動などで、前ぶれなく土留や土砂が落下する可能性があります。危険ですのでおやめください。

④レール式 施工上の注意事項
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－64－

ＮＳＰ土留機材 施工上の注意事項

●サポートは、必ず所定の位置に取付けてください！        
　大口径管又はボックスカルバート敷設時、サポートが邪魔になる場合があります。しかし、所定の
位置に取付けてあるサポートをはずして作業をすることは、大きな事故につながりますのでおやめ
ください。大口径管又はボックスカルバート設置時以外も同様です。
　サポート設置の基本は、下段レール→２本、上中段レール→１本です。
　大口径管又はボックスカルバート敷設時は、下図（正しい施工例）を参考に施工方法をご検討くだ
さい。      
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ボックスカルバート用レールを
使用して、施工してください。このレ
ールはカルバートの外高＋基礎高
＝2,550㎜まで対応できます。（但
し、コンクリート基礎部に捨梁が必要）
また、外高＋基礎高＝1,300㎜まで
の大口径管にも捨梁なしで対応で
きます。�

捨梁をセット後、最下段
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底面から1000㎜のサ
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※土質により条件が異なる場合があります。�

レール式 施工上の注意事項
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ＮＳＰ土留機材 施工上の注意事項

●サポートは、必ず所定の位置に取付けてください！        
　大口径管又はボックスカルバート敷設時、サポートが邪魔になる場合があります。しかし、所定の
位置に取付けてあるサポートをはずして作業をすることは、大きな事故につながりますのでおやめ
ください。大口径管又はボックスカルバート設置時以外も同様です。
　サポート設置の基本は、下段レール→２本、上中段レール→１本です。
　大口径管又はボックスカルバート敷設時は、下図（正しい施工例）を参考に施工方法をご検討くだ
さい。      
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※土質により条件が異なる場合があります。�

●クイックサポートを梯子代わりにしないで下さい！        
　溝内への昇降の際、クイックサポートを梯子代わりに使用することは、滑落事故の原因となり危険
です。安全のため、アルミ垂直梯子を使用してください。        
         
●転落防止のため、クイックフェンスをご使用ください。        
         
●掘削進行方向の土砂崩壊の恐れのある場合は？        
　建て込み中、掘削進行方向の土砂崩壊の恐れがある場合は、流砂防止板等で処置してください。
        
●パネル背面に空間が出来ないよう裏込め等を行なってください。        
         
●繋ぎピンはレンタル品です！    

●パネルが引き抜きにくい？  
　このような場合はラチェットレンチでサポートを縮めてみてください。土圧が極端に強くない限り
多少レンチが回しづらい事があっても２～３ｃｍは縮み引き抜きやすくなります。サポートを縮め
る際は両側均等に下段から上段に向かって作業してください。

        　レールを組み立てる際最下段のサポートを２～３ｃｍ広げレールを「ハの字」にすると建て込み・
引き抜きがスムーズになります。

        　レールのつなぎ目にパネルが引っかかったときはレールが垂直になるように角度を変えてみてく
ださい。        
         
●パネルを連結したままでの平積み・保管は絶対にさけてください。

          「パネル」・「上下繋ぎ金具」「繋ぎピン」それぞれの変形、破損の原因となります。
・         

レールやパネルの連結時に使用する「繋ぎピン」はレンタル品です。紛失された場合はお客様の
ご負担となってしまいますのでお気をつけください。

●建て込み時、レールやパネルを直接バケットでたたかないでください。
建て込み時には必ずレールには「縦梁押し込みカバー」、パネルには「３Ｍ押し込みカバー」を
装着してください。レールやパネルを直接押したり、たたいたりすると破損の原因となり高額の
修理代が発生します。

●施工時は労働安全衛生規則・土止め先行工法等、関係法令を遵守した安全確保を行なってください。

レール式 施工上の注意事項
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⑤縦梁連結金具

縦梁連結金具　地上組立て

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容
準備作業
１．組立てヤードの確保
２．機械、器具、工具の作業開始前点検
　（工具の用意　大型バール、スケール、
     ラチェットレンチ１９）
３．適正な作業者の配置

・必要資格等の確認
・部材重量、地上組立て完了時の重量を確認します。
・吊り上げ機械は、基本的には移動式クレーン
又は、クレーン機能付きバックホウとします。
・車両系建設機械による荷のつり上げ作業を行
う場合は、安衛則第164条第3項の規定及び
関係通達（４）を遵守する必要があります。注１

・設置場所は、水平で堅固な地盤を選んでください。
（沈下・転倒の防止）   

（１）下段パネルの組立て
・下段パネルを通常通り組立てます。
　クイック土留施工法を参照ください。

（２）3010平パネルの組立て（方法1） 
・パネル組立スタンドに縦梁押込みカバー凹み
タイプを置きます。

・パネルを天地逆に降ろし、組立スタンド内の
押込みカバーにのせます。

組立ｽﾀﾝﾄﾞ

縦梁押込み
ｶﾊﾞｰ凹みﾀｲﾌﾟ

・パネル組立スタンド使用時は、パネルが転倒
するおそれのある範囲内は作業員の立入りを
禁止します。   
   
・移動式クレーン等は水平で堅固な地盤の上に
設置するものとし、必要に応じて敷鉄板等に
より養生します。   

・専用の吊下げロープ（２ｔ用）を使用します。 
 
   
・移動式クレーン等を使用するときは、作業者
との接触事故を防止するため、作業半径内へ
の立入り禁止措置を講じます。注２（ｸﾚｰﾝ則
第74条）   
   
・移動式クレーン等を使用するときは、一定の
合図を定め、合図者を指名して合図をさせます。 
注３（ｸﾚｰﾝ則第71条）   
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縦梁連結金具

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

・サポートを取り付けるときは、指を挟んだ
り、部材を足に落としたりしないように注意
してください。

・サポートの連結孔にサポートのＴ型連結部を
挿入する時、手指を挟まないように注意して
下さい。

・完成したボックスを仮置きをする場合は、水
平で堅固な地盤を選んで下さい。

・寝かしてあるパネルに切梁と押込みカバー凹
みタイプを取り付けます。

・切梁の付いているパネルを吊り上げ、立てて
あるパネルに取り付けます。

・回転止金具をセットしたら完了です。吊り上
げた際に押込みカバーを外してください。

押込みｶﾊﾞｰ
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縦梁連結金具

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

（３）3010平パネルの組立（方法２）
・パネルを天地逆に地面に立てます。転倒しな
いように支えてください。 

・寝かしてあるパネルに切梁を取り付けます。

・切梁の付いているパネルを吊り上げ、立てて
あるパネルに取り付けます。

・回転止め金具をセットしたら完了です。

・サポートを取り付ける時は、指を挟んだり、
部材を足に落としたりしないように注意して
下さい。

・サポートの連結孔にサポートのＴ型連結部を
挿入する時、手指を挟まないように注意して
下さい。

・完成したボックスを仮置きをする場合は、水
平で堅固な地盤を選んで下さい。
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縦梁連結金具

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

（４）3005平パネルの組立
・寝かしてあるパネルに切梁を取り付けます。 
  

・切梁を寝かせ、パネルを立てます。 

・もう一枚のパネルを立て、切梁を持ち上げて
取り付けます。

・回転止金具をセットしたら完了です。 
 

・サポートを取り付ける時は、指を挟んだり、
部材を足に落としたりしないように注意して
下さい。

・サポートの連結孔にサポートのＴ型連結部を
挿入する時、手指を挟まないように注意して
下さい。

・完成したボックスを仮置きをする場合は、水
平で堅固な地盤を選んで下さい。
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縦梁連結金具

縦梁連結金具 掘削、建込み、押し込み

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容
準備作業  
１．作業場の区分を点検  
２．機械、器具、工具の作業開始前点検  
３．適正な必要資格等の確認 

・必要資格の確認   
・作業場の区分（要綱第15 参照） 
・建設機械の使用及び移動（要綱第34 参照） 
  

・地山掘削作業主任者を選任し、その者に作業
を直接指揮させます。
・車両系建設機械と労働者の接触事故を防止す
るため、機械の作業範囲内への立入禁止措置
を講じます。注４（安衛則第158条） 
・ダンプトラック等の運搬機械が作業箇所に後
進して接近する場合は誘導員を配置します。
 （安衛則第365条）
・掘削深さは、作業性、地山の状態等を考慮し
て決定します。
・土止め支保工作業主任者を選任し、その者に
作業を直接指揮させます。
・ボックスの壁面が垂直であること及び溝掘削
の方向に対して水平であることを確認し、必
要に応じて掘削底面を修正します。
・移動式クレーン等を使用するときは、作業者との接
触事故を防止するため、作業半径内への立入り
禁止措置を講じます。注２（ｸﾚｰﾝ則第74条）
・移動式クレーン等を使用するときは、一定の
合図を定め、合図者を指名して合図をさせま
す。注３（ｸﾚｰﾝ則第71条）
・車両系建設機械の主たる用途外使用は、安衛
則第164条の適用を受けます。
・別の場所で組み立てたボックスを運搬する場
合は、ボックスの固定方法、運搬車両の昇降
設備、作業手順等を定めて作業指揮者が作業
を直接指揮することが必要です。（安衛則第
151条の10，48） 
・建込み時は必ず上下２段とも切梁を取り付け
てください。１本切梁は強度不足になります。
・ボルトが入りにくい場合は、ラチェットの先
端を連結金具の穴に差し込み、ナット
　側の位置を調整してください。
・掘削溝内への昇降は、はしご等の昇降
　設備を設置して、これを用いて行いま
　す。（安衛則第526，527，556条）

（１）下段パネルの建て込み
・クイック土留施工法をご参照し、溝掘削を行
います。

（２）平パネルの建て込みその１
・天地逆さに組んだ平パネルに縦梁連結金具を
ボルトで軽く取り付けます。パネルを段積み
したら、リングレンチ41mmを使用して、連
結ボルトをしっかり締め付けます。

ご使用をお勧めします。
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縦梁連結金具

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

・建て込み中、掘削進行方向の土砂崩壊の恐れ
がある場合は、流砂防止板等で、処置して下
さい。

・押し込みは左右均等に押し込み、パネルやサポ
ートが傾き過ぎないように注意して下さい。

・作業場の区域を明確に区分する必要があります。
 （要綱第15）

・左右の傾きは、サポートの水平長さ１ｍに対
して、垂直長さ8.5cm（角度５°）以内とし
ます。

・溝内に発生した湧水をくみ上げて処理する場
合は、河川管理者等に届け出て所定の手続き
を経るとともに、土粒子を含む水のくみ上げ
は、少なくとも、砂利・ろ過施設等を経て排水
する事が要求されます。（要綱第55 参照）

・バケットによる打ち込みはしないでください。

・捨梁は、計算で必要径を求めて設置します。

・捨梁の先端に木材によるクサビ、横木等を介
在させておくと、引き抜き時の抵抗が少なく
なります。

・構内へ材料、器具、工具等を上げ下ろしする
時には、吊網、つり袋等を使用し、投げ入
れ、投げ渡しを行わないで下さい。

（３）平パネルの建て込みその２
・縦梁連結用押込みカバーを繋ぎピンとRピン
で平パネルの脚部へ取付け、押込みカバーを
使用して所定の深さまで建て込んで下さい。

（４）捨梁設置
・パネル縦梁部分に捨梁を設置します。 
 

8.5cm
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縦梁連結金具

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

・サポートを縮めるとき、捨梁が変形するなどの
異常がないか観察しながら行ってください。

・サポートを取り外すときは、指を挟んだり、
部材を足に落としたりしないように注意して
ください。

・溝内作業は必ず、支保工の組立てが完了し、土
砂崩壊の危険がなくなってから開始します。

・溝内に発生した湧水をくみ上げて処理する場
合は、河川管理者等に届け出て所定の手続き
を経るとともに、土粒子を含む水のくみ上げ
は、少なくとも、沈砂・ろ過施設等を経て排水
することが要求されます。（要綱第55 参照）

・溝内へ材料、器具、工具等を上げ下ろしする
ときは、つり綱、つり袋等を使用し、投げ入
れ、投げ渡しを行わないでください。

・建て込み中、掘削進行方向の土砂崩壊の恐れ
がある場合は、流砂防止板等で処置してくだ
さい。

・溝内作業は必ず、支保工の組立てが完了し、土
砂崩壊の危険がなくなってから開始します。

・作業場の区域を明確に区分する必要があります。
 （要綱第15）

・架設通路を設ける場合は、通路の設備を設置
して、これを用います。（安衛則第552条）

・サポートのスイング作業をより容易に行う
為、たて込み時はサポートが水平、直角にな
るようにたて込んでください。

（５）最下段サポートの撤去
・最下段サポートを取り外します。

（６）溝内作業
・支保工の完了後、管布設工事等の溝内作業を
実施します。

クイックフェン
スのご使用をお
勧めします。

スライドステップのご使用を
お勧めします。
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縦梁連結金具

縦梁連結金具 引き抜き・撤去

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容
準備作業  
先行作業　管渠布設完了 
１．作業場の区分を点検  
２．機械、器具、工具の作業開始前点検  
３．適正な作業者の配置  

・必要資格の確認   
・作業場の区分（要綱第15 参照） 
・建設機械の使用及び移動（要綱第34 参照） 
  

（１）土留の撤去
・引抜きの際も、縦梁連結用押込みカバーを使
用してください。

（２）最下段サポート取付け
・埋戻しと引抜きが所定の高さまで達したら、
再度下段パネルの切梁を取り付けてくださ
い。

（３）撤去
・クイック土留BOX式を参照し、同様に撤去
します。

・埋め戻し土の投入時は溝内に作業員が誰もい
ないことを確認します。

・引抜き時はパネル脚部へ直接ワイヤーを掛け
ないで下さい　脚部が破損します。

・掘削溝内への昇降は、はしご等の昇降設備を
設置して、これを用いて行います。（安衛則
第526，527，556条）   
 
・引き上げは埋め戻しが完了した位置までとし
ます。    
    
・クイック土留の引き抜きは自重だけでなく、
背面土の摩擦力、粘着力等により大きな負荷
がかかることがありますので、クレーン等の
選定を考慮してください。   
    
・移動式クレーン等の過負荷防止装置が有効に
機能していることを確認してください。 
    
・移動式クレーン等に衝撃荷重が作用すると機
械構造部の破損等、障害発生の原因となりま
す。関係通達（１）等を参考にして作業方法
を決定してください。注５   
    
・移動式クレーン等を使用するときは、作業者
との接触事故を防止するため、作業半径内へ
の立入り禁止措置を講じます。注２（ｸﾚｰﾝ則
第74条）    
    
・移動式クレーン等を使用するときは、一定の
合図を定め、合図者を指名して合図をさせま
す。注３（ｸﾚｰﾝ則第71条）   
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③ボックスカルバート用レール

ボックスカルバート用レール　地上組立て、施工

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

・必要資格等の確認
・部材重量、地上組立て完了時の重量を確認し
ます。
・吊り上げ機械は、基本的には移動式クレーン
又は、クレーン機能付きバックホウとします。
・車両系建設機械による荷のつり上げ作業を行
う場合は、安衛則第 164 条第 3項の規定及び
関係通達（４）を遵守する必要があります。
注１
・「作業場」を明確に区分することが要求され
ます。（要綱第 10 号 参照）
・建設機械の選定は、地域・環境対策及び、公
衆災害防止の見地から安全に作業できる能力
が要求されます。（要綱第 83 号 参照）注４

準備作業
１． 組立てヤードの確保
２． 機械、器具、工具の作業開始前点検
　（工具の用意　・大型バール、スケール、
　　ラチェットレンチ１９）
３． 適正な作業者の配置

・水平で堅固な地盤を選びます。

・移動式クレーン等を使用するときは、作業者
との接触事故を防止するため、作業半径内へ
の立入り禁止措置を講じます。注２（ｸﾚｰﾝ 則
第 74 条）

・移動式クレーン等を使用するときは、一定の
合図を定め、合図者を指名して合図をさせま
す。注３（ｸﾚｰﾝ 則第 71 条）

・サポートをカルバート用レールに取り付ける
ときは、手指を挟んだり、部材を足に落とし
たりしないよう注意してください。

１． ボックスカルバート用レールの地上組立て
　ボックスカルバート用レールを地上で組み立
てをします。

（１）サポートの調整
・伸縮ボルトを専用ラチェットで回転させ、サ
ポートの長さを必要幅に合わせます。内筒に
幅を示す目盛りが刻んであります。

 

（２）ボックスカルバート用レールの組み立て
・ボックスカルバート用レールを2本平行に並べ、
サポートを取り付けます。バール等を用いて
取り付けハンドルを90度回転させ完全に固定
します。
・最下段はクイックサポートのハンドルが上向
になるようにします。すべてのサポートの両
端について完全固定します。

・作業場の区分（要綱第 15 参照）
・建設機械の使用及び移動（要綱第 34 参照） 

⑥ボックスカルバート用レール
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作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

・サポート取り付けハンドルを回転させるとき
は、大型バール等が外れ、その反動で体のバ
ランスを崩しやすいので注意してください。

（３）カルバート用レール組立て完成
・両端のカルバート用レール幅を測定し、必要幅と一致しているか確認します。修正が必要ならば
伸縮ボルトを回転させてサポート長さを修正します。
・同様の手順で必要なすべてのカルバート用レールを組み立てます。

ボックスカルバート用レール

　クイック土留パネルの内寸法より、
5～ 10cm程度短くします。

　ボックスカルバートの
高さは、基礎高さを含め
て 2,550mmまで施工可
能です。
　ただし、土質状況により
捨梁が必要な場合があ
ります。

捨梁の断面が縦梁
の幅（125mm）より
大きい場合はプレー
トを→の方向に移動
して収納します。�

ボックスカルバート�
用レール�

ー48ー



－34－

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

・クイック土留ＢＯＸ式又はレール式施工法を
参照下さい。
・移動式クレーン等を使用するときは、作業者
との接触事故を防止するため、作業半径内へ
の立入り禁止措置を講じます。注２（ｸﾚｰﾝ 則
第 74 条）
・移動式クレーン等を使用するときは、一定の
合図を定め、合図者を指名して合図をさせま
す。注３（ｸﾚｰﾝ 則第 71 条）
・捨梁の必要な圧縮強度は土圧により異なりま
すので、事前に検討してください。
・掘削溝内への昇降は、はしご等の昇降設備を
設置して、これを用いて行います。（安衛則
第 526，527，556 条）

２．クイック土留ＢＯＸ式、又はレール式により 
　 掘削、支保工を完成します。
・ＢＯＸ式の場合は、隣り合うパネルの縦梁の
隙間を３ cm以上確保することが必要です。
・隙間には矢板等で、土砂流出防止措置を行っ
てください。
・ボックスカルバート用レールによって支保工
を盛り替え後、クイック土留ＢＯＸ式に取り
付けてあるサポートを取り外します。この取
り外し作業のために必要な隙間ですから必ず
確保してください。

３．基礎砕石、コンクリート基礎を施工します。
・コンクリート基礎は、支保工を盛り替える際、
捨梁の反力盤となります。

４．ボックスカルバート用レールの建て込み、盛
り替え
①移動式クレーン等を使用して、コンクリート
基礎が完了したクイック土留内に、ボックス
カルバート用レールを吊り降ろします。
②クイック土留本体の両端の縦梁から５０cm以
内に垂直に建て込みます。
　盛り替え後のパネル両端は片持ち梁になるの
で、必ず縦梁から５０cm以内に設置します。
③ボックスカルバート用レールを吊った状態で、
サポートを伸ばしパネルとボックスカルバー
ト用レールを密着させます。
④１スパンに２組のボックスカルバート用レー
ルを設置します。

ボックスカルバート用レール

土留用アルミ垂直梯子の�
ご使用をお勧めします。�
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作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

・ボックスカルバート設置時に支障のないサ
ポートは、据え置くことができます。

５．捨梁の設置とサポート取外し
①ボックスカルバート用レールのガイドプレー
トの位置と基礎コンクリートの間に、捨て梁
を設置します。捨梁の断面が大きくて収まら
ないときは、ガイドプレートを移動します。
② クイック土留本体のサポート及びボックスカ
ルバート用レールの下段のサポートを取り外
します。下段のサポートを縮めるとき、捨梁
が変形するなどの異常がないかを観察しなが
ら行なってください。

６．ボックスカルバート設置
・ボックスカルバート設置時に、カルバ
　ート用レールやサポートに当てないよ
　う気をつけてください。
　またカルバート用レールが倒れたりし
　ないように気をつけてください。

・パネル引き抜き時は、ボックスカルバート用
レールが倒れたりしないよう気を付けて下さ
い。

７．埋め戻し、支保工撤去
①ボックスカルバート設置完了後、埋め戻し土
を所定の厚さに投入し敷き均します。
②移動式クレーン等を用いてパネルを１層分
（３０cm程度）引き抜きます。
③埋め戻し土の締め固めを行います。
④上記の繰り返しによりパネルを撤去します。
⑤ パネル撤去完了後に、ボックスカルバート用
レールを引き抜き撤去します。

ボックスカルバート用レール

7. 埋め戻し、支保工撤去
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ボックスカルバート用レール

ー51ー



－37－

ボックスカルバート用レール　大口径管渠布設

ボックスカルバート用レール　地上組立て、施工 (大口径管渠布設 )

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

・必要資格等の確認
・部材重量、地上組立て完了時の重量を確認し
ます。
・吊り上げ機械は、基本的には移動式クレーン
又は、クレーン機能付きバックホウとします。
・車両系建設機械による荷のつり上げ作業を行
う場合は、安衛則第 164 条第 3項の規定及び
関係通達（４）を遵守する必要があります。
注１
・「作業場」を明確に区分することが要求され
ます。（要綱第 10 号 参照）
・建設機械の選定は、地域・環境対策及び、公
衆災害防止の見地から安全に作業できる能力
が要求されます。（要綱第 83 号 参照）注４

準備作業
１．組立てヤードの確保 
２．機械、器具、工具の作業開始前点検
　（工具の用意　・大型バール、スケール、
　　ラチェットレンチ１９）
３．適正な作業者の配置

・水平で堅固な地盤を選びます。

・移動式クレーン等を使用するときは、作業者
との接触事故を防止するため、作業半径内へ
の立入り禁止措置を講じます。注２（ｸﾚｰﾝ 則
第 74 条）

・移動式クレーン等を使用するときは、一定の
合図を定め、合図者を指名して合図をさせま
す。注３（ｸﾚｰﾝ 則第 71 条）

・サポートをカルバート用レールに取り付ける
ときは、手指を挟んだり、部材を足に落とし
たりしないよう注意してください。

１． ボックスカルバート用レールの地上組立て
　ボックスカルバート用レールを地上で組み立
てをします。

（１）サポートの調整
・伸縮ボルトを専用ラチェットで回転させ、サ
ポートの長さを必要幅に合わせます。内筒に
幅を示す目盛りが刻んであります。

 

（２）ボックスカルバート用レールの組み立て
・ボックスカルバート用レールを 2本平行に並
べ、サポートを取り付けます。バール等を用
いて取り付けハンドルを90度回転させ完全に
固定します。
・最下段はクイックサポートのハンドルが上向
になるようにします。すべてのサポートの両
端について完全固定します。

・作業場の区分（要綱第 15 参照）
・建設機械の使用及び移動（要綱第 34 参照） 
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作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

・サポート取り付けハンドルを回転させるとき
は、大型バール等が外れ、その反動で体のバ
ランスを崩しやすいので注意してください。

（３）カルバート用レール組立て完成
・両端のカルバート用レール幅を測定し、必要幅と一致しているか確認します。修正が必要ならば
伸縮ボルトを回転させてサポート長さを修正します。
・同様の手順で必要なすべてのカルバート用レールを組み立てます。

　クイック土留パネルの内寸法より、
5～ 10cm程度短くします。

　管渠の高さは、基礎高さ
を含めて 1,300mmまで
施工可能です。
　ただし、土質状況により
捨梁が必要な場合があ
ります。

捨梁の断面が縦梁
の幅（125mm）より
大きい場合はプレー
トを→の方向に移動
して収納します。�

ボックスカルバート�
用レール�

ボックスカルバート用レール　大口径管渠布設
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作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

・クイック土留ＢＯＸ式又はレール式施工法を
参照下さい。
・移動式クレーン等を使用するときは、作業者
との接触事故を防止するため、作業半径内へ
の立入り禁止措置を講じます。注２（ｸﾚｰﾝ 則
第 74 条）
・移動式クレーン等を使用するときは、一定の
合図を定め、合図者を指名して合図をさせま
す。注３（ｸﾚｰﾝ 則第 71 条）
・掘削溝内への昇降は、はしご等の昇降設備を
設置して、これを用いて行います。（安衛則
第 526，527，556 条）

２．クイック土留ＢＯＸ式、又はレール式により 
　 掘削、支保工を完成します。
・ＢＯＸ式の場合は、隣り合うパネルの縦梁の
隙間を３ cm以上確保することが必要です。
・隙間には矢板等で、土砂流出防止措置を行っ
てください。
・ボックスカルバート用レールによって支保工
を盛り替え後、クイック土留ＢＯＸ式に取り
付けてあるサポートを取り外します。この取
り外し作業のために必要な隙間ですから必ず
確保してください。

３．基礎工を施工します。
・土質状況により、基礎工施工前にボックスカ
ルバート用レールを設置して、捨梁を基礎工
に埋め込むことが必要な場合もありますので、
事前に検討してください。

４．ボックスカルバート用レールの建て込み、盛
　 り替え
① 移動式クレーン等を使用して、基礎工が完了
したクイック土留内に、ボックスカルバート
用レールを吊り降ろします。
②クイック土留本体の両端の縦梁から５０cm以
内に垂直に建て込みます。
　盛り替え後のパネル両端は片持ち梁になるの
で、必ず縦梁から５０cm以内に設置します。
③ボックスカルバート用レールを吊った状態で、
サポートを伸ばしパネルとボックスカルバー
ト用レールを密着させます。
④１スパンに２組のボックスカルバート用レー
ルを設置します。
⑤土質状況が悪いときは、ボックスカルバート
用レールの員数を増やすことや捨梁をするこ
とが必要です。

土留用アルミ垂直梯子の�
ご使用をお勧めします。�

ボックスカルバート用レール　大口径管渠布設
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－40－

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

・土質や施工状況により捨梁をご使用ください。
５．サポート取外し
・クイック土留本体のサポートを取り外します。
ただし、管渠布設時に支障のないサポートは、
据え置くことができます。

ボックスカルバート用レール　大口径管渠布設
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－41－

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

６．大口径管布設
・管渠設置時に、カルバート用レール
　やサポートに接触させないよう注意
　してください。
　またカルバート用レールが倒れたり
　しないように気をつけてください。

・パネル引き抜き時は、ボックスカルバート用
レールが倒れたりしないよう気を付けて下さ
い。

７．埋め戻し、支保工撤去
①管渠布設完了後、埋め戻し土を所定の厚さに
投入し、敷き均します。
②移動式クレーン等を用いてパネルを１層分
（３０cm程度）引き抜きます。
③埋め戻し土の締め固めを行います。
④上記の繰り返しによりパネルを撤去します。
⑤パネル撤去完了後に、ボックスカルバート用
レールを引き抜き撤去します。

ボックスカルバート用レール　大口径管渠布設
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⑦ボックスカルバート用レール　施工上の注意事項

　安全の為、また修理費・損耗費を最小限に押さえる為、下記の事項に留意し施工していただきます
ようお願いいたします。

～ クイック土留　ボックスカルバート用レール編～

　

ボックスカルバー
ト用レール

クイック土留

ラッシングベルト・
チェーンなど

ラッシングベルト・
チェーンなど

クイック土留

●始業点検を実施してください。
　バックホーのバケットに取り付ける専用フックの溶接部及び専用吊金具は、毎日始業前に点検を
行い、異常のないことを確認してから作業を行なってください。

●クイック土留ＢＯＸ式、又はレール式により掘削、支保工を完成します。
　ボックスカルバート用レールの設置前に、支保工を完成させ土砂崩落などの危険がないことを確
認してください。

●ＢＯＸ式の場合は、隣り合うパネルの縦梁の隙間を３cm以上確保することが必要です。
　ボックスカルバート用レールによって支保工を盛り替え後、クイック土留ＢＯＸ式に取り付けてある
サポートを取り外します。この取り外し作業のために必要な隙間ですから必ず確保してください。
　隙間には矢板等で、土砂流出防止措置を行なってください。

●ボックスカルバート用レールはクイック土留本体の両端の縦梁から５０cm以内に垂直に建て込ん
でください。
　盛り替え後のパネル両端は片持ち梁になるので、必ず縦梁から５０cm以内に設置してください。

●ボックスカルバート用レール設置時は、吊った状態でサポートを伸ばしパネルに密着させます。
　ボックスカルバート用レールが倒れないよう注意し、ボックスカルバート用レールとパネルに隙
間がないようにしてください。

●ボックスカルバート用レールの転倒防止措置を行ってください。
　ボックスカルバート用レール設置後、チェーンなどでパネルに固定し、転倒防止措置を行なって
ください。

●捨梁を設置する場合は事前に強度のご検討を行ってください。
　捨梁の大きさは土質条件などにより異なりますので、事前に必要な圧縮強度をご検討ください。

●ボックスカルバートや大口径管を溝内へ下ろす際は、十分注意してください。
　ボックスカルバートなどは重量がありますので、溝内へ吊り下ろす際は安全に十分考慮してくだ
さい。また、吊り下ろす際にはサポートなどにあてないよう注意してください。

ラッシングベルトや足場
チェーンなどを使用し
て、縦梁の吊り穴やサポ
ート部分を固定し、転倒
防止を行ないます。

例） 転倒防止
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ボックスカルバート用レール　施工上の注意事項

●サポートは、必ず所定の位置に取付けてください!
　大口径管又はボックスカルバート敷設時、サポートが邪魔になる場合があります。しかし、所定
の位置に取付けてあるサポートをはずして作業をすることは、大きな事故につながりますのでお
やめください。大口径管又はボックスカルバート設置時以外も同様です。

●パネル引き抜き時は、ボックスカルバート用レールが倒れたりしないように気を付けて下さい。
パネル引き抜き時やボックスカルバート用レール撤去の際は、取り扱いに十分注意してください。

●施工時は労働安全衛生規則・土止め先行工法を遵守した安全確保を行なってください。

●建て込みの際は、必ず掘削底面まで建てこんでください。

下段パネルにサポートがありません。
大変危険です!

振動などで、前ぶれなくカルバート用レールが落
下する可能性があります。

ボックスカルバート用レールを使用して、施工してく
ださい。このレールはカルバートの外高＋基礎高＝
2,500㎜まで対応できます。（但し、コンクリート
基礎部に捨梁が必要）また、外高＋基礎高＝1,300
㎜までの大口径管にも捨梁なしで対応できます。

パネル建て込み・ボックスカルバート用レール設置
の際は、必ず掘削底面まで建て込んでください。

正しい
施工例

間違った
施工例

正しい
施工例

間違った
施工例

1
5
0
0

3
5
0
0

7
5
0

5
0
0

0
0
0
1

0
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0
0
0

1
0
0
0
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0
0
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ボックスカルバート用レール

1
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0

3
5
0
0

1
0
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0

1
0
0
0

1
5
0
0

3
5
0
0

1
0
0
0

1
0
0
0

※土質により条件が異なる場合があります。

このサポートを設置
した場合、基礎部の
捨梁は不要です。
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⑧大口径用 36 パネル及び 3020 パネル・長尺サポート

36パネル　地上組立て、仮置き

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容
準備作業
１．組立てヤードの確保
２．機械、器具、工具の作業開始前点検
　（工具の用意　大型バール、スケール、
     ラチェットレンチ１９）
３．適正な作業者の配置

・必要資格等の確認
・部材重量、地上組立て完了時の重量を確認します。
・吊り上げ機械は、基本的には移動式クレーン
又は、クレーン機能付きバックホウとします。
・車両系建設機械による荷のつり上げ作業を行
う場合は、安衛則第164条第3項の規定及び
関係通達（４）を遵守する必要があります。注１

・サポートやスイング金具を取り付けるとき
は、指を挟んだり、部材を足に落としたりし
ないように注意してください。

（１）スイング金具取付ブロック　取付け作業①
・取付ブロックの回転止めボルトを19mmのラ
チェットレンチで緩めます。

（２）スイング金具取付ブロック　取付け作業②
・サポートに差し込み、90°回します。 
一方向にしか回らない構造になっていますの
で、ご注意ください。

（３）スイング金具取付ブロック　取付け作業③
・取付ブロックの回転止めボルトを19mmのラ
チェットレンチで絞めて取付け完了です。

スイング金具取付ブロックが回り難い場
合は、スイング金具ピンを通す穴に長め
の鉄パイプ等を入れて回してください。

回転止め
ﾎﾞﾙﾄ

ｽｲﾝｸﾞ金具
取付ﾌﾞﾛｯｸ
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大口径用 36 パネル及び 3020 パネル・長尺サポート

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

・設置場所は、水平で堅固な地盤を選んでくだ
さい。 （沈下・転倒の防止）  
 

（４）サポートの伸縮
・伸縮ボルトを専用ラチェットで回転させ、サ
ポートの長さを掘削幅に合わせます。
・スイング金具の厚みは片側87mmあります。
　開削幅に合わせサポートの全長を合わせてく
ださい。

（５）スイング金具ベースマウント取付け
・下段パネルの4箇所にスイング金具ベースマ
ウントを取付けます。
・パネルのサポート取付け位置に差し込み90°
回転させ、回転止め金具で固定します。

（６）スタンドの設置
・パネル組立スタンドを設置します。 

伸縮ﾎﾞﾙﾄ

ﾊﾟﾈﾙ
兼用ｽﾀﾝﾄﾞ

ｽｲﾝｸﾞ金具
ﾍﾞｰｽﾏｳﾝﾄ
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大口径用 36 パネル及び 3020 パネル・長尺サポート

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

（７）パネルの設置（下段パネル）
・吊り下げロープのフックをパネル連結孔に掛
け、移動式クレーン等でパネルを吊り上げ、 
パネル組立スタンドに立てます。
・パネルの安定を確かめて吊りワイヤーを外し
ます。   

（８）スイング金具ベースマウント及びサポー
トの取付け
・向い合せに組付けるパネルにも同様にスイン
グ金具ベースマウントを取付け、回転止め金
具で固定します。
・スイング金具ベースマウントにサポートを取
付け、ピンで固定します。 

・パネル組立てスタンド使用時は、パネルが転
倒するおそれのある範囲内は作業員の立入り
を禁止します。

・移動式クレーン等は水平で堅固な地盤の上に
設置するものとし、必要に応じて敷鉄板等に
より養生します。

・専用の吊り下げロープ（２ｔ用）を使用します。

・移動式クレーン等を使用するときは、作業者
との接触事故を防止するため、作業半径内へ
の立入り禁止措置を講じます。注２（ｸﾚｰﾝ則
第74条）

・移動式クレーン等を使用するときは、一定の
合図を定め、合図者を指名して合図をさせま
す。注３（ｸﾚｰﾝ則第71条）

・最下段のサポートのハンドルを下向きにする
と、バックホウのバケットが当って変形するこ
とがありますので、必ず上向きにして下さい。

・パネルが転倒するおそれのある範囲内には
入らずパネル側面から取付けてください。

吊下げﾛｰﾌﾟ

ｽｲﾝｸﾞ金具
ﾍﾞｰｽﾏｳﾝﾄ

ｽｲﾝｸﾞ金具
ﾋﾟﾝ
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大口径用 36 パネル及び 3020 パネル・長尺サポート

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

（９）パネルの取付け
・パネルを吊り上げ、向かい合わせにしサポー
トを組付けます。
・スイング金具は必ず2本のピンで固定してく
ださい。

（１０）サポートの固定
・最下段のクイックサポートはハンドルが上向
きになるように取付けます。
・ピンは切り欠きがある部分の奥まで差し込み
回転させ抜け落ちないようにしてください。

・サポート取り付け時はパネルの転倒範囲内に
入らないようにして下さい。特に長尺サポー
ト使用時はご注意ください。

・サポート連結時に、手指を挟まないように注
意してください。

最下段のクイックサポート
ハンドルは上向き

ｽｲﾝｸﾞ金具ﾋﾟﾝ

切り欠き
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大口径用 36 パネル及び 3020 パネル・長尺サポート

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

（１１）ボックスの完成
・両端のパネル幅を測定し、掘削幅と一致して
いるか確認します。修正が必要な場合は吊り
上げ前にサポート伸縮ボルトを回転させてサ
ポート長さを修正します。その際、４本均等
に伸縮させてください。
・これでボックスが完成しましたので、吊下げ
ロープで4点吊りし、パネル組立スタンドか
ら取外します。

（１２）その他のボックスの組立て
・（１）～（１１）の手順で、２段目のボックス及
び、その他必要なボックスを組立てます。

・パネルを組み立てる際最下段のサポートを２
～３cm広げパネルを「ハの字」にすると建
て込み・引き抜きがスムーズになります。
・完成したボックスを仮置きする場合は水平で
堅固な地盤を選んでください。

・組立て場所から、土留施工場所へ運搬する場
合は、ボックスの固定方法、運搬車両の昇降
設備、作業手順等を定めて作業指揮者が作業
を直接指揮することが必要です。（安衛則第
151条の10、48）
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大口径用 36 パネル及び 3020 パネル・長尺サポート

36パネル 掘削、建込み、押し込み

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容
準備作業  
１．作業場の区分を点検  
２．機械、器具、工具の作業開始前点検  
３．適正な必要資格等の確認 
  

・必要資格等の確認
・作業場の区分（要綱第15 参照）
・建設機械の使用及び移動（要綱第34 参照）

（１）一次掘削
・施工場所を50cm～１ｍ程度の深さ掘削し、
排土します。

（２）36パネル建込み
・あらかじめ地上組み立てした36パネル１段目
を、移動式クレーン又はクレーン機能付きバ
ックホウ等を使用して所定の位置に建て込み
ます。
・吊下げロープを使用して４点吊りで行いま
す。

・地山掘削作業主任者を選任し、その者に作業
を直接指揮させます。

・車両系建設機械と労働者の接触事故を防止す
るため、機械の作業範囲内への立入禁止措置
を講じます。注４（安衛則第158条）  
    
・ダンプトラック等の運搬機械が作業箇所に後
進して接近する場合は誘導員を配置します。 
（安衛則第365条）   
 
・掘削深さは、作業性、地山の状態等を考慮し
て決定します。    

・土止め支保工作業主任者を選任し、その者に
作業を直接指揮させます。   
 
・ボックスの壁面が垂直であること及び溝掘削
の方向に対して水平であることを確認し、必
要に応じて掘削底面を修正します。  
    
・移動式クレーン等を使用するときは、作業者
との接触事故を防止するため、作業半径内へ
の立入り禁止措置を講じます。注２（ｸﾚｰﾝ則
第74条）    
    
・移動式クレーン等を使用するときは、一定の
合図を定め、合図者を指名して合図をさせま
す。注３（ｸﾚｰﾝ則第71条）   
 
・車両系建設機械の主たる用途外使用は、安衛
則第164条の適用を受けます。  
    
・別の場所で組み立てたボックスを運搬する場
合は、ボックスの固定方法、運搬車両の昇降
設備、作業手順等を定めて作業指揮者が作業
を直接指揮することが必要です。（安衛則第
151条の10，48）  
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大口径用 36 パネル及び 3020 パネル・長尺サポート

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

・押し込みカバー取り付け時に手指を挟まない
よう、また、誤って落とさないよう注意して
ください。    

・バックホウのバケット等によりパネル、サポ
ートを損傷しないよう注意します。  
  
・背面の土砂が崩壊するおそれがあるので掘り
過ぎないよう注意します。   
 
・押し込みは左右均等に押し込み、パネルやサ
ポートが傾き過ぎないように注意してくださ
い。    
    
・左右の傾きは、サポートの水平長さ１ｍに対
して、垂直高さ8.5cm（角度５°）以内とし
ます。

・バックホウのバケット等の打撃により無理に
押し込まないでください。   
 
・パネル先端の障害物を取り除くなどの方法に
より抵抗を小さくして押し込みます。 
   
     
  
    

（３）吊下げロープの取り外し
・吊下げロープを取り外し、36パネル用縦梁押
し込みカバー及び1.2M押し込みカバーを取
り付けます。

（５）押し込み
・押し込みカバーをバックホウのバケットで左
右交互に押し込みます。

・ボックス上部と地表面が同じ高さになるま
で、クイック土留の内部の掘削と縦梁の押し
込みを繰り返します。

（４）二次掘削
・クイック土留の内部をパネル先端から30cm
～50cm程度掘削します。

8.5cm

1m
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大口径用 36 パネル及び 3020 パネル・長尺サポート

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

・掘削溝内への昇降は、はしご等の昇降設備を
設置して、これを用いて行います。（安衛則
第526，527，556条）

・溝内に発生した湧水をくみ上げて処理する場
合は、河川管理者等に届け出て所定の手続き
を経るとともに、土粒子を含む水のくみ上げ
は、少なくとも、沈砂・ろ過施設等を経て排水
することが要求されます。（要綱第55 参照）

・溝内へ材料、器具、工具等を上げ下ろしする
ときは、つり綱、つり袋等を使用し、投げ入
れ、投げ渡しを行わないでください。 

・建て込み中、掘削進行方向の土砂崩壊の恐れ
がある場合は、流砂防止板等で処置してくだ
さい。    
    
・溝内作業は必ず、支保工の組立てが完了し、
土砂崩壊の危険がなくなってから開始します。 

・作業場の区域を明確に区分する必要があります。
 （要綱第15）

・架設通路を設ける場合は、通路の設備を設置
して、これを用います。（安衛則第552条） 
   
    

（６）２段目ボックスの連結
・押し込みカバーを取り外し、あらかじめ地上
組み立てした36パネル２段目を吊上げ、１段
目に連結します。
・リングレンチ60mmを使用して、パネル接続
ボルトをしっかり固定します。

（７）設計深さまでの掘削・支保工
・上記（４）～（６）の作業を繰り返し計画し
た段数の36パネルを連結し、所定の深さの掘
削と支保工を構築します。

（８）延長方向への連結
・（１）～（７）の作業を溝掘削の延長方向に
繰り返し、掘削、支保工を完成させます。
・完了後、管渠布設工事等の溝内作業を実施し
ます。   
   

ご使用をお勧めします。

クイックフェン
スのご使用をお
勧めします。

スライドステップのご使用を
お勧めします。
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大口径用 36 パネル及び 3020 パネル・長尺サポート

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

（９）建て込み
・36パネルをサポートが水平になるように建て
込みます。

（１０）捨梁設置
・縦梁の最下部に捨梁を設置します。

・掘削深さと管径によって、パネル機種及びサ
ポート数量、位置が変わりますので、必ず施工
前に当社担当営業までお問い合わせください。

・下図の状態の場合、サポートをスイング出来
ませんので、建て込み完了時はサポートを水平
に、またパネルに対して直角にしてください。

NG

NG

捨梁

掘削底面
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大口径用 36 パネル及び 3020 パネル・長尺サポート

36パネル 施工

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容
準備作業  
１．作業場の区分を点検  
２．機械、器具、工具の作業開始前点検  
３．適正な必要資格等の確認 
  

・必要資格等の確認
・作業場の区分（要綱第15 参照）
・建設機械の使用及び移動（要綱第34 参照）

（１）サポートのスイング準備
・最上段のサポートに取り付けてあるスイング
金具のスイングピンを抜きます。

・サポート伸縮（ギアボックス）側のサポート
が内側のピンを1本残して残り3本を引き抜い
てください。

・車両系建設機械と労働者の接触事故を防止す
るため、機械の作業範囲内への立入禁止措置
を講じます。注４（安衛則第158条）  

・ダンプトラック等の運搬機械が作業箇所に後
進して接近する場合は誘導員を配置します。 
（安衛則第365条）   
 
・移動式クレーン等を使用するときは、作業者
との接触事故を防止するため、作業半径内へ
の立入り禁止措置を講じます。注２（ｸﾚｰﾝ則
第74条）    

・移動式クレーン等を使用するときは、一定の
合図を定め、合図者を指名して合図をさせま
す。注３（ｸﾚｰﾝ則第71条）   
 
・車両系建設機械の主たる用途外使用は、安衛
則第164条の適用を受けます。 

・掘削溝内への昇降は、はしご等の昇降設備を
設置して、これを用いて行います。（安衛則
第526，527，556条）   
 
    
    

このピンを残して
他のピンを抜く

ご使用をお勧めします。

捨梁
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大口径用 36 パネル及び 3020 パネル・長尺サポート

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

（２）サポートのスイング
・最上段のサポートに取り付けてあるスイング
金具のスイングピンを抜きます。

（３）管渠の吊り降ろし
・埋設する管渠を2段目のサポートの上まで吊
り降ろします。

・サポートをラチェットレンチを用いて少し縮
めてからスイングさせてください。
・スイングさせたサポートが動かないようにス
イング金具の中央にスイングピンを差し込
み、固定してください。

・溝内に発生した湧水をくみ上げて処理する場
合は、河川管理者等に届け出て所定の手続き
を経るとともに、土粒子を含む水のくみ上げ
は、少なくとも、沈砂・ろ過施設等を経て排
水することが要求されます。（要綱第55 参照）

・溝内へ材料、器具、工具等を上げ下ろしする
ときは、つり綱、つり袋等を使用し、投げ入
れ、投げ渡しを行わないでください。 
    
・建て込み中、掘削進行方向の土砂崩壊の恐れ
がある場合は、流砂防止板等で処置してくだ
さい。    
    
・溝内作業は必ず、支保工の組立てが完了し、
土砂崩壊の危険がなくなってから開始しま
す。    
    
・作業場の区域を明確に区分する必要があります。
 （要綱第15）    

・管渠を吊り降ろす際には、管渠の重量にあっ
た吊具を使用し、吊り荷の下に作業員が入ら
ないようにして下さい。   
   
・ピンを着脱する際には、専用の脱着ハンドル
を使用して吊り荷の下に入らないようにして
下さい。    

    
    

捨梁

捨梁
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大口径用 36 パネル及び 3020 パネル・長尺サポート

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

捨梁

捨梁

（４）サポート戻し
・最上段サポートをスイングさせて元に戻します。

（５）２段目サポートのスイング準備
・２段目のサポートに取り付けてあるスイング
金具のスイングピンを抜きます。

（６）２段目サポートのスイング
・2段目のサポートを少し縮めてからスイング
させます。

・スイングさせたポートが動かないようにスイ
ング金具の左右の穴にスイングピンを差し込
み、固定してください。
・サポートを伸縮させるときには、ロングレン
チを用いて、吊り荷より上から伸縮させてく
ださい。
　絶対に吊り荷の下に作業員が入らないように
してください。
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大口径用 36 パネル及び 3020 パネル・長尺サポート

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

捨梁

捨梁

捨梁

（７）管渠の吊り降ろし
・管渠を最下段サポートの上まで吊り降ろします。

（８）最下段サポートのスイング準備
・最下段サポートに取り付けてあるスイング金
具のスイングピンを抜きます。

（９）最下段サポートのスイング
・最下段サポートをスイングさせて埋設する管
渠を掘削底面に着底させます。
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大口径用 36 パネル及び 3020 パネル・長尺サポート

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

OK NG捨梁

（１０）2段目サポートのスイング戻し
・２段目のサポートをスイングさせて元に戻し
ます。

・パネルを建て込む際には、下段パネルにはサ
ポートを4本取り付けた状態で建て込んでく
ださい。
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大口径用 36 パネル及び 3020 パネル・長尺サポート

36パネル 引き抜き・撤去

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容
準備作業
先行作業　管渠布設完了 
１．作業場の区分を点検
２．機械、器具、工具の作業開始前点検
３．適正な作業者の配置

・必要資格等の確認
・作業場の区分（要綱第15 参照）
・建設機械の使用及び移動（要綱第34 参照）

（１）埋め戻し
・埋め戻し土を所定の厚さに投入し、敷き均し
ます。

（２）引き抜き
・移動式クレーン又はクレーン機能付きバック
ホウ等を使用してクイック土留ボックス式を
１層分（30cm程度）引き上げます。
・最上段の縦梁連結孔に吊上げロープを掛け、
４点吊りで引き上げます。
・土圧によりパネルが引き抜き難い場合は、ラ
チェットレンチで、サポートの伸縮ボルトを
回転させすべてのサポートを少し縮めます。

（３）締め固め
・埋め戻し土の締め固めを行います。

（４）ボックス取り外し・回収
・（２）～（３）を繰り返し、最上段のボック
スが完全に地上に上がったら、４箇所の接続
ボルトを抜き取り最上段のボックスを取り外
します。
・上記の作業を繰り返し、最下段のボックスま
で回収します。

（５）引き抜き・撤去の完了
・上記作業を延長方向へ繰り返し、すべてのボ
ックスを回収します。

・埋め戻し土の投入時は溝内に作業員が誰もい
ないことを確認します。

・掘削溝内への昇降は、はしご等の昇降設備を
設置して、これを用いて行います。（安衛則
第526，527，556条）

・引き上げは埋め戻しが完了した位置までとし
ます。

・背面土砂の摩擦力、粘着力を減少させるため
です。埋め戻しの直前に実施し、縮めすぎな
いよう注意します。

・移動式クレーン等を使用するときは、作業者
との接触事故を防止するため、作業半径内へ
の立入り禁止措置を講じます。注２（ｸﾚｰﾝ則
第74条）

・移動式クレーン等を使用するときは、一定の
合図を定め、合図者を指名して合図をさせま
す。注３（ｸﾚｰﾝ則第71条）

・３６パネルの引き抜きは自重だけでなく、背
面土の摩擦力、粘着力等により大きな負荷が
かかることがありますので、クレーン等の選
定を考慮してください。

・移動式クレーン等の過負荷防止装置が有効に
機能していることを確認してください。

・移動式クレーン等に衝撃荷重が作用すると機
械構造部の破損等、障害発生の原因となりま
す。関係通達（１）等を参考にして作業方法
を決定してください。注５
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大口径用 36 パネル及び 3020 パネル・長尺サポート

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

・左右の傾きは、サポートの水平長さ１ｍに対
して、垂直高さ8.5cm（角度５°）以内とし
ます。

・水平角度５°以上傾けるとスイング金具が破
損する恐れがありますので、ご注意くださ
い。

・引き抜き抵抗が大きい場合は、3.2ｔ用吊下
げロープ２点セットのご使用をお勧めしま
す。

※　引抜が困難な場合の対処法について 
  
   
①２点吊りにより地山との縁切りをする
・左右どちらか片側を２点吊りで引き上げま
す。   
   

・先に引き上げたパネルの反対側を同様に引き
上げます。   
   
   
②４点吊りで引き抜く
・縁切りが終わったら４点吊りに戻して作業し
ます。   
   

8.5cm

1m

　（引き上げ例）
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大口径用 36 パネル及び 3020 パネル・長尺サポート

36パネル 解体

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容
準備作業  
１．解体ヤードの確保    
２．機械、器具、工具の作業開始前点検   
　（工具の用意　大型バール、ラチェット
 　 レンチ１９）   
３．適正な作業者の配置   
   

（１）スタンドの設置
・パネル組立スタンドを設置します。

（２）ボックスの設置
・回収したボックスをパネル組立スタンドに設
置します。   
・サポートの外筒側のパネルをスタンドに差し
込んでください。

（３）吊下げロープの掛け直し
・４点吊りをはずして、組立スタンドの反対側
のパネルを２点吊りします。

ﾊﾟﾈﾙ
兼用ｽﾀﾝﾄﾞ

・必要資格等の確認
・吊り上げ機械は、移動式クレーン又は、クレ
ーン機能付きバックホウとします。
・車両系建設機械による荷のつり上げ作業を行
う場合は、安衛則第164条第3項の規定及び
関係通達（４）を遵守する必要があります。
注１

・設置場所は、水平で堅固な地盤を選んでくだ
さい。（沈下・転倒の防止）  
  
・移動式クレーン等を使用するときは、作業者
との接触事故を防止するため、作業半径内へ
の立入り禁止措置を講じます。注２（ｸﾚｰﾝ則
第74条）    
    
・移動式クレーン等を使用するときは、一定の
合図を定め、合図者を指名して合図をさせま
す。注３（ｸﾚｰﾝ則第71条）   
 
・ボックスの安定を確認します。  
  

ー75ー



大口径用 36 パネル及び 3020 パネル・長尺サポート

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

（４）スイング金具ピンの取外し 
・組立スタンド側のスイング金具ピンを取外し
ます。

（５）パネルの取外し
・パネルを２点吊りした状態でサポートをパネ
ルから離し、平積みします。

（６）サポートの取外し
・スイング金具ピンを外し、サポートを取外し
ます。

（７）スイング金具ベースマウントの取外し
・パネルの回転止金具を外し、スイング金具ベ
ースマウントを取外します。

（８）パネルの平積み
・下吊り用金具を利用して4点吊りし、平積み
します。
・さん木等を敷いて、平積みをしてください。

・２点吊りの吊下げロープが程よく緊張されて
いることを確認します。

・パネル組立てスタンド使用時は、パネルが転
倒するおそれのある範囲内は作業員の立入り
を禁止します。

・重量の大きなサポートは保持方法を考慮して
ください。

・平積場所は、水平で堅固な地盤を選んでくだ
さい。（沈下・転倒の防止）
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大口径用 36 パネル及び 3020 パネル・長尺サポート

大口径用3020パネル　地上組立て、仮置き

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容
準備作業
１．組立てヤードの確保  
２．機械、器具、工具の作業開始前点検  
　 （工具の用意　大型バール、スケール、  
　   ラチェットレンチ１９）  
３．適正な作業者の配置  

（１）スタンドの設置
・パネル組立スタンドを、使用するパネルの幅
に設置します。

（２）パネルの設置（下段パネル）
・吊下げロープのフックをパネルの連結孔に掛
け、移動式クレーン等でパネルを吊り上げ、
パネル組立スタンドに立てます。
・パネルの安定を確かめて吊りワイヤーを外し
ます。

（３）サポートの取付け
・もう一方のパネルにサポートを取付けます。
　最上段と最下段の2段にサポートを取付けます。
　最下段のサポートにはスイング金具を取付けます。

・設置場所は、水平で堅固な地盤を選んでくだ
さい。（沈下・転倒の防止）  

・パネル組立スタンド使用時は、パネルが転倒
するおそれのある範囲内は作業員の立入りを
禁止します。   
   
・移動式クレーン等は水平で堅固な地盤の上に
設置するものとし、必要に応じて敷鉄板等に
より養生します。   

・専用の吊下げロープ（２ｔ用）を使用します。

・移動式クレーン等を使用するときは、作業者
との接触事故を防止するため、作業半径内へ
の立入り禁止措置を講じます。注２（ｸﾚｰﾝ則
第74条）   
   
・移動式クレーン等を使用するときは、一定の
合図を定め、合図者を指名して合図をさせま
す。注３（ｸﾚｰﾝ則第71条）   

・必要資格等の確認
・部材重量、地上組立て完了時の重量を確認します。
・吊り上げ機械は、基本的には移動式クレーン
又は、クレーン機能付きバックホウとします。
・車両系建設機械による荷のつり上げ作業を行
う場合は、安衛則第164条第3項の規定及び関
係通達（４）を遵守する必要があります。 注１

組立スタンド強力型

   
大口径管用
3020 BOX
下段パネル   

スイング金具
サポート
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大口径用 36 パネル及び 3020 パネル・長尺サポート

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

（４）パネルの組付け 
・サポートを取り付けたパネルをスタンドに立
てたパネルに組付けます。 
・上段サポート位置が高いので、作業台などを
使用してください。   

   

（５）サポートの取付け
・中段サポートを取り付けます。  

（６）ボックスの完成
・建て込み時に内すぼみにならないよう、あら
かじめ最下段サポートを2～3cm広げパネル
を「ハの字」にします。

・サポートを取り付けるときは、指を挟んだ
り、部材を足に落としたりしないように注意
してください。 

・パネルが転倒するおそれのある範囲内には入
らずパネル側面から取付けてください。 

・サポートを挿入するとき、手指を挟まないよ
うに注意してください。   
    
・サポートを取付ける縦梁の穴位置が左右のパ
ネルで 同じ位置になるようにしてくださ
い。    

・完成したボックスを仮置きする場合は水平で
堅固な地盤を選んでください。  
  
・組立て場所から、土留施工場所へ運搬する場
合は、ボックスの固定方法、運搬車両の昇降
設備、作業手順等を定めて作業指揮者が作業
を直接指揮することが必要です。（安衛則第
151条の10、48）    

    
    
    

中段
ｻﾎﾟｰﾄ
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大口径用 36 パネル及び 3020 パネル・長尺サポート

大口径用3020パネル 掘削、建込み、押し込み

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容
準備作業  
１．作業場の区分を点検  
２．機械、器具、工具の作業開始前点検  
３．適正な必要資格等の確認 
  

・必要資格等の確認
・作業場の区分（要綱第15 参照）
・建設機械の使用及び移動（要綱第34 参照）

（１）一次掘削
・施工場所を50cm～１ｍ程度の深さ掘削し、
排土します。

（２）大口径用3020パネル建込み
・あらかじめ地上組み立てした大口径用3020
パネルを、移動式クレーン又はクレーン機能
付きバックホウ等を使用して所定の位置に建
て込みます。
・吊下げロープを使用して４点吊りで行いま
す。

・地山掘削作業主任者を選任し、その者に作業
を直接指揮させます。

・車両系建設機械と労働者の接触事故を防止す
るため、機械の作業範囲内への立入禁止措置
を講じます。注４（安衛則第158条）  
    
・ダンプトラック等の運搬機械が作業箇所に後
進して接近する場合は誘導員を配置します。 
（安衛則第365条）   
 
・掘削深さは、作業性、地山の状態等を考慮し
て決定します。    

・土止め支保工作業主任者を選任し、その者に
作業を直接指揮させます。   
 
・ボックスの壁面が垂直であること及び溝掘削
の方向に対して水平であることを確認し、必
要に応じて掘削底面を修正します。  
    
・移動式クレーン等を使用するときは、作業者
との接触事故を防止するため、作業半径内へ
の立入り禁止措置を講じます。注２（ｸﾚｰﾝ則
第74条）    
    
・移動式クレーン等を使用するときは、一定の
合図を定め、合図者を指名して合図をさせま
す。注３（ｸﾚｰﾝ則第71条）   
 
・車両系建設機械の主たる用途外使用は、安衛
則第164条の適用を受けます。  
    
・別の場所で組み立てたボックスを運搬する場
合は、ボックスの固定方法、運搬車両の昇降
設備、作業手順等を定めて作業指揮者が作業
を直接指揮することが必要です。（安衛則第
151条の10，48）  
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大口径用 36 パネル及び 3020 パネル・長尺サポート

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

・押し込みカバー取り付け時に手指を挟まない
よう、また、誤って落とさないよう注意して
ください。    

・バックホウのバケット等によりパネル、サポ
ートを損傷しないよう注意します。  
  
・背面の土砂が崩壊するおそれがあるので掘り
過ぎないよう注意します。   
 
・押し込みは左右均等に押し込み、パネルやサ
ポートが傾き過ぎないように注意してくださ
い。    
    
・左右の傾きは、サポートの水平長さ１ｍに対
して、垂直高さ8.5cm（角度５°）以内とし
ます。

・バックホウのバケット等の打撃により無理に
押し込まないでください。   
 
・パネル先端の障害物を取り除くなどの方法に
より抵抗を小さくして押し込みます。 
   
     
  
   
 

（３）吊下げロープの取り外し
・吊下げロープを取り外し、縦梁押し込みカバ
ー及び1.2M押し込みカバーを取り付けま
す。

（５）押し込み
・押し込みカバーをバックホウのバケットで左
右交互に押し込みます。

・ボックス上部と地表面が同じ高さになるま
で、クイック土留の内部の掘削と縦梁の押し
込みを繰り返します。

（４）二次掘削
・クイック土留の内部をパネル先端から30cm
～50cm程度掘削します。

8.5cm

1m
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大口径用 36 パネル及び 3020 パネル・長尺サポート

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

・掘削溝内への昇降は、はしご等の昇降設備を
設置して、これを用いて行います。（安衛則
第526，527，556条）

・溝内に発生した湧水をくみ上げて処理する場
合は、河川管理者等に届け出て所定の手続き
を経るとともに、土粒子を含む水のくみ上げ
は、少なくとも、沈砂・ろ過施設等を経て排水
することが要求されます。（要綱第55 参照）
・溝内へ材料、器具、工具等を上げ下ろしする
ときは、つり綱、つり袋等を使用し、投げ入
れ、投げ渡しを行わないでください。
・建て込み中、掘削進行方向の土砂崩壊の恐れ
がある場合は、流砂防止板等で処置してくだ
さい。    
・溝内作業は必ず、支保工の組立てが完了し、
土砂崩壊の危険がなくなってから開始します。
・作業場の区域を明確に区分する必要があります。
 （要綱第15）

・架設通路を設ける場合は、通路の設備を設置
して、これを用います。（安衛則第552条）

・サポートのスイング作業をより容易に行う
為、たて込み時はサポートが水平、直角にな
るようにたて込んでください。

（６）２段目ボックスの連結
・押し込みカバーを取り外し、あらかじめ地上
組み立てしたボックス２段目を吊上げ、１段
目に連結します。

（７）設計深さまでの掘削・支保工
・上記（４）～（６）の作業を繰り返し計画し
た段数のボックスを連結し、所定の深さの掘
削と支保工を構築します。

（８）延長方向への連結
・（１）～（７）の作業を溝掘削の延長方向に
繰り返し、掘削、支保工を完成させます。
・完了後、管渠布設工事等の溝内作業を実施し
ます。   
   

ご使用をお勧めします。

クイックフェン
スのご使用をお
勧めします。

スライドステップのご使用を
お勧めします。
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大口径用 36 パネル及び 3020 パネル・長尺サポート

大口径用3020パネル 施工

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容
準備作業  
１．作業場の区分を点検  
２．機械、器具、工具の作業開始前点検  
３．適正な必要資格等の確認 
  

・必要資格等の確認
・作業場の区分（要綱第15 参照）
・建設機械の使用及び移動（要綱第34 参照）

（１）最下段のスイング
・必要な深さ、スパンのパネルをたて込み、安
全が確認されましたら、最下段サポートをス
イングさせ固定し、パイプを送り込めるよう
にします。

（２）パイプの送り込み
・ピット部（36パネル）から降ろしたパイプを大
口径管用パネル部分に送り込み、設置しま
す。

・車両系建設機械と労働者の接触事故を防止す
るため、機械の作業範囲内への立入禁止措置
を講じます。注４（安衛則第158条） 

・ダンプトラック等の運搬機械が作業箇所に後
進して接近する場合は誘導員を配置します。 
（安衛則第365条）

・移動式クレーン等を使用するときは、作業者
との接触事故を防止するため、作業半径内へ
の立入り禁止措置を講じます。注２（ｸﾚｰﾝ則
第74条）

・移動式クレーン等を使用するときは、一定の
合図を定め、合図者を指名して合図をさせま
す。注３（ｸﾚｰﾝ則第71条）

・車両系建設機械の主たる用途外使用は、安衛
則第164条の適用を受けます。 

・掘削溝内への昇降は、はしご等の昇降設備を
設置して、これを用いて行います。（安衛則
第526，527，556条）

・溝内に発生した湧水をくみ上げて処理する場
合は、河川管理者等に届け出て所定の手続き
を経るとともに、土粒子を含む水のくみ上げ
は、少なくとも、沈砂・ろ過施設等を経て排
水することが要求されます。（要綱第55 参照）

・溝内へ材料、器具、工具等を上げ下ろしする
ときは、つり綱、つり袋等を使用し、投げ入
れ、投げ渡しを行わないでください。

・建て込み中、掘削進行方向の土砂崩壊の恐れ
がある場合は、流砂防止板等で処置してくだ
さい。   

・溝内作業は必ず、支保工の組立てが完了し、土
砂崩壊の危険がなくなってから開始します。

・作業場の区域を明確に区分する必要があります。
 （要綱第15）

スイング
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大口径用 36 パネル及び 3020 パネル・長尺サポート

大口径用3020パネル 引き抜き・撤去

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容
準備作業  
先行作業　管渠布設完了   
１．作業場の区分を点検  
２．機械、器具、工具の作業開始前点検  
３．適正な作業者の配置  

・必要資格等の確認
・作業場の区分（要綱第15 参照）
・建設機械の使用及び移動（要綱第34 参照）

（１）埋め戻し
・埋め戻し土を所定の厚さに投入し、敷き均し
ます。

（２）引き抜き
・移動式クレーン又はクレーン機能付きバック
ホウ等を使用してクイック土留ボックス式を
１層分（30cm程度）引き上げます。 
・最上段の縦梁連結孔に吊上げロープを掛け、
４点吊りで引き上げます。 
・土圧によりパネルが引き抜き難い場合は、ラ
チェットレンチで、サポートの伸縮ボルトを
回転させすべてのサポートを少し縮めます。

（３）締め固め
・埋め戻し土の締め固めを行います。  

（４）最下段サポートの戻し
・パネル引き抜きにて、スイング部分のサポー
トがパイプより上にあがりましたら、スイン
グを戻してパネルに組付けます。 
   
   
   

・埋め戻し土の投入時は溝内に作業員が誰もい
ないことを確認します。   

・掘削溝内への昇降は、はしご等の昇降設備を
設置して、これを用いて行います。（安衛則
第526，527，556条）   

・引き上げは埋め戻しが完了した位置までとし
ます。    
    
・背面土砂の摩擦力、粘着力を減少させるため
です。埋め戻しの直前に実施し、縮めすぎな
いよう注意します。   

・移動式クレーン等を使用するときは、作業者
との接触事故を防止するため、作業半径内へ
の立入り禁止措置を講じます。注２（ｸﾚｰﾝ則
第74条）    
    
・移動式クレーン等を使用するときは、一定の
合図を定め、合図者を指名して合図をさせま
す。注３（ｸﾚｰﾝ則第71条）
 
・クイック土留の引き抜きは自重だけでなく、
背面土の摩擦力、粘着力等により大きな負荷
がかかることがありますので、クレーン等の
選定を考慮してください。
    
・移動式クレーン等の過負荷防止装置が有効に
機能していることを確認してください。

・移動式クレーン等に衝撃荷重が作用すると機
械構造部の破損等、障害発生の原因となりま
す。関係通達（１）等を参考にして作業方法
を決定してください。注5   
 
    
    
    

 

ＧＬ

撤去時
最下段サポートの
スイングを戻します。
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大口径用 36 パネル及び 3020 パネル・長尺サポート

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

・左右の傾きは、サポートの水平長さ１ｍに対
して、垂直高さ8.5cm（角度５°）以内とし
ます。

・水平角度５°以上傾けるとスイング金具が破
損する恐れがありますので、ご注意くださ
い。

・引き抜き抵抗が大きい場合は、3.2ｔ用吊下
げロープ２点セットのご使用をお勧めしま
す。

（５）ボックス取り外し・回収
・（２）～（３）を繰り返し、最上段のボック
スが完全に地上に上がったら、４箇所の繋ぎ
ピンを抜き取り最上段のボックスを取り外し
ます。
・上記の作業を繰り返し、最下段のボックスま
で回収します。

（６）引き抜き・撤去の完了
・上記作業を延長方向へ繰り返し、すべてのボ
ックスを回収します。

※　引抜が困難な場合の対処法について 
  
①２点吊りにより地山との縁切りをする 
  
・左右どちらか片側を２点吊りで引き上げま
す。   
   
　（引き上げ例）   

・先に引き上げたパネルの反対側を同様に引き
上げます。   
   
   
②４点吊りで引き抜く
・縁切りが終わったら４点吊りに戻して作業し
ます。   
   

8.5cm

1m
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大口径用 36 パネル及び 3020 パネル・長尺サポート

大口径用3020パネル　解体

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容
準備作業
１．組立てヤードの確保  
２．機械、器具、工具の作業開始前点検  
　 （工具の用意　大型バール、ラチェット
       レンチ１９） 
３．適正な作業者の配置  

（１）スタンドの設置
・パネル組立スタンドを、パネル幅（3.0ｍ）
に設置します。

（２）ボックスの設置
・回収したボックスをパネル組立スタンドに設
置します。

（３）吊下げロープの掛け直し
・４点吊りをはずして、組立スタンドの反対側
のパネルを２点吊りします。

・設置場所は、水平で堅固な地盤を選んでくだ
さい。（沈下・転倒の防止）
    
・移動式クレーン等を使用するときは、作業者
との接触事故を防止するため、作業半径内へ
の立入り禁止措置を講じます。注２（ｸﾚｰﾝ則
第74条）   

・移動式クレーン等を使用するときは、一定の
合図を定め、合図者を指名して合図をさせま
す。注３（ｸﾚｰﾝ則第71条）   
    
・ボックスの安定を確認します。  
  

・必要資格等の確認
・吊り上げ機械は、移動式クレーン又は、クレ
ーン機能付きバックホウとします。 
・車両系建設機械による荷のつり上げ作業を行
う場合は、安衛則第164条第3項の規定及び
関係通達（４）を遵守する必要があります。
注１ 

組立スタンド強力型
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大口径用 36 パネル及び 3020 パネル・長尺サポート

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

（４）サポートロックの解除 
・すべてのサポート回転止金具をスライドさせ
てサポートが回転するようにします。

（５）サポートの取付ハンドルの回転
・サポートの片側（組立てスタンド側）の取付
ハンドルを90度回転させます。
・最下段サポートはスイング金具ピン（組立ス
タンド側）を外します。

（６）パネルの取外し
・パネルを2点吊りした状態でサポートを離し
ます。

（７）サポートの取外し
・パネルの回転止金具を外し、スイング金具ベ
ースマウントを取外します。

（８）パネルの平積み
・下吊り用金具や下部連結孔を利用して4点吊
りし、平積みします。
・さん木等を敷いて、平積みをしてください。 
  
   

・２点吊りの吊下げロープが程よく緊張されて
いることを確認します。

・パネル組立てスタンド使用時は、パネルが転
倒するおそれのある範囲内は作業員の立入り
を禁止します。

・重量の大きなサポートは保持方法を考慮して
ください。

・平積場所は、水平で堅固な地盤を選んでくだ
さい。（沈下・転倒の防止）
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大口径用 36 パネル及び 3020 パネル・長尺サポート

クイック土留　長尺サポート　取付け手順

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

（１）長尺サポートの組付け
・長尺サポートを必要数量組付けます。 
このとき伸縮部は設定開削幅よりやや短くし
ておきます。   
・リングレンチ30mmを使用して、連結ボルト
をしっかり締め付けます。 
・伸縮部は19mmのラチェットなどで伸縮可
能。伸縮幅は350mmです。   

   

（２）パネルの設置
・パネル組立スタンドを使用して、パネルを掘
削幅に合わせ平行に立てます。
・組立スタンドは4組使用します。
・パネルはできるだけ垂直にたててください。 
  

注意    
　パネルの組立ては、土留を設置する施工場所
で行います。
 長尺サポートを使用する場合、パネルを組立
てた後にトラックへ載せることができませんの
で、注意してください。

・サポート1本に対しエクステンションの接続
は2本までとします。
・エクステンションを2本接続する際は、伸縮
部側に長いエクステンションを接続します。 
     
  

・設置場所は、水平で堅固な地盤を選んでくだ
さい。（沈下・転倒の防止）  
  
・パネル組立スタンド使用時は、パネルが転倒
するおそれのある範囲内は作業員の立入りを
禁止します。    

・移動式クレーン等は水平で堅固な地盤の上に
設置するものとし、必要に応じて敷鉄板等に
より養生します。

伸縮部

ｴｸｽﾃﾝｼｮﾝ

連結ｿｹｯﾄ

ｴﾝﾄﾞﾋﾟｰｽ
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大口径用 36 パネル及び 3020 パネル・長尺サポート

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

（３）長尺サポート取付け 
・スリングベルトなどで長尺サポートを吊り、
パネルに組付けます。
・サポートを取付けたら、パネルの回転止金具
でサポートを固定します。   

   

（４）ＢＯＸの完成
・その他のサポートも同様に組付け、ＢＯＸを
完成させます。   
   
・両端のパネル幅を測定し、掘削幅と一致して 
いるか確認します。修正が必要な場合は吊り 
上げ前にサポート伸縮ボルトを回転させてサ 
ポート長さを修正します。   

・パネルを組み立てる際最下段のサポートを２
～３cm 広げパネルを「ハの字」にすると建
て込み・引き抜きがスムーズになります。 
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⑨大口径用土留　施工上の注意事項

　安全の為、また修理費・損耗費を最小限に押さえる為、下記の事項に留意し施工していただきます
ようお願いいたします。

～ 大口径用土留  編 ～
●始業点検を実施してください。
　バックホーのバケットに取り付ける専用フックの溶接部及び専用吊金具は、毎日始業前に点検を行
い、異常のないことを確認してから作業を行なってください。

●組み立てスタンドを使用する時には、パネルの倒れるおそれのある範囲には立ち入らないでください。

●掘削進行方向の土砂崩壊の恐れのある場合は？   
　建て込み中、掘削進行方向の土砂崩壊の恐れがある場合、流砂防止等で処置してください。

●パネル背面に空間が出来ないように裏込め等を行ってください。  

●パネル建て込み時は隣接するパネルが
　密着するように施工してください。

●パネル建て込みの際は、必ず掘削底面まで建て込んでください。
　振動などで、前ぶれなく土留や土砂が落下する可能性があります。危険ですのでおやめください。

●パネルの転倒に注意してください。
　パネルは平地で組み立ててください。 
パネルを３段以上組み立てたままの状態で地上に置かないでください。 
その他、傾斜・軟弱地盤・振動・強風等の要因でより傾きやすく転倒しやすい場合がありますので、
パネルの傾きには十分注意してください。
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大口径用土留　施工上の注意事項

●クイックサポートを梯子代わりにしないでください。
　溝内への昇降の際、クイックサポートを梯子代わりに使用することは、滑落事故の原因となり危険です。 
安全のため、アルミ垂直梯子を使用してください。     
   

●転落防止のため、クイックフェンスをご使用ください。

●パネルを建て込む際、天端（上部角パイプ）を絶対にたたかないでください。  
パネルを押しこむ際はパネルに直接バケットを当てずに必ず「縦梁押込みカバー」・「1.2ｍ押し
込みカバー」を装着してください。       
ＢＯＸ式パネルはバックホーでパネル両端の縦梁を押すことで建て込む仕様となっており、パネ
ル天端をたたく構造にはなっていません。パネル天端は軽く押すだけにとどめてください。 
パネルの先端の障害物を取り除くなどの方法により抵抗を小さくして押し込みます。  
       
●押し込みは左右均等に押込み、パネルやサポートが傾き過ぎないように注意してください。 
大口径用土留での左右の傾きは、サポートの水平長さ2ｍに対して、垂直高さ10cm（角度3°）以内
とします。         

断面図

アルミ製垂直梯子
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大口径用土留　施工上の注意事項

クイック土留　36パネル

●３６パネルの組立てを行う際には、以下の点に注意をして安全に行うようにしてください。 
①出来るだけ平坦で強固な地盤のところで組立てを行ってください。   
②下段パネルには２段のサポートを取り付けてください。    
③平パネルのサポート取付位置は、サポートをスイングさせた際に上下のサポート間が3ｍ以内に
　なる位置に取り付けてください。       
④３６０５パネルについては、事前に組立てを行わず、建込み時に１枚づつ積み重ねた後に、サ
　ポートを取り付けたほうが良い場合があります。

●組立スタンド兼用型で平
パネルを組立てする際は、
「兼用型36用スペーサー
150H」を使用してください

組立スタンド兼用型は、「中子」の上にパネルが載り荷重が掛かることで安定します。
平パネルを組み立てる際には、「36用スペーサー150H」を中子の上に置いて使用してください。
36の平パネルは、段積み用の足の高さが190ｍｍありますので、そのまま使用すると、パネルが中子の
上に載らず非常に不安定になります。

1.出来るだけ平坦な場所にパネ
ル１枚に対して、組立てスタ
ンドを２組準備します。

2.所定の開削幅に合わせて設置
した組立てスタンドに３６パ
ネルを吊り込み自立させま
す。

3.組立てスタンドには、パネ
ルが設置しやすいよう 大き
さに余裕がありますので、
クサビなどを準備しておき、
出来るだけ垂直になるよう
にパネルを立て掛けます。

組立スタンド
兼用型

平パネル 平パネル

組立スタンド
兼用型36
スペーサー150H

ｽｲﾝｸﾞ金具ﾋﾟﾝ

ｽｲﾝｸﾞ金具
ﾍﾞー ｽﾏｳﾝﾄ ｽｲﾝｸﾞ金具

取付ﾌﾞﾛｯｸ

所定の開削幅

クサビ

4.事前に検討した位置にｽｲﾝｸﾞ
金具ﾍﾞｰｽﾏｳﾝﾄを取付け、回転
止金具で固定します。
　その後ｽｲﾝｸﾞ金具取付ﾌﾞﾛｯｸを
取付けたｸｲｯｸｻﾎﾟｰﾄを横から
差し込むようにして取付け、
ｽｲﾝｸﾞ金具ﾋﾟﾝで固定します。

Ｐｏｉｎｔ！
サポートの伸縮ネジ側の方向
すべて同じ向きにしてください
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大口径用土留　施工上の注意事項

●スイング金具に回転止金具を使用してください。
　スイング金具ベースマウントをパネルに取付けた際は、すぐに「回転止金具」で固定するようにしてください。
　サポートを取付ける際に スイング金具ベースマウントが回転し、サポートが落下することがあり大変危険です。 
          
          
          
  

●隣り合う３６パネルは同じ向きになるように設置してください。
 長尺管を吊り降ろす際には、２スパン並べて設置してある３６パネルのセンターで隣り合うサポー
トをスイングさせることになります。       
スイングさせるサポートは、伸縮させるネジのある側を軸にしてスイングさせるのが好ましいため、
隣り合うＢＯＸパネルのサポートを取付けた向きが同じになるように設置します。  
（クイックサポートは伸縮ネジ側が重いため） 

●サポートが直角且つ水平になるように設置してください。 
 ３６パネルは、サポートをスイングさせる機能があるため、設置する段階で、パネルが上下・左右に
ズレやすくなっています。        
このままの状態でサポートをスイングさせようとしても、ベースマウントに噛みこんでしまいスイン
グすることができません。また、無理にスイングさせた場合は、サポートを元の位置に戻せなくな
ります。  

回転止金具の向き
を変えて固定する36パネル縦梁回転止金具

スイング金具

����伸縮ネジ側

72000
36003600

捨梁

左右のズレ

断面図

平面図

捨梁

上下のズレ
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大口径用土留　施工上の注意事項

●サポートは、必ず所定の位置に取付けてください！

●ボルトの接続はしっかり行ってください。 
　平パネルの接続は「36パネル接続ボルト」を使用します。
　リングレンチ60mmを使用して、ボルトにゆるみがないようにしてください。
●絶対に吊り荷の下に作業員が入らないようにして下さい。
　管渠を吊り降ろす際には、管渠の重量にあった吊具を使用し、吊り荷の下に作業員が入らないように
して下さい。
　スイング金具のピンを着脱する際には、専用の脱着ハンドルを使用して吊り荷の下に入らないようにし
て下さい。
　サポートを伸縮させる時には、ロングレンチを用いて、吊り荷より上から伸縮をさせて下さい。
●スイングさせたサポートが動かない様にスイング金具の中央にスイング金具ピンを差込、固定して下さい。 
          
          
          
   

大口径用3020BOX下段パネル
●サポートは、必ず所定の位置に取付けてください！
　たて込み時には、下から1000mmの位置にサポートを取り付け、３段梁とします。 たて込み完了後、
最下段サポートをスイングさせます。
　３段目のサポートがないままたて込みを行うと、てこの原理でパネル上部に大きな力がかかり、パネル
やサポートを破損させる恐れがありますので、ご注意ください。

中央にスイング金具ピンを
差し込むとサポートが固定
できます。

捨梁

下段パネルにサ
ポートがありません。
大変危険です!

正しい施工例 間違った施工例

たて込み時   

11
55
00
0011
99
44
00

22
00
00
00

11
00
00
00 11
55
00
00
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大口径用土留　施工上の注意事項

●繋ぎピンは必ずＲピンでパネルに固定してください。
　パネルの連結時に使用する「繋ぎピン」は脱落防止の為必ずＲピンで固定してください。
　施工中「繋ぎピン」が脱落すると大変危険です。  
●サポートの回転止金具を使用してください。
　施工時にサポートが回転しますとサポートがパネルから脱落し大変危険ですので、パネルにサポートを
取り付けた際は必ず「サポート回転止金具」を使用してください。
●施工時は労働安全衛生規則・土止め先行工法等、関係法令を遵守した安全確保を行なってください。

●サポートが直角且つ水平になるように設置してください。
　最下段サポートは、サポートをスイングさせる機能があるため、設置する段階で、パネルが上下・左右
にズレやすくなっています。 
　このままの状態でサポートをスイングさせようとしても、ベースマウントに噛みこんでしまいスイングする
ことができません。また、無理にスイングさせた場合は、サポートを元の位置に戻せなくなります。

たて込み完了後    

断面図

平面図

上下のズレ

左右のズレ

捨梁

正しい施工例 間違った施工例

15
0
0

下段パネルにサポー
トがありません。
大変危険です！
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⑩ＧＰＬ土留

ＧＰＬ土留　地上組立て、仮置き

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容
準備作業
１．組立てヤードの確保  
２．機械、器具、工具の作業開始前点検  
　 （工具の用意　大型バール、スケール、  
　   ラチェットレンチ１９）  
３．適正な作業者の配置  

（１）スタンドの設置
・パネル組立スタンドを、使用するパネルの幅
に設置します。

（２）パネルの設置（下段パネル）
・吊り下げロープのフックをパネルのリングに
掛け、移動式クレーン等でパネルを吊り上
げ、パネル組立スタンドに立てます。
・パネルとの間にクサビを差し込み出来るだけ
垂直になるようパネルを安定させます。
・パネルの安定を確かめて吊りワイヤーを外し
ます。   

   

（３）サポートの調整
・水圧ハンドポンプを使用して、水圧サポート
を伸縮させます。開削幅に合わせ、使用する
サポート全てが同じ伸縮になるようにしてく
ださい。

・設置場所は、水平で堅固な地盤を選んでくだ
さい。（沈下・転倒の防止）  

・パネル組立スタンド使用時は、パネルが転倒
するおそれのある範囲内は作業員の立入りを
禁止します。   
   
・移動式クレーン等は水平で堅固な地盤の上に
設置するものとし、必要に応じて敷鉄板等に
より養生します。   

・専用の吊下げロープ（２ｔ用）を使用します。

・移動式クレーン等を使用するときは、作業者
との接触事故を防止するため、作業半径内へ
の立入り禁止措置を講じます。注２（ｸﾚｰﾝ則
第74条）   
   
・移動式クレーン等を使用するときは、一定の
合図を定め、合図者を指名して合図をさせま
す。注３（ｸﾚｰﾝ則第71条）   

・必要資格等の確認
・部材重量、地上組立て完了時の重量を確認します。
・吊り上げ機械は、基本的には移動式クレーン
又は、クレーン機能付きバックホウとします。
・車両系建設機械による荷のつり上げ作業を行
う場合は、安衛則第164条第3項の規定及び関
係通達（４）を遵守する必要があります。 注１

吊下げﾛｰﾌﾟ

クサビ
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ＧＰＬ土留

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

（４）スイング金具ベースマウントの取付け
・スタンドに立てたパネルに周部スイング金具
ベースマウントを取付けます。
・組付けるもう一方のパネルに軸部スイング金
具ベースマウントを取付けます。
・パネルの縦梁にある大きな穴にスイング金具
ベースマウントを差し込み、エッジ側へスラ
イドさせ六角ボルトを回し固定します。
・下段パネルには4ヶ所、平パネルには2ヶ所取
付けます。同じ高さになるように取付けてく
ださい。   
   
   

（５）サポートの取付け
・組み付けるもう一方のパネルにサポートを取
り付けます。
・サポートを軸部スイング金具ベースマウント
へ取付けピンを２本差込みます。
・下段パネルには4箇所にサポートを取付けま
す。   
   

（６）パネルへサポートの取付け
・サポートを組み付けたパネルを吊り上げて、
向かい合わせの状態でサポートとパネルを取
り付けます。

・サポートを取り付けるときは、指を挟んだ
り、部材を足に落としたりしないように注意
してください。 

・パネルが転倒するおそれのある範囲内には入
らずパネル側面から取付けてください。 

・サポートを挿入するとき、手指を挟まないよ
うに注意してください。   
    
・サポートを取付ける縦梁の穴位置が左右のパ
ネルで 同じ位置になるようにしてくださ
い。

・周部スイング金具ベースマウントのセンター
の穴に取付けピンを差込んで固定してくださ
い。    

軸部スイング金具
ベースマウント

差込んで
スライドさせる

ー96ー



ＧＰＬ土留

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

（７）サポートの長さ調整
・両端のパネル幅を測定し、掘削幅と一致して
いるか確認します。修正が必要な場合は吊り
上げ前に水圧ハンドポンプでサポートを伸縮
させて長さを修正します。   
その際、４本均等に伸縮させてください。 
   

（８）巾止めチェーンの取付け
・サポート取付ピンに巾止チェーンを取付けま
す。取付けには巾止ターンバックル、巾止Ｕ
シャックルを使用しサポートの広がりを防止
します。   
・巾止チェーンはパネルの内側に取付けます。

（９）ボックスの完成
・これでボックスが完成しましたので、吊下げ
ロープで4点吊りし、パネル組立スタンドか
ら取外します。

・サポートの長さを再度調整する際は、一度取
付けピンを抜いて1本づつ行ってください。 
接続されたままですと、他のサポートも、サ
ポートに水が送り込まれない状態で広がって
しまい危険です。   
    
・パネルを組み立てる際最下段のサポートを２
～３cm広げパネルを「ハの字」にすると建
て込み・引き抜きがスムーズになります。 

・完成したボックスを仮置きする場合は水平で
堅固な地盤を選んでください。  
  
    Ｕシャックル＋巾止チェーン＋ターンバックル＋Ｕシャック
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ＧＰＬ土留

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

（１０）その他のボックスの組立て
・（１）～（９）の手順で、２段目のボックス
及び、その他必要なボックスを組立てます。

（１１）3005平パネルの組立て
・3005平パネルを組み立てる際はパネルを平
坦なところに置き、パネルに（４）と同様に
して、軸部スイング金具、長さを合わせたサ
ポートを取り付けます。もう一方の3005平
パネルには周部スイング金具を取付けておき
ます。

（１２）パネル組立て
・（１１）でサポートを取付けたパネルを起こ
し、もう一方のパネルを掘削幅に合わせて吊
りながら向かい合わせと同様にサポートとパ
ネルを取付けます。

（１３）巾止めチェーンの取付け
・（８）と同様にサポート取付ピンに巾止チェ
ーンを取付けます。取付けには巾止ターンバ
ックル、巾止Ｕシャックルを使用しサポート
が伸びないように固定します。
・巾止チェーンはパネルの内側に取り付けます。
   
（１４）3005平パネル　ボックスの完成 
・これでボックスが完成しましたので、吊下げ
ロープで4点吊りし、移動させます。  
 
   

・組立て場所から、土留施工場所へ運搬する場
合は、ボックスの固定方法、運搬車両の昇降
設備、作業手順等を定めて作業指揮者が作業
を直接指揮することが必要です。（安衛則第
151条の10、48）    

    
    
    
    
    
    
・運搬が必要な場合は、運搬作業を考慮して２
段組を行う場所を決定してください。 
   
    

ＧＰＬ土留パネル積載用固定フックの
ご使用をお勧めします。
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ＧＰＬ土留

GPL土留 掘削、建込み、押し込み

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容
準備作業  
１．作業場の区分を点検  
２．機械、器具、工具の作業開始前点検  
３．適正な必要資格等の確認 
  

・必要資格等の確認
・作業場の区分（要綱第15 参照）
・建設機械の使用及び移動（要綱第34 参照）

（１）一次掘削
・施工場所を50cm～１ｍ程度の深さ掘削し、
排土します。

（２）ＧＰＬ土留建込み
・あらかじめ地上組み立てしたGPL土留ボッ
クス１段目を、移動式クレーン又はクレーン
機能付きバックホウ等を使用して所定の位置
に建て込みます。
・吊下げロープを使用して４点吊りで行いま
す。

・地山掘削作業主任者を選任し、その者に作業
を直接指揮させます。
・車両系建設機械と労働者の接触事故を防止す
るため、機械の作業範囲内への立入禁止措置
を講じます。注４（安衛則第158条） 

・ダンプトラック等の運搬機械が作業箇所に後
進して接近する場合は誘導員を配置します。 
（安衛則第365条）   
 ・掘削深さは、作業性、地山の状態等を考慮し
て決定します。    

・土止め支保工作業主任者を選任し、その者に
作業を直接指揮させます。   
 ・ボックスの壁面が垂直であること及び溝掘削
の方向に対して水平であることを確認し、必
要に応じて掘削底面を修正します。  
    ・移動式クレーン等を使用するときは、作業者
との接触事故を防止するため、作業半径内へ
の立入り禁止措置を講じます。注２（ｸﾚｰﾝ則
第74条）    
    ・移動式クレーン等を使用するときは、一定の
合図を定め、合図者を指名して合図をさせま
す。注３（ｸﾚｰﾝ則第71条）   
 ・車両系建設機械の主たる用途外使用は、安衛
則第164条の適用を受けます。  
    ・別の場所で組み立てたボックスを運搬する場
合は、ボックスの固定方法、運搬車両の昇降
設備、作業手順等を定めて作業指揮者が作業
を直接指揮することが必要です。（安衛則第
151条の10，48）  

ＧＰＬ土留パネル積載用固定フックの
ご使用をお勧めします。
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ＧＰＬ土留

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

・押し込みカバー取り付け時に手指を挟まない
よう、また、誤って落とさないよう注意して
ください。    

・バックホウのバケット等によりパネル、サポ
ートを損傷しないよう注意します。  
  
・背面の土砂が崩壊するおそれがあるので掘り
過ぎないよう注意します。   
 
・押し込みは左右均等に押し込み、パネルやサ
ポートが傾き過ぎないように注意してくださ
い。    
    
・左右の傾きは、サポートの水平長さ１ｍに対
して、垂直高さ8.5cm（角度５°）以内とし
ます。

・バックホウのバケット等の打撃により無理に
押し込まないでください。   
 
・パネル先端の障害物を取り除くなどの方法に
より抵抗を小さくして押し込みます。 
   
     
  
    

（３）吊下げロープの取り外し
・吊下げロープを取り外し、縦梁押し込みカバ
ー及び1.0M押し込みカバーを取り付けま
す。

（５）押し込み
・押し込みカバーをバックホウのバケットで左
右交互に押し込みます。

・ボックス上部と地表面が同じ高さになるま
で、クイック土留の内部の掘削と縦梁の押し
込みを繰り返します。

（４）二次掘削
・クイック土留の内部をパネル先端から30cm
～50cm程度掘削します。

8.5cm

1m
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ＧＰＬ土留

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

・掘削溝内への昇降は、はしご等の昇降設備を
設置して、これを用いて行います。（安衛則
第526，527，556条）

・溝内に発生した湧水をくみ上げて処理する場
合は、河川管理者等に届け出て所定の手続き
を経るとともに、土粒子を含む水のくみ上げ
は、少なくとも、沈砂・ろ過施設等を経て排水
することが要求されます。（要綱第55 参照）
・溝内へ材料、器具、工具等を上げ下ろしする
ときは、つり綱、つり袋等を使用し、投げ入
れ、投げ渡しを行わないでください。
・建て込み中、掘削進行方向の土砂崩壊の恐れ
がある場合は、流砂防止板等で処置してくだ
さい。    
・溝内作業は必ず、支保工の組立てが完了し、
土砂崩壊の危険がなくなってから開始します。
・作業場の区域を明確に区分する必要があります。
 （要綱第15）

・架設通路を設ける場合は、通路の設備を設置
して、これを用います。（安衛則第552条）

（６）２段目ボックスの連結
・押し込みカバーを取外し、あらかじめ地上組
み立てしたＧＰＬ土留ボックス２段目を、吊
上げ１段目に連結します。
・リングレンチ41ｍｍを使用して、パネル接続
ボルトをしっかり固定します。

（７）設計深さまでの掘削・支保工
・上記（４）～（６）の作業を繰り返し計画し
た段数のＧＰＬ土留を連結し、所定の深さの
掘削と支保工を構築します。

（８）延長方向への連結
・（１）～（７）の作業を溝掘削の延長方向に
繰り返し、掘削、支保工を完成させます。
・完了後、管渠布設工事等の溝内作業を実施し
ます。   
   

ご使用をお勧めします。

スライドステップのご使用を
お勧めします。

ＧＰＬアルミフェンスの
ご使用をお勧めします。
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ＧＰＬ土留

ＧＰＬ土留 施工

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

ご使用をお勧めします。

準備作業  
１．作業場の区分を点検  
２．機械、器具、工具の作業開始前点検  
３．適正な必要資格等の確認 
  

・必要資格等の確認
・作業場の区分（要綱第15 参照）
・建設機械の使用及び移動（要綱第34 参照）

（１）パイプ投入準備
・管底をならしシートを敷きます。
・捨梁を1スパンに対し2箇所入れます。
・土のうを置きレベル出しを行います。 
土のうは管が設計通りの高さになるように設
置します。

（２）サポートのスイング準備
・サポートをスイングさせる準備として周部（回転
軸）のピン1本を残してすべて取外します。
 上段サポートのピンは地上の作業員が、下段
サポートのピンは溝内の作業員が取外してく
ださい。   
   
     
 
   

・車両系建設機械と労働者の接触事故を防止す
るため、機械の作業範囲内への立入禁止措置
を講じます。注４（安衛則第158条） 

・ダンプトラック等の運搬機械が作業箇所に後
進して接近する場合は誘導員を配置します。 
（安衛則第365条）

・移動式クレーン等を使用するときは、作業者
との接触事故を防止するため、作業半径内へ
の立入り禁止措置を講じます。注２（ｸﾚｰﾝ則
第74条）

・移動式クレーン等を使用するときは、一定の
合図を定め、合図者を指名して合図をさせま
す。注３（ｸﾚｰﾝ則第71条） 

・車両系建設機械の主たる用途外使用は、安衛
則第164条の適用を受けます。

・掘削溝内への昇降は、はしご等の昇降設備を
設置して、これを用いて行います。（安衛則
第526，527，556条）

・ピンの取外しは、スイング金具脱着ハンドル
を使用します。

φ600×12m
パイプライン被覆銅管

上段サポート
カプラー（青）

下段サポート
カプラー（赤）

土のう

捨　梁

捨　梁
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ＧＰＬ土留

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

捨　梁

捨　梁

上段サポート
カプラー（青）

・溝内に発生した湧水をくみ上げて処理する場
合は、河川管理者等に届け出て所定の手続き
を経るとともに、土粒子を含む水のくみ上げ
は、少なくとも、沈砂・ろ過施設等を経て排水
することが要求されます。（要綱第55 参照） 

・溝内へ材料、器具、工具等を上げ下ろしする
ときは、つり綱、つり袋等を使用し、投げ入
れ、投げ渡しを行わないでください。
   
・建て込み中、掘削進行方向の土砂崩壊の恐れ
がある場合は、流砂防止板等で処置してくだ
さい。
   
・溝内作業は必ず、支保工の組立てが完了し、
土砂崩壊の危険がなくなってから開始しま
す。
   
・作業場の区域を明確に区分する必要があります。
 （要綱第15）

・サポートのスイングは、サポートスイングハ
ンドルを使用して行います。
 

・管の吊り降ろしに際しては、前後左右を確認
しながらパネルやサポートに当たらないよう
注意します。
  
　この時に溝内に作業員はいません。  
  

（３）サポートのスイング
・上段サポートの水を抜き、少しだけ縮めてか
ら、溝内の作業員がサポートをスイングさせ
ます。
・上段サポートをスイングさせたら、サポート
が戻らないよう固定し、溝内の作業員は地上
へ戻ります。

（４）パイプの投入   
・管を吊り降ろします。   
管の水平を確認しながら地切りをし水平を保
ちながら管を下段サポートまで吊り降ろします。 
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ＧＰＬ土留

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

固定ピンを外してスイングさせ
る。真ん中の穴にピンを入れて
置くとサポートが戻らない。
（管を降ろす邪魔にならない）

捨　梁

捨　梁

下段サポート
カプラー（赤）

（５）サポートのスイング戻し
・地上にいる作業員2人1組で、サポートスイン
グハンドルを使用して、サポートを管に当て
ないように注意しながら元の位置に戻しま
す。   
・スイング金具ピンを差し込み、サポートを加
圧します。   
   

（６）下段サポートのスイング
・上段サポートの固定が確認できましたら、下
段サポートの水を抜き、サポートを少し縮め
て、サポートスイングハンドルを使用して地
上からサポートをスイングさせます。
　スイングしたサポートが戻らないよう、スイ
ング金具ピン脱着ハンドルで地上からピンを
取付けます。   
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ＧＰＬ土留

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

サポートを元に戻す場合は、
サポートをこのピンに当てる
と、真ん中の穴にピンの位置
が合う。（サポートを戻すのが
簡単）

捨　梁

捨　梁

（７）パイプの吊り降ろし
・すべての下段サポートをスイングさせ、固定
し終えたら、管を土のうの上まで吊り降ろし
ます。

  
   

（８）下段サポートのスイング戻し
・管が着底したら作業員が溝内に降り、下段サ
ポートをスイングさせて元の位置に戻し加圧
してピンを差し戻していきます。
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ＧＰＬ土留

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

（９）チェーンブロック設置
・チェーンブロックをセットし、管を吊り下げ
ます。   
　12ｍ管に対して2箇所以上固定したらラフタ
ークレーンのスリングベルトを取外します。 
  
   
    
   

（１０）パイプ設置
・捨梁を取外して完了です。

捨　梁
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ＧＰＬ土留

36パネル 引き抜き・撤去

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

GPL土留 引き抜き・撤去

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容
準備作業  
先行作業　管渠布設完了   
１．作業場の区分を点検  
２．機械、器具、工具の作業開始前点検  
３．適正な作業者の配置  

・必要資格等の確認
・作業場の区分（要綱第15 参照）
・建設機械の使用及び移動（要綱第34 参照）

（１）埋め戻し
・埋め戻し土を所定の厚さに投入し、敷き均し
ます。

（２）引き抜き
・移動式クレーン又はクレーン機能付きバック
ホウ等を使用してクイック土留ボックス式を
１層分（30ｃｍ程度）引き上げます。
・最上段のリングに吊下げロープを掛け、４点
吊りで引き上げます。
・土圧によりパネルが引き抜き難い場合は、水
圧サポートの圧力を抜いてサポートを少し縮
めます。

（３）締め固め
・埋め戻し土の締め固めを行います。  

（４）ボックス取り外し・回収
・（２）～（３）を繰り返し、最上段のボック
スが完全に地上に上がったら、４箇所の接続
ボルトを抜き取り最上段のボックスを取外し
ます。   
・上記の作業を繰り返し、最下段のボックスま
で回収します。   
  
（５）引き抜き・撤去の完了
・上記作業を延長方向へ繰り返し、すべてのボ
ックスを回収します。   

     
 

・埋め戻し土の投入時は溝内に作業員が誰もい
ないことを確認します。
   
・掘削溝内への昇降は、はしご等の昇降設備を
設置して、これを用いて行います。（安衛則
第526，527，556条）
  
・引き上げは埋め戻しが完了した位置までとし
ます。    
    
・背面土砂の摩擦力、粘着力を減少させるため
です。埋め戻しの直前に実施し、縮めすぎな
いよう注意します。

・移動式クレーン等を使用するときは、作業者
との接触事故を防止するため、作業半径内へ
の立入り禁止措置を講じます。注２（ｸﾚｰﾝ則
第74条）
  
・移動式クレーン等を使用するときは、一定の
合図を定め、合図者を指名して合図をさせま
す。注３（ｸﾚｰﾝ則第71条）
   
・ＧＰＬ土留の引き抜きは自重だけでなく、背
面土の摩擦力、粘着力等により大きな負荷が
かかることがありますので、クレーン等の選
定を考慮してください。
 
・移動式クレーン等の過負荷防止装置が有効に
機能していることを確認してください。

・移動式クレーン等に衝撃荷重が作用すると機
械構造部の破損等、障害発生の原因となりま
す。関係通達（１）等を参考にして作業方法
を決定してください。注５   
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ＧＰＬ土留

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

・左右の傾きは、サポートの水平長さ１ｍに対
して、垂直高さ8.5cm（角度５°）以内とし
ます。

・引き抜き抵抗が大きい場合は、3.2ｔ用吊下
げロープ２点セットのご使用をお勧めしま
す。

8.5cm

1m

※引抜が困難な場合の対処法について 
 
①２点吊りにより地山との縁切りをする
・左右どちらか片側を２点吊りで引き上げま
す。（引き上げ例）

   

・先に引き上げたパネルの反対側を同様に引き
上げます。   
   
   
②４点吊りで引き抜く
・縁切りが終わったら４点吊りに戻して作業し
ます。   
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ＧＰＬ土留

36パネル 引き抜き・撤去

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

ＧＰＬ土留 解体

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容
準備作業
１．組立てヤードの確保  
２．機械、器具、工具の作業開始前点検  
　 （工具の用意　大型バール、スケール、  
　   ラチェットレンチ１９）  
３．適正な作業者の配置  

（１）スタンドの設置
・パネル組立スタンドを、パネル幅（3.0ｍ）
に設置します。

（２）ボックスの設置
・回収したボックスをパネル組立スタンドに設
置します。   
・サポートの外筒側のパネルをスタンドに差し
込んでください。

（３）吊下げロープの掛け直し
・４点吊りをはずして、組立てスタンドの反対
側のパネルを２点吊りします。  
 

・必要資格等の確認
・吊り上げ機械は、移動式クレーン又は、クレ
ーン機能付きバックホウとします。 
・車両系建設機械による荷のつり上げ作業を行
う場合は、安衛則第164条第3項の規定及び
関係通達（４）を遵守する必要があります。
注１

・設置場所は、水平で堅固な地盤を選んでくだ
さい。（沈下・転倒の防止）  
  
・移動式クレーン等を使用するときは、作業者
との接触事故を防止するため、作業半径内へ
の立入り禁止措置を講じます。注２（ｸﾚｰﾝ則
第74条）

・移動式クレーン等を使用するときは、一定の
合図を定め、合図者を指名して合図をさせま
す。注３（ｸﾚｰﾝ則第71条）   
 
・ボックスの安定を確認します。  
  

ー109ー



ＧＰＬ土留

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

（４）ピンの取外し
・パネル組立スタンド側のサポートについてい
るスイング金具用ピンを取外します。 
  

（５）パネル取外し
・パネルを２点吊りした状態で水圧サポートと
ともに離します。   

（６）サポートの取外し
・取外したパネルから水圧サポートを取外しま
す。   
   
（７）スイング金具ベースマウント取外し
・パネルの縦梁に付いているスイング金具ベー
スマウントを取外します。抜け留めボルトが
固い場合はラチェットレンチ 19ｍｍを使用
して外します。   
   
（８）パネルの平積み
・パネルのリングや縦梁エッジ部を利用して4
点吊りし、平積みします。 
・さん木等を敷いて、平積みをしてください。 
  
   

・２点吊りの吊下げロープが程よく緊張されて
いることを確認します。   

・パネル組立てスタンド使用時は、パネルが転
倒するおそれのある範囲内は作業員の立入り
を禁止します。    

・重量の大きなサポートは保持方法を考慮して
ください。    

    

・平積場所は、水平で堅固な地盤を選んでくだ
さい。（沈下・転倒の防止）  
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ＧＰＬ土留

GPL水圧サポート仕様

GPL水圧サポート延長方法

GPL土留
10ｻﾎﾟｰﾄｴｸｽﾃﾝｼｮﾝ

100㎜
GPL土留
30ｻﾎﾟｰﾄｴｸｽﾃﾝｼｮﾝ

300㎜

GPL土留
05ｻﾎﾟｰﾄｴｸｽﾃﾝｼｮﾝ

50㎜

GPL サポートの
基本寸法を伸ばす
ことができるエク
ステンションは、
50 ミリ用と100
ミリ用の 2 種類
があります。
（写真は100ミリ用）

オーバースリー
ブを差込み、ピ
ストンロッドと
エクステンショ
ンとオーバース
リーブの穴位置
を合わせて、ソ
ケットピンで固
定します。

ソケットパットを
ソケットピンで固
定したら完成です。

完成

ソケットピンを取
り外し、ソケット
パットとオーバー
スリーブを抜き取
ります。

ピストンロッドに
エクステンション
を差込みます。
ピストンロッドと
エクステンション
の穴位置を合わせ
ておいてください。

★サポートエクステンションを取り付けると、ＧＰＬサポートの基本寸法を伸ばすことができます。
★サポートエクステンションを一度に複数個取り付けてご利用したい場合は、事前に営業担当にご確認ください。   

（エクステンションの取付け方法）

8597752

8597753

8597708

8597709

8597710

8597711

8597754

8597735

8597777

GPL水圧ｻﾎﾟｰﾄ   78-   93 ﾎｰｽ1.0m(上段青)

GPL水圧ｻﾎﾟｰﾄ   78-   93 ﾎｰｽ1.6m(下段赤)

GPL水圧ｻﾎﾟｰﾄ 101-126 ﾎｰｽ1.0m(上段青)

GPL水圧ｻﾎﾟｰﾄ 101-126 ﾎｰｽ1.6m(下段赤)

GPL水圧ｻﾎﾟｰﾄ 155-210 ﾎｰｽ1.0m(上段青)

GPL水圧ｻﾎﾟｰﾄ 155-210 ﾎｰｽ1.6m(下段赤)

GPL土留 05ｻﾎﾟｰﾄｴｸｽﾃﾝｼｮﾝ ｿｹｯﾄﾋﾟﾝ止め具付き

GPL土留 10ｻﾎﾟｰﾄｴｸｽﾃﾝｼｮﾝ ｿｹｯﾄﾋﾟﾝ止め具付き

GPL土留 30ｻﾎﾟｰﾄｴｸｽﾃﾝｼｮﾝ ｿｹｯﾄﾋﾟﾝ止め具付き

品　番 品　　　　　　名 重量
（㎏）

EX１０
〈パネル外寸〉

（㎜）

EX3０
〈パネル外寸〉

（㎜）

EX05
〈パネル外寸〉

（㎜）

掘削幅
〈パネル外寸〉

（㎜）
備　考

1 2 3

4 5 6

①ソケット
　ピン

ソケットピン
で固定

②ソケット
　パット

③オーバー
　スリープ

EX100

EX100

EX100

ソケット
ピン

オーバー
スリープ

※EX（エクステンション）

6.8

7.1

8.9

8.9

14.1

14.1

0.5

0.9

2.7

830～980

1060～1310

1600～2150

－

－

－

　
880～1030

1110～1360

1650～2200

－

－

－

1080～1230

1310～1560

取付け不可

－

－

－

上段用サポート

下段用サポート

上段用サポート

下段用サポート

上段用サポート

下段用サポート

780～930

1010～1260

1550～2100

－

－

－

50㎜延長
100㎜延長

300㎜延長

GPL水圧サポート
水圧スイング式サポートをスイングさせることで、長尺管を切梁の盛替えをすることなく垂
直に吊り降ろすことができます。

水圧スイング式
サポートの操作は

すべて地上で行うことが
できますので
とても安全です。
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ＧＰＬ土留

重量
(kg)

掘削幅
ﾊﾟﾈﾙ外寸
(m)

30EX
(m)

60EX
(m)

90EX
(m)

許容荷重
（kN）

25.3
25.1

重量  許容荷重
（kg） （kN）

GPL長尺サポート

GPLｻﾎﾟｰﾄ 100kN 162-217 ﾎｰｽ1.6m(下段赤)
GPLｻﾎﾟｰﾄ 100kN 162-217 ﾎｰｽ1.0m(上段青)

GPL長尺サポート 掘削幅　ﾊﾟﾈﾙ外寸
（ｍ）

2.22～2.77

GPL水圧サポート　長尺タイプ

開削幅が広い現場にも対応

GPLサポート　162-217  

エクステンション
　開削幅に合わせ、エクステンションを接続します。（ボルト接続）   

GPL水圧サポート　長尺タイプ  

全長が3.1ｍを超える場合  

162-217　+　30EX　  +　90EX    
162-217　+　150EX    
162-217　+　30EX　  +　150EX    
162-217　+　60EX　  +　150EX    
162-217　+　90EX　  +　150EX    
162-217　+　30EX　  +　 90EX　 +　150EX
162-217　+　150EX　+　150EX    
162-217　+　30EX　  +　150EX　+　150EX
162-217　+　60EX　  +　150EX　+　150EX

※サポートが直角且つ水平になるように設置してください。          
※3.1ｍを超えて使用する場合は、長さにより許容荷重が異なりますので、担当営業までご相談ください。          
※この製品はサポートも長く、重量も重いので、サポートをスイングさせる際は慎重にゆっくりと扱うようにお願い致します。          
          

2.82～3.37  
3.12～3.67  
3.42～3.97  
3.72～4.27  
4.02～4.57  
4.32～4.87  
4.62～5.17  
4.92～5.47  
5.22～5.77  

35.8
34.9
38.7
40.1
41.6
45.4
44.5
48.3
49.7

82
67
56
47
40
34
30
26
23

1.62～2.17 1.92～2.47 2.52～3.07 100

30エクステンション 60エクステンション 90エクステンション
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⑪ＧＰＬ土留　施工上の注意事項

　安全の為、また修理費・損耗費を最小限に押さえる為、下記の事項に留意し施工していただきます
ようお願いいたします。

～ ＧＰＬ土留　編 ～

ＧＰＬ水圧サポート        
  
●始業点検を実施してください。       
　水圧サポートを使用する際は、始業点検を実施し、異常のないことを確認の上ご使用ください。
 （特に水漏れの有無）      

●サポートの上に乗って作業等をしないで下さい。
　滑落事故につながる恐れがありますので、サポートの上には乗らないでください。  

●繋ぎピンは必ずＲピンでパネルに固定してください。
「繋ぎピン」は脱落防止の為必ずＲピンで固定してください。施工中「繋ぎピン」が脱落すると
大変危険です。

●サポートホースを傷つけないようにしてください。
　サポートは水圧式です。ホースに傷がつくと水漏れの原因となります。   

●水圧サポートがパネルに対して直角且つ水平になるよう設置してください。
斜めに設置されますと本来の強度が発揮できません。
ＧＰＬパネルは、サポートをスイングさせる機能があるため、設置する段階で、パネルが上下・
左右にズレやすくなっています。
このままの状態でサポートをスイングさせようとしても、ベースマウントに噛みこんでしまいス
イングすることができません。また、無理にスイングさせた場合は、サポートを元の位置に戻せ
なくなります。         

          
断面図

平面図

上下のズレ

左右のズレ
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ＧＰＬ土留　施工上の注意事項

●水圧サポートにはチェーン・シャックル・ターンバックルを必ず取り付けてください。 
ＧＰＬサポートは水圧式です。水圧サポートは、圧縮方向には所定の強度を発揮しますが、引っ
張り方向には何の制約もなく広がってしまいます。
付属のチェーン・シャックル・ターンバックルで、水圧サポートが広がるのを防止してください。 
        

●許容荷重以下で使用してください。
　許容荷重はシリンダー１本につき80ｋNです。
●水圧サポート設置後、水漏れがないか確認してください。
●水圧サポート設置後、カプラーの先端に衝撃を与えないでください！   
　水漏れによる圧力低下の原因となり大変危険です。     
●添加剤が誤って目や口等に入った場合は直ちに水で洗浄してください。
　痛みや吐き気等が持続するようならば医師の診断を受けてください。   
●ホース内に圧力が残っているとカプラーのはめ込みが出来ません。    
　ターンバルブを開け、圧力を逃してからカプラーをはめ込みます。    
     

ＧＰＬパネル
 
●始業点検を実施してください。
バックホーのバケットに取り付ける専用フックの溶接部及び専用吊金具は、毎日始業前に点検を
行い、異常のないことを確認してから作業を行ってください。
●組立てスタンドを使用する時には、パネルの倒れるおそれのある範囲には立ち入らないでください。 
●パネルの転倒に注意してください。
パネルは平地で組み立ててください。
パネルを３段以上組み立てたままの状態で地上に置かないでください。
その他、傾斜・軟弱地盤・振動・強風等の要因でより傾きやすく転倒しやすい場合がありますの
で、パネルの傾きには十分注意してください。
●掘削進行方向の土砂崩壊の恐れのある場合は？
建て込み中、掘削進行方向の土砂崩壊の恐れがある場合、流砂防止等で処置してください。
●パネル背面に空間が出来ないように裏込め等を行ってください。
●パネル建て込み時は隣接するパネルが密着するように施工してください。
●パネル建て込みの際は、必ず掘削底面まで建て込んでください。
振動などで、前ぶれなく土留や土砂が落下する可能性があります。掘削底面よりパネルを浮かせ
て設置する事や、掘削底面に土留壁が無い施工は危険ですのでおやめください。
●ボルトの接続はしっかり行ってください。      
　平パネルの接続は「パネル接続ボルト　ＴＭ28ｘ50」を使用します。   
　リングレンチを使用して、ボルトにゆるみがないようにしてください。

ターンバルブ
（開状態）

ターンバルブ
（閉状態）

シャックル

ターンバックル
チェーン
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ＧＰＬ土留　施工上の注意事項

●サポートは、必ず所定の位置に取付けてください！
所定の位置に取付けてあるサポートをはずして作業をすることは、大きな事故につながりますの
でおやめください。      

●パネルを押し込む際に 土圧が多く掛る場合は、上段サポートが広がろうとしますので注意してく
ださい。        
チェーンを張り、パネルの上部が広がらないようにしてください。    
    

●水圧サポートを梯子代わりにしないでください。
溝内への昇降の際、水圧サポートを梯子代わりに使用することは、滑落事故の原因となり危険です。
安全のため、アルミ垂直梯子を使用してください。 

●転落防止のため、ＧＰＬアルミフェンスをご使用ください。

●パネルを建て込む際、天端（上部角パイプ）を絶対にたたかないでください。
パネルを押しこむ際はパネルに直接バケットを当てずに必ず「縦梁押込みカバー」・「1ｍパネル
押し込みカバーを装着してください。ＧＰＬパネルはバックホーでパネル両端の縦梁を押すこと
で建て込む仕様となっており、パネル天端をたたく構造にはなっていません。パネル天端は軽く
押すだけにとどめてください。パネルの先端の障害物を取り除くなどの方法により抵抗を小さく
して押し込みます。

●施工時は労働安全衛生規則・土止め先行工法等、関係法令を遵守した安全確保を行なってください。 
        

正しい施工例 間違った施工例

下段パネルにサポー
トがありません。
大変危険です！

チェーン

NSP

NSP

NSP

NSP

捨梁
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⑫クイック土留部材・重量表

長さ 　 厚さ 重量

421
599
324
216
350
204
147
112
234
142
83
363
280
188
169
101
90
47
26
126

80 
85 
80 
80 
84 
80 
82 
80 
80 
80 
80 
80 
80 
80 
80 
80 
-  
-  
-  
-  
 

1,500 
1,500 
1,500 
1,000 
1,000 
1,000 
500 
500 
1,500 
1,000 
500 
1,500 
1,500 
1,000 
1,000 
500 
-   
-   
-   
-   

3,000 
3,000 
3,000 
3,000 
3,000 
3,000 
3,000 
3,000 
2,000 
2,000 
2,000 
2,750 
2,750 
2,750 
2,750 
2,750 
2,000 
1,000 
500 
3,000 

ｸｲｯｸ土留 深掘用1型　3015 BOX下段ﾊ ﾈ゚ﾙ
ｸｲｯｸ土留 深掘用2型　3015 BOX下段ﾊ ﾈ゚ﾙ
ｸｲｯｸ土留 3015 BOX下段ﾊ ﾈ゚ﾙ
ｸｲｯｸ土留 深掘用1型　3010 BOX平ﾊ ﾈ゚ﾙ
ｸｲｯｸ土留 深掘用2型　3010 BOX平ﾊ ﾈ゚ﾙ
ｸｲｯｸ土留 3010 BOX平ﾊ ﾈ゚ﾙ
ｸｲｯｸ土留 深掘用2型　3005 BOX平ﾊ ﾈ゚ﾙ
ｸｲｯｸ土留 3005 BOX平ﾊ ﾈ゚ﾙ
ｸｲｯｸ土留 2015 BOX下段ﾊ ﾈ゚ﾙ
ｸｲｯｸ土留 2010 BOX平ﾊ ﾈ゚ﾙ
ｸｲｯｸ土留 2005 BOX平ﾊ ﾈ゚ﾙ
ｸｲｯｸ土留 深掘用3015 ﾚｰﾙ式下段ﾊ ﾈ゚ﾙ
ｸｲｯｸ土留 3015 ﾚｰﾙ式下段ﾊ ﾈ゚ﾙ
ｸｲｯｸ土留 深掘用3010 ﾚｰﾙ式平ﾊ ﾈ゚ﾙ
ｸｲｯｸ土留 3010 ﾚｰﾙ式平ﾊ ﾈ゚ﾙ
ｸｲｯｸ土留 3005 ﾚｰﾙ式平ﾊ ﾈ゚ﾙ
ｸｲｯｸ土留 20-60 下段ﾚｰﾙ
ｸｲｯｸ土留 10-60 上中段ﾚｰﾙ
ｸｲｯｸ土留 05-60 上中段ﾚｰﾙ

重量
（kg）

ｸｲｯｸｻﾎﾟー ﾄ一般用 85-105
ｸｲｯｸｻﾎﾟー ﾄ一般用 100-135
ｸｲｯｸｻﾎﾟー ﾄ一般用 130-185
ｸｲｯｸｻﾎﾟー ﾄ一般用 180-235
ｸｲｯｸｻﾎﾟー ﾄ一般用 230-285
ｸｲｯｸｻﾎﾟー ﾄ一般用 280-315
ｸｲｯｸｻﾎﾟー ﾄ下段用 85-105
ｸｲｯｸｻﾎﾟー ﾄ下段用 100-135
ｸｲｯｸｻﾎﾟー ﾄ下段用 130-185
ｸｲｯｸｻﾎﾟー ﾄ下段用 180-235
ｸｲｯｸｻﾎﾟー ﾄ下段用 230-285
ｸｲｯｸｻﾎﾟー ﾄ下段用 280-315
ｸｲｯｸｻﾎﾟー ﾄ 粘性土用 85-105
ｸｲｯｸｻﾎﾟー ﾄ 粘性土用 100-135
ｸｲｯｸｻﾎﾟー ﾄ 粘性土用 130-185
ｸｲｯｸｻﾎﾟー ﾄ 粘性土用 180-235
ｸｲｯｸｻﾎﾟー ﾄ 粘性土用 230-285
ｸｲｯｸｻﾎﾟー ﾄ 粘性土用 280-315

サポート
（ＢＯＸ式・
レール式
共通）

ＢＯＸ式
パネル

レール式
パネル

（パネルの外寸）

品　名

品　名

レール式
レール

適応掘削幅

（mm）

（mm）（mm）（mm）（kg）

（パネルの内寸）

ボックスカルバート用レール

概   要

（mm）

適応掘削幅

690 
840 
1,140 
1,640 
2,140 
2,640 
690 
840 
1,140 
1,640 
2,140 
2,640 
690 
840 
1,140 
1,640 
2,140 
2,640 

890 
1,190 
1,690 
2,190 
2,690 
2,990 
890 
1,190 
1,690 
2,190 
2,690 
2,990 
890 
1,190 
1,690 
2,190 
2,690 
2,990 

～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～

850 
1,000 
1,300 
1,800 
2,300 
2,800 
850 
1,000 
1,300 
1,800 
2,300 
2,800 
850 
1,000 
1,300 
1,800 
2,300 
2,800 

1,050 
1,350 
1,850 
2,350 
2,850 
3,150 
1,050 
1,350 
1,850 
2,350 
2,850 
3,150 
1,050 
1,350 
1,850 
2,350 
2,850 
3,150 

19
23
30
39
50
57
24
30
42
58
73
88
19
23
30
40
50
58

～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～

高さ
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クイック土留大口径用パネル部材・重量表

使用ｻﾎﾟｰﾄと開削幅

大口径用 ｸｲｯｸ土留　大口径用3020　BOX下段ﾊﾟﾈﾙ 07628000,2000,3

使用ｻﾎﾟｰﾄと開削幅

品　名

品　名

36パネル

品　名

品　名

長さ 　 厚さ 重量
（mm）（mm）（mm）（kg）

概   要

長さ　　　高さ 　厚さ　重量
（mm） （mm）（mm）（kg）

概   要

ｽｲﾝｸﾞ金具装着時開削幅 
（ﾊﾟﾈﾙの外寸）
（mm）

ｽｲﾝｸﾞ金具装着時開削幅 
（ﾊﾟﾈﾙの外寸）
（mm）

開削幅
（ﾊﾟﾈﾙの外寸）
（ｍｍ）

ｸｲｯｸ土留 深掘用　3620 BOX下段ﾊﾟﾈﾙ
ｸｲｯｸ土留 深掘用　3620 BOX平ﾊﾟﾈﾙ
ｸｲｯｸ土留 深掘用　3615 BOX平ﾊﾟﾈﾙ
ｸｲｯｸ土留 深掘用　3610 BOX平ﾊﾟﾈﾙ
ｸｲｯｸ土留 深掘用　3605 BOX平ﾊﾟﾈﾙ

3,000 
3,000 
3,000 
3,000 
3,000 

2,000 
2,000 
1,500 
1,000 
500 

96 
96 
96 
96 
96 

970
980
757
540
305

ｸｲｯｸｻﾎﾟｰﾄ　85-105 
ｸｲｯｸｻﾎﾟｰﾄ　100-135 
ｸｲｯｸｻﾎﾟｰﾄ　130-185 
ｸｲｯｸｻﾎﾟｰﾄ　180-235 
ｸｲｯｸｻﾎﾟｰﾄ　230-285 
ｸｲｯｸｻﾎﾟｰﾄ　280-315 

1,194 
1,344 
1,644 
2,144 
2,644 
3,144 

～
～
～
～
～
～

1,394 
1,694 
2,194 
2,694 
3,194 
3,494 

ｸｲｯｸｻﾎﾟｰﾄ　85-105 
ｸｲｯｸｻﾎﾟｰﾄ　100-135 
ｸｲｯｸｻﾎﾟｰﾄ　130-185 
ｸｲｯｸｻﾎﾟｰﾄ　180-235 
ｸｲｯｸｻﾎﾟｰﾄ　230-285 
ｸｲｯｸｻﾎﾟｰﾄ　280-315 

874 
1,024 
1,324 
1,824 
2,324 
2,824 

～
～
～
～
～
～

1,074 
1,374 
1,874 
2,374 
2,874 
3,174 

1,048 
1,198 
1,498 
1,998 
2,498 
2,998 

～
～
～
～
～
～

1,248 
1,548 
2,048 
2,548 
3,048 
3,348 

高さ
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クイック長尺サポート概要

使用サポートと開削幅

外径 全長 重量
（mm） （mm） （kg/本）

ｴﾝﾄﾞﾋﾟｰｽ    
連結ｿｹｯﾄ（連結ﾎﾞﾙﾄ付）   
2400ｴｸｽﾃﾝｼｮﾝ   
2100ｴｸｽﾃﾝｼｮﾝ   
1200ｴｸｽﾃﾝｼｮﾝ
900ｴｸｽﾃﾝｼｮﾝ
600ｴｸｽﾃﾝｼｮﾝ
400ｴｸｽﾃﾝｼｮﾝ

－ －

品　名

連結ｿｹｯﾄ 重量
伸縮部 必要数量 36P+ｽｲﾝｸﾞ金具

サポート組み合わせ 開削幅　ﾊﾟﾈﾙ外寸（mm）
ｴｸｽﾃﾝｼｮﾝ・ｴﾝﾄﾞﾋﾟｰｽ

ｸｲｯｸ長尺ｻﾎﾟｰﾄ
ｸｲｯｸ長尺ｻﾎﾟｰﾄ
ｸｲｯｸ長尺ｻﾎﾟｰﾄ
ｸｲｯｸ長尺ｻﾎﾟｰﾄ
ｸｲｯｸ長尺ｻﾎﾟｰﾄ
ｸｲｯｸ長尺ｻﾎﾟｰﾄ
ｸｲｯｸ長尺ｻﾎﾟｰﾄ
ｸｲｯｸ長尺ｻﾎﾟｰﾄ
ｸｲｯｸ長尺ｻﾎﾟｰﾄ
ｸｲｯｸ長尺ｻﾎﾟｰﾄ 041x02Mトルボ結連

伸縮35（連結ﾎﾞﾙﾄ付）                                 φ140
100x100
115x115
100x100
100x100
100x100
100x100
100x100
100x100

653
579
400
2400
2100
1200
900
600
400

42.7
19.8
8.7
40.8
35.7
20.4
15.3
10.2
6.8
0.8

（kg/本） 3000P 36ﾊﾟﾈﾙ
1900～2250 2070～ 2420 2244～2594
2100～2450 2270～ 2620    2444～2794
2400～2750 2570～ 2920 2744～3094
2700～3050  2870～ 3220 3044～3394
3000～3350 3170～3520 3344～3694
3300～3650 3470～ 3820 3644～3994
3600～3950 3770～ 4120 3944～4294
3900～4250 4070～ 4420 4244～4594
4200～4550 4370～ 4720 4544～4894
4500～4850 4670～ 5020 4844～5194
4800～5150 4970～ 5320 5144～5494

伸縮35
伸縮35
伸縮35
伸縮35
伸縮35
伸縮35
伸縮35
伸縮35
伸縮35
伸縮35
伸縮35

400
600
900
1200
900
1200
2100
2400
2100
2400
2400

EP
EP
EP
EP
600
600
EP
EP
600
600
900

-
-
-
-
EP
EP
-
-
EP
EP
EP

1
1
1
1
2
2
1
1
2
2
2

78.0
81.4
86.5
91.6
105.4
110.5
106.9
112.0
125.8
130.9
136.0
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GPL 土留部材・重量表

GPL土留 3020 BOX下段ﾊﾟﾈﾙ 3000 2000 55 399.6
GPL土留 3010 BOX平ﾊﾟﾈﾙ 3000 1000 55 210.4
GPL土留 3005 BOX平ﾊﾟﾈﾙ 3000 500 55 117.6
GPL土留 3003 BOX平ﾊﾟﾈﾙ 3000 300 55 84.7
GPL土留 2025 BOX下段ﾊﾟﾈﾙ 2000 2500 55 365.9
GPL土留 2020 BOX下段ﾊﾟﾈﾙ 2000 2000 55 300.9
GPL土留 2010 BOX平ﾊﾟﾈﾙ 2000 1000 55 163.5
GPL土留 2005 BOX平ﾊﾟﾈﾙ 2000 500 55 94.2
GPL土留 2003 BOX平ﾊﾟﾈﾙ 2000 300 55 64.7

GPL水圧サポート

GPL水圧ｻﾎﾟｰﾄ  78-93  ﾎｰｽ1.0m（上段青） 6.8 上段用ｻﾎﾟｰﾄ
GPL水圧ｻﾎﾟｰﾄ  78-93  ﾎｰｽ1.6m（下段赤） 7.1 下段用ｻﾎﾟｰﾄ
GPL水圧ｻﾎﾟｰﾄ  101-126  ﾎｰｽ1.0m（上段青） 8.9 上段用ｻﾎﾟｰﾄ
GPL水圧ｻﾎﾟｰﾄ  101-126  ﾎｰｽ1.6m（下段赤） 8.9 下段用ｻﾎﾟｰﾄ
GPL水圧ｻﾎﾟｰﾄ  155-210  ﾎｰｽ1.0m（上段青） 14.1 上段用ｻﾎﾟｰﾄ
GPL水圧ｻﾎﾟｰﾄ  155-210  ﾎｰｽ1.6m（下段赤） 14.1 下段用ｻﾎﾟｰﾄ
GPL土留  05ｻﾎﾟｰﾄｴｸｽﾃﾝｼｮﾝ  ｿｹｯﾄﾋﾟﾝ止め具付き - - - - 0.5 50mm延長
GPL土留  10ｻﾎﾟｰﾄｴｸｽﾃﾝｼｮﾝ  ｿｹｯﾄﾋﾟﾝ止め具付き - - - - 0.9  100mm延長

- - - - 2.7  300mm延長GPL土留  30ｻﾎﾟｰﾄｴｸｽﾃﾝｼｮﾝ  ｿｹｯﾄﾋﾟﾝ止め具付き

GPLｻﾎﾟｰﾄ 100kN 162-217 ﾎｰｽ1.0m(上段青) 25.1 上段用ｻﾎﾟｰﾄ
GPLｻﾎﾟｰﾄ 100kN 162-217 ﾎｰｽ1.6m(下段赤) 25.3 下段用ｻﾎﾟｰﾄ

GPL長尺サポート
重量 許容荷重
（kg）

162-217  +　30EX　+　90EX 35.8 82
162-217  +　150EX 34.9 67
162-217  +　30EX　+　150EX 38.7 56
162-217  +　60EX　+　150EX 40.1 47
162-217  +　90EX　+　150EX 41.6 40

434.54XE051　+　XE09+XE03　+712-261
162-217  +　150EX　+　150EX 44.5 30

623.84XE051+　XE051+XE03　+ 712-261
327.94XE051　+　XE051　+XE06　+　712-261

会所用

備考品名

1550～2100 1600～2150 1650～2200 取付け不可

780～930 830～980 880～1030 1080～1230

1010～1260 1060～1310 1110～1360 1310～1560

備考

1620～2170 1920～2470 2220～2770 2520～3070

5220～5770

ｴｸｽﾃﾝｼｮﾝ組み合わせ

品　名

3720～4270
4020～4570
4320～4870
4620～5170
4920～5470

掘削幅　ﾊﾟﾈﾙ外寸
（mm）
2820～3370
3120～3670
3420～3970

品名

管路用

長さ  高さ 厚さ  重量
（mm） （mm） （mm） （kg）

概   要

GPL水圧サポート　長尺タイプ

掘削幅 EX05
（ﾊﾟﾈﾙ外寸）（ﾊﾟﾈﾙ外寸）（ﾊﾟﾈﾙ外寸）（ﾊﾟﾈﾙ外寸） 重量

（mm） （mm） （mm） （mm） （kg）

EX30EX10

掘削幅 30EX
（ﾊﾟﾈﾙ外寸）（ﾊﾟﾈﾙ外寸）（ﾊﾟﾈﾙ外寸）（ﾊﾟﾈﾙ外寸） 重量

（mm） （mm） （mm） （mm） （kg）

90EX60EX

（kN）
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ハンドポンプ

ハンドポンプ仕様

cc52大最クーロトス１量出吐ℓ91量容
重量 9kg 使用水量 水圧サポート伸長10cmあたり約0.2ℓ
ホース長さ 3.6ｍ タンク材質 HDPE（高密度ポリエチレン）

添加剤

操作ハンドル

フィルター

ホース

ハンドル

チェック
バルブ

ポンプチューブ

タンク

メールカプラー

蓋
リターンホース

ターンバルブ

フィーメルカプラー

■水圧サポート用不凍液PP

不凍液

■水圧サポートハンドル引掛用 ■水圧サポートハンドル口金用　530L STR Ⅲ

内容量：1.0ℓ
　ハンドポンプ19ℓの水に対して添加剤1本（1ℓ）を
加えてよく混ぜてください。

■水圧サポート添加剤エコタイプⅢ
内容量：2.0ℓ
　寒冷地など周囲温度が2℃以下になる場合は、到達
最低温度に応じて不凍液を入れてください。

（Ⅲ）水圧式及びギア式土留施工法　①水圧サポート
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ご使用の前に

ご使用方法
1.ハンドポンプへの注水と専用添加剤の注入

2.ハンドポンプのエア抜き

専用添加剤

ターンバルブ
（開状態） ターンバルブ

（閉状態）

ホース側 ホース側

タンク側 タンク側

水の流れ

↓

水の流れ
←

・ハンドポンプ全体に土砂が付着していないことを確認してください。土砂が付着していますと、
注水時に土砂がタンクに入り、ハンドポンプのトラブルの原因になります。

・フィーメルカプラーに土砂が付着していないことを確認してください。土砂が付着していると接
続時にＯリングを傷づけたり水漏れを起こすことがありますので、土砂はきれいに取り除いてく
ださい。

・ホースに傷がついていないか確認してください。ホースに傷がありますと、ハンドポンプ昇圧時
にホースが破れることがあります。

・タンクに入れる水は、濁りのないきれいな水（清水）を使用してください。汚水はハンドポンプや
水圧サポートの故障の原因となりますので使用しないでください。

①ハンドポンプのタンク内に水が十分入っていることを確認してください。
②ハンドポンプのメールカプラーにホース先端のフィーメルカプラーを接続します。
③ターンバルブを開状態にします。
④ハンドルを大きく上下に動かし、ホース内のエアを抜きます。
⑤タンクの蓋を開き、水がリターンホース側からとメールカプラー側から流れでることを確認します。
⑥確認ができたらターンバルブと蓋を閉じます。 
　タンク内の水量が少なくなると、空気を吸い込み水を吸い上げにくくなります。 
　その際は、タンクに水を補充して、再度エア抜きを行ってください。

①タンクの蓋を開き、きれいな水を入れます。 
タンクには19リットルの水が入ります。
②19リットルの水に対し、専用添加剤を一瓶 
入れてよくかき混ぜます。
③寒冷期など周囲温度が2℃以下になるような 
場合は、さらに不凍液を入れます。

水圧サポート
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3.フィーメルカプラーとメールカプラーの接続

注意事項

水圧サポート ホース取り外し

メールカプラー

スリーブ

ハンドル口金用

①フィーメルカプラーとメールカプラー各々に土
砂が付着していないかどうか確認し、付着して
いる場合は土砂をきれいに取り除きます。
②フィーメルカプラーの外周のスリーブをホース
側にずらし、メールカプラーに差し込みます。
③スリーブがもとの位置に戻っていれば正常です。
ホースを軽く引っ張り、抜けないか確認します。

・ターンバルブは90°以上回さないでください。・ホース内に圧力が残っているとカプラーのはめ込
みができません。その場合は、ターンバルブを開け、圧力を逃がしてからカプラーをはめ込みます。

1.水圧サポート口金用ハンドルを上図のようにセットし、口金用ハンドルを矢印方向に引くと、フィ
ーメルカプラーが外れます。 このとき、外れたホースが土の上に落ち、フィーメルカプラーに土
砂が付着しないようにもう一方の手でホースを保持してください。
2.ハンドポンプのターンバルブを開け、圧力を逃がしてからフィーメルカプラーをタンク側のメー
ルカプラーにつなぎます。

水圧サポート

水圧サポート
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サポートの取り外し

ハンドポンプ

水圧サポート

ハンドル口金用

1.水圧サポート口金用ハンドルをレールハンドルに上図のようにセットし、口金用ハンドルを矢印
方向に押し出すと、口金用ハンドルがメールカプラーの頭を押し込み、圧力を抜きます。
 圧力が抜かれると水が外部に放出され、水圧サポートが縮みます。
2.口金用ハンドルの引っ掛け部と水圧サポートハンドル引掛用をレールハンドルに引っ掛けて、水圧
サポートを引き上げます。
3.水圧サポート内に残った水をタンクに戻すには、ハンドポンプのフィーメルカプラーを水圧サポ
ートのメールカプラーに接続し、ポンプのターンバルブを開き、水圧サポートを押し縮めてくださ
い。

・水に混ぜる添加剤は純正のものをお使いください。軽油や油圧用潤滑油はシリンダーやハンドポン
プの故障の原因となりますので、けっして使用しないでください。

・ハンドルやタンクの周辺に付着した土砂はよく洗い流してください。また、タンクの中に土砂が
ある場合は、ハンドポンプやシリンダーの不具合となりますので、よく濯いで土砂をきれいに洗
い流してください。

・ハンドポンプを長期間使用しないときは、水を抜き、洗浄・乾燥の上保管してください。

水圧サポート
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水圧サポート

－43－

矢板建込み

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

・必要資格等の確認

・「作業場」を明確に区分することが要求され
ます。（要綱第 10 号 参照）

・建設機械の選定は、地域・環境対策及び、公
衆災害防止の見地から安全に作業できる能力
が要求されます。（要綱第 83 号 参照）注４

準備作業

１．作業場の区分を点検
２．機械、器具、工具の作業開始前点検
・水圧サポート、ハンドポンプの始業点検を実
施し、水漏れ等異常のないことを確認してく
ださい。またハンドポンプにはにごりのない
きれいな水（清水）を使用し、添加剤をあわ
せて使用してください。寒冷期は必要により
不凍液を使用してください。
３．適正な作業者の配置

・掘削した地山の自立が前提です。
・地山掘削作業主任者を選任し、その者に作業
を直接指揮させます。
・車両系建設機械と労働者の接触事故を防止す
るため、機械の作業範囲内への立入禁止措置
を講じます。注５（安衛則第 158 条）
・ダンプトラック等の運搬機械が作業箇所に後
進して接近する場合は誘導員を配置します。
（安衛則第 365 条）
・溝掘削した肩に掘削土砂、機材等を置いたり、
ダンプ等を接近させないよう注意します。
・溝内への墜落を防止する措置を講じます。
 （安衛則第 563 条の 3ﾊ）
・土止め支保工作業主任者を選任し、その者に
作業を直接指揮させます。
・移動式クレーン等を使用するときは、作業者
との接触事故を防止するため、作業半径内へ
の立入り禁止措置を講じます。注２（ｸﾚｰﾝ 則
第 74 条）
・移動式クレーン等を使用するときは、一定の
合図を定め、合図者を指名して合図をさせま
す。注３（ｸﾚｰﾝ 則第 71 条）
・車両系建設機械の主たる用途外使用は、安衛
則第 164 条の適用を受けます。
・矢板と矢板の間に隙間ができないように建て
込みます。
・バケットの打撃による打ち込みをしないでく
ださい。

（１）溝掘削
・所定の深さまで溝掘削します。

 

・計画した延長を掘削します。

（２）矢板の建込み
・矢板を移動式クレーン又はクレーン機能付き
バックホウ等を使用して側壁部に建て込みます。

 

・建て込んだ矢板をバックホウのバケットで所
定の深さまで押し込みます。
・アルミ矢板を使用時は、矢板押し込み金具を
ご使用ください。

（3）水圧サポート施工法  ①水圧サポート

・必要資格等の確認

・作業場の区分（要綱第 15 参照）

・建設機械の使用及び移動（要綱第 34 参照） 

４
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－44－

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

・水圧サポート及び腹起しは、脱落しないよう
に確実に取り付け、必ずチェーン等で落下防
止措置を行って下さい。

・腹起しと水圧サポートが水平かつ直角である
ことを確認します。斜めに設置されますと、
本来の強度（8t型は８０kN／本、１０t型は１００kN
／本）が発揮できません。
 

・ハンドポンプのハンドルを手から離してもハ
ンドルが自然に降りなければＯＫです。
・腹起しと矢板が密着していることを確認します。
・腹起しと矢板に隙間が生じた場合はキャン
バーで塞ぎます。

・ハンドル口金用を
　下図のように手前
　に引き、フィーメ
　ルカプラーを外し
　ます。
 

（３）最上段の腹起し取り付け
・1段目の腹起しを、チェーン等用いて地表面か
ら吊り降ろします。
 

・所定の位置に水平に保持します。

（４）水圧サポート取り付け
・ハンドポンプのホースを水圧サポートに接続
し、腹起しの間隔より５ cm～１０cm短い寸法
に調整します。
・ハンドル（口金用、引
　掛け用）を使って腹起
　しへ直角に設置します。
 

・ハンドポンプを操作し
　て、腹起しを矢板に密
　着させます。（ハンド
　ルが重くなるまでポン
　プアップします。）
 

・ハンドル口金用を使っ
　て、ホースを取り外し
　ます。
 

水圧サポート

矢板

腹起し キャンバー

・水圧サポート及び腹起しは、脱落しないよう
に確実に取り付け、必ず腹起しキャッチャー
やチェーン等で落下防止措置を行って下さ
い。 

腹起しキャッチャーの
ご使用をお勧めします。

水圧サポート
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－45－

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

・掘削溝内への昇降は、はしご等の昇降設備を
設置して、これを用いて行います。（安衛則第
526，527，556 条）

・溝内へ材料、器具、工具等を上げ下ろしする
ときは、つり綱、つり袋等を使用し、投げ入
れ、投げ渡しを行わないでください。

・建て込み中、掘削進行方向の土砂崩壊の恐れ
がある場合は、流砂防止板等で処置してくだ
さい。

・溝内に発生した湧水をくみ上げて処理する場
合は、河川管理者等に届け出て所定の手続き
を経るとともに、土粒子を含む水のくみ上げ
は、少なくとも、沈砂・ろ過施設等を経て排
水することが要求されます。（要綱第 74 号 参
照）

・溝内作業は必ず、支保工の組立てが完了し、
土砂崩壊の危険がなくなってから開始します。

・溝内への墜落を防止するため、墜落防止柵等
の設置が必要です。（安衛則第 563 条の 3ハ）

（５）2段目以降の腹おこし、水圧サポートの取り
　　付け
・掘削底面に専用作業台を置くなどにより、矢
板下部のはらみ等で崩壊することを防止しま
す。

 

（６）延長方向へ連続
・（１）～（５）の作業を溝掘削の延長方向に繰り
返し、掘削、支保工を完成させます。

　　　　　　　　　溝内作業

・支保工の完了後、管布設工事等の溝内作業を
実施します。

土留用アルミ垂直梯子の�
ご使用をお勧めします。�

水圧サポート

クイックフェンスのご使用を�
お勧めします。�

55

支柱フェンスのご使用を
お勧めします。

水圧サポート

・作業場の区域を明確に区分する必要があります。
 （要綱第 15）
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（１）最下段の切梁・腹起し撤去
・埋め戻し土を所定
　の厚さに投入し、
　敷き均し、締め固
　めを行ないます。
・最下段の切梁・腹
　起しの直下まで埋
　め戻し、締め固め
　を完了させます。

・ハンドル口金用を
　下図のようにセッ
　トし、矢印方向に
　押すと水圧サポー
　ト内の水が放出さ
　れサポートが縮み
　ますので、取り外
　し、撤去します。

 ・次に腹起しを撤去します。

（２）上記と同様にして、上段の水圧サポート、
腹起しを撤去し、地表面付近まで埋め戻します。

（３）矢板の引き抜き

支保工の解体・撤去

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

・埋め戻し土の投入前に、溝内に作業員が誰も
いないことを確認します。

・矢板の引き抜きには、専用のクランプ等をご
使用ください。

・矢板の引き抜きは、背面土の摩擦力、粘着力
等により大きな負荷がかかることがあります
ので、クレーン等の選定を考慮してください。

・移動式クレーン等に衝撃荷重が作用すると機
械構造部の破損等、障害発生の原因となりま
す。関係通達（１）等を参考にして作業方法
を決定してください。注5

水圧サポート
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②ギア式サポート

矢板建込み（らくらくギアサポート）

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容
・必要資格等の確認   

・作業場の区分（要綱第15　参照）  
 
・建設機械の使用及び移動（要綱第34 参照） 
  

・掘削した地山の自立が前提です。
・地山掘削作業主任者を選任し、その者に作業
を直接指揮させます。
・車両系建設機械と労働者の接触事故を防止す
るため、機械の作業範囲内への立入禁止措置
を講じます。注４（安衛則第158条） 
・ダンプトラック等の運搬機械が作業箇所に後
進して接近する場合は誘導員を配置します。
（安衛則第365条）
・溝掘削した肩に掘削土砂、機材等を置いた
り、ダンプ等を接近させないよう注意しま
す。
・作業場の区域を明確に区分する必要があります。
 （要綱第15）
・土止め支保工作業主任者を選任し、その者に
作業を直接指揮させます。 
・移動式クレーン等を使用するときは、作業者
との接触事故を防止するため、作業半径内へ
の立入り禁止措置を講じます。注２（ｸﾚｰﾝ則
第74条）
・移動式クレーン等を使用するときは、一定の
合図を定め、合図者を指名して合図をさせま
す。注３（ｸﾚｰﾝ則第74条） 
・車両系建設機械の主たる用途外使用は、安衛
則第164条の適用を受けます。  
    

・矢板と掘削側面の間に隙間ができないように
建て込みます。 
・バケットの打撃による打ち込みをしないでく
ださい。    

準備作業
１．作業場の区分を点検
２．機械、器具、工具の作業開始前点検 
　水圧サポート、ハンドポンプの始業点検を実
施し、水漏れ等異常のないことを確認してくだ
さい。またハンドポンプにはにごりのないきれ
いな水（清水）を使用し、添加剤をあわせて使
用してください。寒冷期は必要により不凍液を
使用してください。   
３．適正な作業者の配置

（１）溝掘削
・所定の深さまで掘削します。

・計画した延長を掘削します。  

（２）矢板の建込み
・矢板を移動式クレーン又はクレーン機能付き
バックホウ等を使用して側壁部に建て込みま
す。

・建て込んだ矢板をバックホウのバケットで所
定の深さまで押し込みます。
・アルミ矢板を使用時は、矢板押し込み金具を
ご使用ください。   
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ギア式サポート

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

（３）最上段の腹起し取付け
・1段目の腹起しを、腹起しキャッチャー等用
いて地表面から吊り降ろします。

・所定の位置に水平に保持します。

（４）らくらくギアサポート取付け
・19mmのラチェットなどで、腹起しの間隔よ
り５cm～10cm短い寸法に調整します。
・ハンドル（口金用、引掛け用）を使って腹起
しへ直角に設置します。   
 
     
 

・水圧サポート及び腹起しは、脱落しないよう
に確実に取り付け、必ず腹起しキャッチャー
やチェーン等で落下防止措置を行って下さ
い。

・腹起しとらくらくギアサポートが水平かつ直
角であることを確認します。斜めに設置され
ますと、本来の強度が発揮できません。

・腹起しと矢板に隙間が生じた場合はキャンバ
ーで塞ぎます。

・建て込んだ矢板をバックホウのバケットで所
定の深さまで押し込みます。  
    
・アルミ矢板を使用時は、矢板押し込み金具を
ご使用ください。   
 
    

腹起しキャッチャーの
ご使用をお勧めします。

矢板

腹起し キャンバー

六角ボルトを
回し、伸縮

掘削溝内へ設置
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ギア式サポート

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

（５）2段目以降の腹起し、らくらくギアサポー
トの取付け
・掘削底面に専用作業台を置くなどにより、矢
板下部のはらみ等で崩壊することを防止しま
す。

    
（６）延長方向へ連続
・（１）～（５）の作業を溝掘削の延長方向に
繰り返し、掘削、支保工を完成させます。

溝内作業
・支保工の完了後、管布設工事等の溝内作業を
実施します。

・掘削溝内への昇降は、はしご等の昇降設備を
設置して、これを用いて行います。（安衛則
第526，527，556条）

・溝内へ材料、器具、工具等を上げ下ろしする
ときは、つり綱、つり袋等を使用し、投げ入
れ、投げ渡しを行わないでください。

・建て込み中、掘削進行方向の土砂崩壊の恐れ
がある場合は、流砂防止板等で処置してくだ
さい。   

・溝内に発生した湧水をくみ上げて処理する場
合は、河川管理者等に届け出て所定の手続き
を経るとともに、土粒子を含む水のくみ上げ
は、少なくとも、沈砂・ろ過施設等を経て排
水することが要求されます。（要綱第55 参照）

・溝内作業は必ず、支保工の組立てが完了し、
土砂崩壊の危険がなくなってから開始しま
す。

・作業場の区域を明確に区分する必要があります。
 （要綱第15）   
    

支柱フェンスのご使用を
お勧めします。

ご使用をお勧めします。

ー130ー



ギア式サポート

支保工の解体・撤去

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

（１）最下段の切梁・腹起し撤去
・埋め戻し土を所定の厚さに投入し、敷き均
し、締め固めを行ないます。
・最下段の切梁・腹起し直下まで埋め戻し、締
め固めを完了させます。 
・19mmのラチェットなどを使用し、らくらく
ギアサポートを縮めます。   
 

 
    

（２）上記と同様にして、上段のらくらくギア
サポート、腹起しを撤去し、地表面付近まで
埋め戻します。

（３）矢板の引き抜き 

・埋め戻し土の投入前に、溝内に作業員が誰も
いないことを確認します。   
 
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    

・矢板の引き抜きには、専用のクランプ等をご
使用ください。    

・矢板の引き抜きは、背面土の摩擦力、粘着力
等により大きな負荷がかかることがあります
ので、クレーン等の選定を考慮してくださ
い。    

・移動式クレーン等に衝撃荷重が作用すると機
械構造部の破損等、障害発生の原因となりま
す。関係通達（１）等を参考にして作業方法
を決定してください。注５   
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－47－

②水圧土留一体型

矢板建込み（水圧土留一体型）

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

・必要資格等の確認

・「作業場」を明確に区分することが要求されま
す。（要綱第 10 号 参照）

・建設機械の選定は、地域・環境対策及び、公
衆災害防止の見地から安全に作業できる能力
が要求されます。（要綱第 83 号 参照）注４

準備作業
１．作業場の区分を点検
２．機械、器具、工具の作業開始前点検
　水圧サポート、ハンドポンプの始業点検を実
施し、水漏れ等異常のないことを確認してくだ
さい。またハンドポンプにはにごりのないきれ
いな水（清水）を使用し、添加剤をあわせて使
用してください。寒冷期は必要により不凍液を
使用してください。
３．適正な作業者の配置

・掘削した地山の自立が前提です。
・地山掘削作業主任者を選任し、その者に作業
を直接指揮させます。
・車両系建設機械と労働者の接触事故を防止す
るため、機械の作業範囲内への立入禁止措置
を講じます。注５（安衛則第 158 条）
・ダンプトラック等の運搬機械が作業箇所に後
進して接近する場合は誘導員を配置します。
（安衛則第 365 条）
・溝掘削した肩に掘削土砂、機材等を置いたり、
ダンプ等を接近させないよう注意します。
・溝内への墜落を防止する措置を講じます。
（安衛則第 563 条の 3ﾊ）
・土止め支保工作業主任者を選任し、その者に
作業を直接指揮させます。
・移動式クレーン等を使用するときは、作業者
との接触事故を防止するため、作業半径内へ
の立入り禁止措置を講じます。注２（ｸﾚｰﾝ 則
第 74 条）
・移動式クレーン等を使用するときは、一定の
合図を定め、合図者を指名して合図をさせま
す。注３（ｸﾚｰﾝ 則第 74 条）
・車両系建設機械の主たる用途外使用は、安衛
則第 164 条の適用を受けます。

・矢板と矢板の間に隙間ができないように建て
込みます。

・バケットの打撃による打ち込みをしないでく
ださい。

（１）溝掘削
・所定の深さまで溝掘削します。

 ・計画した延長を掘削します。

（２）矢板の建込み
・矢板を移動式クレーン又はクレーン機能付き
バックホウ等を使用して側壁部に建て込みます。

 

・建て込んだ矢板をバックホウのバケットで所
定の深さまで押し込みます。
・アルミ矢板を使用時は、矢板押し込み金具を
ご使用ください。

・必要資格等の確認

・作業場の区分（要綱第 15 参照）

・建設機械の使用及び移動（要綱第 34 参照） 

③水圧土留一体型

・作業場の区域を明確に区分する必要があります。
   （要綱第 15）

注 4

（２）矢板の建込み
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作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

・専用の吊り下げロープ（０.５ t 用）を使用しま
す。

・ハンドポンプのハンドルを手から離してもハ
ンドルが自然に降りなければＯＫです。

・水圧土留一体型は、脱落しないように確実に
取り付け、必ずチェーン等で落下防止措置を
行ってください。

・腹起しと矢板が密着していることを確認しま
す。
・腹起しと矢板に隙間が生じた場合はキャン
バーで塞ぎます。

（３）水圧土留一体型の取り付け準備
・ハンドポンプのホースを水圧サポートに接続
し掘削溝幅より５cm～１０cm短い寸法に調整
します。

 
・現場に応じて必要数の水圧土留一体型を準備
します。

（４）上段水圧土留一体型の設置
・（３）で準備した上
　段水圧土留一体型
　を移動式クレーン
　等を用いて、ホー
　スを繋いだままの
　状態で４点吊りし
　ます。
・上段の水圧土留一
　体型を設置計画位
　置へ、水平に設置
　します。
 

・ハンドポンプを操作して、腹起しを矢板に密
着させます。（ハンドルが重くなるまでポンプ
アップします。）
・溝内に落ちないよう保持し、吊りワイヤーを
外します。

（５）下段水圧土留一体型の設置
・掘削底面に専用作業台を置くなどにより、矢
板下部のはらみ等で崩壊することを防止します。

矢板

腹起し キャンバー

水圧土留一体型

・水圧土留一体型は、脱落しないように確実に
取り付け、必ず腹起しキャッチャーやチェーン
等で落下防止措置を行ってください。 

・専用の吊下げロープ（0.5 ｔ用）を使用しま
  す。

・ハンドポンプのハンドルを手から離してもハ
ンドルが自然に降りなければＯＫです。

・水圧土留一体型は、脱落しないように確実に
取り付け、必ず腹起しキャッチャーやチェー
ン等で落下防止措置を行ってください。

 

・腹起しと矢板が密着していることを確認しま
す。

・腹起しと矢板に隙間が生じた場合はキャン
バーで塞ぎます。

腹起しキャッチャーの
ご使用をお勧めします。
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作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

・ハンドポンプのハンドルを手から離してもハ
ンドルが自然に降りなければＯＫです。

・水圧土留一体型は、脱落しないように確実に
取り付け、必ずチェーン等で落下防止措置を
行ってください。

・腹起しと矢板が密着していることを確認しま
す。

・腹起しと矢板に隙間が生じた場合はキャン
バーで塞ぎます。

・建て込み中、掘削進行方向の土砂崩壊の恐れ
がある場合は、流砂防止板等で処置してくだ
さい。

・（３）で準備した下段水圧土留一体型を移動式
クレーン等を用いて、ホースを繋いだままの
状態で４点吊りします。

・（４）で設置した上段水圧土留一体型のサポー
トとサポートの間をくぐらせ、下段の設置位
置までつり降ろします。

 

・ハンドポンプを操作して、腹起しを矢板に密
着させます。（ハンドルが重くなるまでポンプ
アップします。）

・チェーン等を用いて落下防止対策を施し、吊
り下げロープとハンドポンプのフィーメルカ
プラーを取り外します。

（６）延長方向へ連続
・（１）～（５）の作業を溝掘削の延長方向に繰
り返し、掘削、支保工を完成させます。

矢板

腹起し キャンバー

水圧土留一体型

・水圧土留一体型は、脱落しないように確実に
取り付け、必ず腹起しキャッチャーやチェーン
等で落下防止措置を行ってください。 

（６）延長方向へ連続
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作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

・溝内作業は必ず、支保工の組立てが完了し、
土砂崩壊の危険がなくなってから開始します。

・掘削溝内への昇降は、はしご等の昇降設備を
設置して、これを用いて行います。（安衛則第
526，527，556 条）

・溝内へ材料、器具、工具等を上げ下ろしする
ときは、つり綱、つり袋等を使用し、投げ入
れ、投げ渡しを行わないでください。

・溝内への墜落を防止するため、墜落防止柵等
の設置が必要です。（安衛則第 563 条の 3ﾊ）

溝内作業

・支保工の完了後、管布設工事等の溝内作業を
実施します。

土留用アルミ垂直梯子の�
ご使用をお勧めします。�

水圧土留一体型

クイックフェンスのご使用を�
お勧めします。�

支柱フェンスのご使用を
お勧めします。

・ 作業場の区域を明確に区分する必要があります。
  （要綱第 15）
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支保工の解体・撤去

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

・埋め戻し土の投入前に、溝内に作業員が誰も
いないことを確認します。

・矢板の引き抜きには、専用のクランプ等をご
使用ください。

・矢板の引き抜きは、背面土の摩擦力、粘着力
等により大きな負荷がかかることがあります
ので、クレーン等の選定を考慮してください。

・移動式クレーン等に衝撃荷重が作用すると機
械構造部の破損等、障害発生の原因となりま
す。関係通達（１）等を参考にして作業方法
を決定してください。注６

（１）下段水圧土留一体型の取外し準備
・埋め戻し土を所定
　の厚さに投入し、
　敷き均し、締め固
　めを行ないます。
・下段水圧土留一体
　型の直下まで埋め
　戻し、締め固めを
　完了させます。
 

（２）下段水圧土留一体型の取外し
・下段水圧土留一体型に吊り下げロープを４点
に掛け、適当に利かせた状態にします。
・ハンドル口金用を
　セットし、水圧サ
　ポートのメールカ
　プラーを押すと水
　が放出されサポー
　トが縮みますので、
　取り外します。
・上段水圧土留一体
　型のサポートとサ
　ポートの間をくぐ
　らせ、吊り上げ撤
　去します。
 
（３）上段水圧土留一体型の取外し
・上段水圧土留一体型の直下まで埋め戻しを行
ないます。
・上段水圧土留一体型に吊り下げロープを４点
に掛け、適当に利かせた状態で水圧サポート
を縮めたのち、撤去します。

（４）矢板の引き抜き
 

水圧土留一体型

注 5

（ 3 ）上段水圧土留一体型の取外し
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④水圧四面梁

水圧四面梁　取扱説明

◎部材構成と組立て方法        

本製品は次の部材で構成されます。以下の組立て方法に注意してご使用ください。

１．伸縮ユニット内部にあるソケットパットを移動させ 開削幅にあったサイズに合わせ
      連結ピン・Ｒピンで固定します。

●本製品は、伸縮ユニット のソケットパットを移動させることにより ３タイプの伸縮幅で使用する
　ことができます。

水圧四面梁　伸縮ユニット

コーナー金具ASSY

連結ピン・Ｒピン

分岐ホース0.75ｍ

操作ハンドル３４５L

①・②・③の穴ピッチ 

①②③ コーナー金具
ASSY

伸縮ユニット

ソケット
パット

水圧四面梁１Ｓ型 ① 水圧四面梁２Ｌ型 ①
120-162 ② 220-305 ②

③

水圧四面梁１Ｌ型 ① 水圧四面梁３Ｓ型 ①
146-217 ② 260-360 ②

③ ③
水圧四面梁２Ｓ型 ① 水圧四面梁３Ｌ型 ①
171-256 ② 325-425 ②

③ ③ 355 ～ 425

290 ～ 360
325 ～ 395
340 ～ 410

305
260 ～ 330

543～572204～158
～ 192146

～

～ 217

256

品　名 腹起し外寸
（cm）

腹起し外寸
（cm）品　名

235 ～ 290
220 ～ 275

ソケットパット
位置

132 ～ 162
～ 150120

250 ～

171 ～ 226
171

186 ～ 241
201

ソケットパット
位置

1型  12.5cm
2・3型  15.0cm

1型  12.5cm
2・3型  15.0cm
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水圧四面梁

カプラー カプラー

コーナー金具

●エクステンションは固定位置を変更することで、３種類の伸縮長さに対応します。

　使用していない取付穴には、樹脂キャップが裏表の両面に取付けてあります。
　ソケットパットの位置を変更する際は樹脂キャップを取外してご使用ください。
 また、樹脂キャップを取付けてない状態でご使用されますと　砂などが内部に侵入し作動
不良（伸縮不良）の原因になります。

２.伸縮ユニットとコーナー金具を接続する際は、カプラーが対角線上に まとまるように組 
立ててください。分岐ホースがカプラーに届かなくなります。

●水圧ハンドポンプのホース先端に  分岐ホースを取付けると　1台のポンプで２本同時に伸縮ユニット
を作動させることができます。       
     
●どちらか一方のみ作動させたい場合は　分岐ホースの片側を取外してご利用ください。

～ ～ ～ ～
～ ～ ～ ～
～ ～ ～ ～
～ ～ ～ ～
～ ～ ～ ～
～ ～ ～ ～
～ ～ ～ ～
～ ～ ～ ～
～ ～ ～ ～

455

355
370
385

370
385
400

505
520

315
330
345

420

450

425

ＥＸ　800mm ＥＸ　950mm
腹起し外寸（cm）

355
370

440

340 300

340
355

300
315

ＥＸ　650mm

285

490
435

260
275
290
325
340
355

330
345

410
425

360
460

③
①

435

250

440

505

475395

355
370

②
③

290
305

390

規　格 標準寸法
（cm）

235
①
②
③
①
②

395

220 275

３型
ＥＸ

２Ｌタイプ

３Ｓタイプ

３Ｌタイプ

２型
ＥＸ

490405
420 490

315
330

370
405
420

325
340
355

475

410
425

385
410
425

コーナー金具に伸縮ユニットを差込んだら
連結ピンとＲピンで確実に固定してください。

15cm 15cm

エクステンション

連結ピン

水圧四面梁

コーナー金具
ASSY
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水圧四面梁

●加圧していく過程で　２台のポンプの拡
張速度が揃わずうまく矢板に密着できな
い場合は、溝内に作業員がいないことを
確認のうえ、ハンドポンプのターンバル
ブを少しだけ開閉してください。
　シリンダーに内蔵のスプリングが縮み 
伸縮ユニットも縮んできます。
　拡張幅が揃ったところで 再度加圧を行
い４面の矢板に伸縮ユニットを密着させ
てください。

●操作ハンドルには次の３種類の使用方法があります。 

ハンドポンプで加圧し水圧
が掛かっているフィーメル
カプラーを取外す。

① 水圧の掛かっているメール
カプラーの水抜きをする。

② 水圧の掛かっているメール
カプラーに再度フィーメル
カプラーを取付ける。

③

分岐ホース

ハンドポンプ
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四面梁４型腹起し、四面梁５型腹起し

◎部材構成と組立て方法

四面梁4・5型用コーナー金具
ASSY Ⅱ （青）ピン付き

四面梁4・5型用
コーナーアタッチメント（茶） 

4・5型接続用

STダブルサイドレール

コーナーアタッチメント（青）

コーナーアタッチメント
ダブル（青）

分岐ホース0.75m

※水圧サポートは製品に含まれません

四面梁用組立スタンド

1S型 1L型 2S型 2L型 3S型 3L型 3L型＋EX 4型 5型

最 短
最 長
最 短

最 短
最 長

最 長

妻 側 機 種

桁方向
（4型）

妻方向

桁方向
（5型）

（単位: mm）

四面梁４型腹起し  480-700（240kg）

四面梁５型腹起し  630-850（293kg）

5,360
7,360
6,860
8,860

5,400
7,400
6,900
8,900

5,470
7,470
6,970
8,970

1,450
1,870

1,710
2,420

1,910
2,760

2,400
3,250

2,800
3,800

3,450
4,450

4,100
5,400

5,470
7,470

6,970
8,970

（20.4kg）

（4.1kg） （8.0kg） （2.9kg）

（6.5kg）

（12.9kg）

（9.2kg）

水圧四面梁
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4型・5型×1～3型（シングル）
組立方法

①四面梁４・５型腹起しを開削寸法
に応じた幅で四面梁組立スタンド
又は番木の上に置きます。

②内腹起しを必要な長さまで引き
出し、接続ピンで固定します。

③内腹起し端部の外カバーを内側
にスライドします。

④コーナー金具本体とアタッチメン
トを組立てます。

⑤水圧四面梁に、④で組立てたコー
ナー金具を組付けます。

⑥水圧四面梁の両端にコーナー金
具を組付けたら、コーナー金具
の取っ手を使い吊上げます。

⑦四面梁４・５型に、水圧ハンドポンプで
長さを調節しながら⑥を組付けます。

⑧四面梁４・５型の両端に水圧四面梁を組付けたら完成
です。

水圧四面梁
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組立方法
4型・5型×1～3型（ダブル）

①組立て時、四面梁４型と地面の間
は40cm程度のクリアランスを確保
してください。

②組立完了時に下段側になる、水
圧四面梁のカプラーガードの蓋
を外してください。

③内腹起し端部の外カバーを内側
にスライドします。

④コーナー金具本体とアタッチメン
トを組立てます。

⑤アタッチメントと水圧四面梁の
接続時は、必ずカプラーが上下
逆に向くように取り付けてくだ
さい。

⑥水圧ハンドポンプで長さを調節
しながら取付けを行います。
　両サイドに取付けたら完成で
す。

・四面梁4・5型×四面梁4・5型でのコーナー金具は、「四面梁4・5型用コーナーアタッチメント（茶） 4・5
型接続用」を使用してください。

・コーナーアタッチメントダブルを使用する場合、組立時には四面梁用組立スタンドなどを用いて、必ず地
面から40cm程度の高さも確保して作業を行ってください。

・コーナーアタッチメントダブルを使用した場合、水圧四面梁を伸縮する際は必ず上下二段を同時に伸縮し
てください。

・建て込む際は、分岐ホースを四面梁内側に向けて取り付け、ハンドポンプを接続したまま建て込んでくだ
さい。

・四面梁4・5型を腹起しとして使用する場合、現場状況により水圧サポートを「ＳＴダブルサイドレール」
で2段積みした水圧サポートを使用してください。

高さ40cm程 

施工上の注意

水圧四面梁
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水圧四面梁

矢板建込み（水圧四面梁）

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容
・必要資格等の確認

・作業場の区分（要綱第15 参照）

・建設機械の使用及び移動（要綱第34 参照）

（１）水圧四面梁の準備
・水圧四面梁を地上組立てし、準備します。
・組立ては取扱説明を参照ください。  

（２）溝掘削
・所定の深さまで掘削します。

・計画した延長を掘削します。

（３）矢板の建込み
・四隅に矢板を建込みます。次に「腹起しキャ
ッチャー」を１段目に設置する高さ四隅すべ
てに設置します。   
 
    
     
    
   
     
 
   

・掘削した地山の自立が前提です。
・地山掘削作業主任者を選任し、その者に作業
を直接指揮させます。
・車両系建設機械と労働者の接触事故を防止す
るため、機械の作業範囲内への立入禁止措置
を講じます。注４（安衛則第158条） 
・ダンプトラック等の運搬機械が作業箇所に後
進して接近する場合は誘導員を配置します。
 （安衛則第365条） 
・溝掘削した肩に掘削土砂、機材等を置いた
り、ダンプ等を接近させないよう注意します。
・作業場の区域を明確に区分する必要があります。
 （要綱第15）
・土止め支保工作業主任者を選任し、その者に
作業を直接指揮させます。 
・移動式クレーン等を使用するときは、作業者
との接触事故を防止するため、作業半径内へ
の立入り禁止措置を講じます。注２（ｸﾚｰﾝ則
第74条）
・移動式クレーン等を使用するときは、一定の
合図を定め、合図者を指名して合図をさせま
す。注３（ｸﾚｰﾝ則第74条） 
・車両系建設機械の主たる用途外使用は、安衛
則第164条の適用を受けます。
・矢板と掘削側面の間に隙間ができないように
建て込みます。 
・バケットの打撃による打ち込みをしないでく
ださい。   

    
    

作業準備    
１．作業場の区分を点検
２．機械、器具、工具の作業開始前点検 
　水圧サポート、ハンドポンプの始業点検を
実施し、水漏れ等異常のないことを確認して
ください。またハンドポンプにはにごりのな
いきれいな水（清水）を使用し、添加剤をあ
わせて使用してください。寒冷期は必要によ
り不凍液を使用してください。
３．適正な作業者の配置   
 

1m～1.5m矢板

矢板

矢板
腹起し
キャッチャー

受け金具
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水圧四面梁

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

（４）水圧四面梁設置①
・各伸縮ユニットにハンドポンプのホースを接
続しておきます。  
・設置した腹起しキャッチャーに組立てた水圧
四面梁が水平になる様に順に吊り降ろしま
す。

（５）水圧四面梁設置②
・ハンドポンプを繋ぎ加圧して四面梁が矢板に
密着するまで伸ばしてください。

（６）矢板建込み 
・四隅以外の場所に矢板を順に建込んで行きま
す。    
     
   
     
   
    

ハンド
ポンプ

コーナー
金具

伸
縮
ユ
ニ
ッ
ト

矢板

矢板

水圧四面梁

・専用の吊り下げロープ２点セット（０.5ｔ
用）を使用します。
・伸縮ユニットは、脱落しないように確実に取
り付け、必ず腹起しキャッチャーやチェーン
等で落下防止措置を行ってください。

・建て込んだ矢板をバックホウのバケットで所
定の深さまで押し込みます。  
  
・アルミ矢板を使用時は、矢板押し込み金具を
ご使用ください。   
 
     
   

腹起しキャッチャーの
ご使用をお勧めします。
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水圧四面梁

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

・ハンドポンプのハンドルを手から離してもハ
ンドルが自然に降りなければＯＫです。 
    
・腹起しと矢板が密着していることを確認しま
す。    
    
・腹起しと矢板に隙間が生じた場合はキャンバ
ーで塞ぎます。

・溝内作業は必ず、支保工の組立てが完了し、
土砂崩壊の危険がなくなってから開始しま
す。    

・掘削溝内への昇降は、はしご
等の昇降設備を設置して、こ
れを用いて行います。（安衛
則第526，527，556条）  
  
    

    
    
    

（７）二段目以降の水圧四面梁設置
・所定の深さまで掘り進め、腹起しキャッチャ
ーを延長し二段目の水圧四面梁を一段目と同
じ手順で設置してください。

（８）水圧四面梁の伸縮
・ハンドポンプで水圧四面梁が四隅の矢板に密
着するまで押し広げ、さらに設計の深さまで
堀り進めます。    

    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
（９）溝内作業 
・四面梁の設置完了後、深さを確認し底面の基
礎工事などの溝内作業を実施します。 
   
    

ご使用をお勧めします。

合併
浄化槽

ハンド
ポンプ

ハンド
ポンプ

水圧四面梁

矢板

腹起し キャンバー
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水圧四面梁

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

溝内へ材料、器具、工具等を上げ下ろしすると
きは、つり綱、つり袋等を使用し、投げ入れ、
投げ渡しを行わないでください。  
  
・作業場の区域を明確に区分する必要があります。
 （要綱第15）

    

・注意    
　四面梁を吊り下げる際は、コーナー金具にワ
イヤーロープを取付けるようにしてくださ
い。    
 腹起しの青い持ち手に掛けると切れる恐れが
あり危険です。    

    

支柱フェンスのご使用を
お勧めします。

コーナー金具
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支保工の解体・撤去

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

（１）最下段水圧四面梁の取外し準備
・埋め戻し土を所定の厚さに投入し、敷き均
し、締め固めを行ないます。
・最下段水圧四面梁の直下まで埋め戻し、締め
固めを完了させます。

（２）最下段水圧四面梁の移動
・最下段の水圧四面梁に吊下げロープを掛け、
上段の水圧四面梁直下まで引き上げます。
・ハンドルをセットし、水圧サポートのメール
カプラーを押すと水が放出されサポートが縮
みます。
・上段直下まで移動しましたら、再度ハンドポンプ
で四隅の矢板に密着するまで押し広げます。
・最下段水圧四面梁の直下まで埋め戻し、締め
固めを完了させます。
・中段に水圧四面梁を使用している場合は、同
様にして最上段の水圧四面梁直下まで下段の
水圧四面梁を移動します。   
 

（３）最上段水圧四面梁の取外し
・水圧四面梁の直下まで埋め戻し、締め固めを
完了させます。 
・最上段の水圧四面梁に吊下げロープを掛け、
コーナー金具を取り外し、各伸縮ユニットを
撤去します。
・ハンドルをセットし、水圧四面梁のメールカ
プラーを押すと水が放出されサポートが縮み
ます。 

（４）水圧四面梁の取外し
・下段に使用していた水圧四面梁を撤去します。
・吊下げロープを掛け、コーナー金具を取外
し、各伸縮ユニットを撤去します。 
・ハンドルをセットし、水圧サポートのメール
カプラーを押すと水が放出されサポートが縮
みます。    

（５）矢板の引き抜き 

・埋め戻し土の投入前に、溝内に作業員が誰も
いないことを確認します。   
 
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    

・矢板の引き抜きには、専用のクランプ等をご
使用ください。
・矢板の引き抜きは、背面土の摩擦力、粘着力
等により大きな負荷がかかることがあります
ので、クレーン等の選定を考慮してください。
・移動式クレーン等に衝撃荷重が作用すると機
械構造部の破損等、障害発生の原因となりま
す。関係通達（１）等を参考にして作業方法
を決定してください。注５ 

水圧四面梁
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⑤水圧式土留 施工上の注意事項

　安全の為、また修理費・損耗費を最小限に押さえる為、下記の事項に留意し施工していただきます
ようお願いいたします。

～ 水圧土留  編 ～

　

●始業点検を実施してください。   　    
バックホゥのバケットに取り付ける専用フックの溶接部及び専用吊金具は、毎日始業前に点検を行
い、異常のないことを確認してから作業を行なってください。

アルミ矢板
●あて矢板は危険です！        
矢板は土圧による溝内への転倒や変位を防止するため、先端を地中に貫入させて必要な根入れ深さ
を確保してください。
●とび矢板は危険です！
　隙間のない壁面を作るよう留意してください。
●矢板を打撃しないでください。       
矢板建て込みの際は、矢板を打撃しないで下さい。また､必ず押し込み金具を使用してください。
●矢板背面に空間が出来ないよう裏込め等を行なってください。

背面に空間がある場合は、裏込めを行ってください。土砂が崩落する可能性があ
ります。大変危険です！

必要な根入れ深さを確保
してください。

間違った施工例

正しい施工例

根入れのできない所は
矢板下部のはらみ等で
崩壊するのを防ぐ為に
作業台を置く等の措置
を行ってください。

先端を地中に貫入さ
せて必要な根入れ深
さを確保してくださ
い。

土圧等により矢板が
変形する恐れがある
ので必要以上に深く
掘り過ぎないでくだ
さい。

たて込んだ矢板より
も深く掘削しないで
ください。
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水圧式土留 施工上の注意事項

腹起しキャッチャー
●手を挟まないように注意してください。
●受け金具の上に乗って作業等をしないでください。
●腹起しキャッチャー、受け金具は正しく設置してください。

アルミ腹起し
●腹起しキャッチャーやチェーン等で落下防止策
を施してください！

●腹起しと矢板に隙間が生じた場合はキャン
バー等で塞いでください。

●腹起しの上に乗って作業等をしないでください。
　滑落事故につながる恐れがありますので、腹起しの上には乗らないでください。

●引き上げ時は腹起しを撤去後、腹起しキャッチャーを撤去してください。
　腹起しを腹起しキャッチャーに掛けたまま引き上げると落下する恐れがありますので、おやめください。

安全のため腹起しには、必ず腹起しキャッチャー
やチェーン等で落下防止策を施してください。

腹起しキャッチャーは矢板の
谷部分に設置してください。

腹起し

矢板
腹起しキャッチャー

腹起し

矢板
腹起しキャッチャー

矢板の山部分へ掛けないでくだ
さい。山部分に掛けると腹起し
設置の際、隙間が生じます。

受け金具は腹起しキ
ャッチャーへ2箇所、
確実に掛けてください。

腹起し
キャッチャー

隙間 受け金具

腹起し
キャッチャー

受け金具

受け金具を1箇
所で掛けないで
ください。

腹起し
キャッチャー

受け金具

腹起し

受け金具が腹起しキャッチャーに
確実に掛かっていることを確認し
てください。

腹起し
キャッチャー

受け金具

腹起し

腹起しキャッチャー

受け金具

腹起し

腹起し

受け金具の腹起しの取っ手
を引っ掛けないでください。

1箇所の受け金具に複数の
腹起しを乗せないでください。

腹起し1本に対し、腹起しキャッチャー受け金具2箇所で受け、
腹起しが水平になるように設置してください。 腹起しが斜めにならないよう注意してください。

腹起し 腹起し

腹起しキャッチャー 腹起しキャッチャー

腹起しはＧＬ面と水平に設置してください。

腹起し

矢板

キャンバー
腹起し

腹起しキャッチャー
矢板
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水圧式土留 施工上の注意事項

水圧サポート
●始業点検を実施してください。        
　水圧サポートを使用する際は、始業点検を実施し、異常のないことを確認の上ご使用ください。
 （特に水漏れの有無）        
●サポートの上に乗って作業等をしないで下さい。       
　滑落事故につながる恐れがありますので、サポートの上には乗らないでください。 
●手を挟まないよう注意してください！       

水圧土留一体型（水圧サポート＆腹起し一体セット） 
●腹起しキャッチャーやチェーン等で落下防止策を施してください！     
　安全のため腹起しには、必ず腹起しキャッチャーやチェーン等で落下防止策を施してください。
●アイボルトの緩みがないことを確認してください。       
　一体型の設置・撤去時は、アイボルトにワイヤーやチェーンをフックでセットしクレーン等でつります。
　あらかじめアイボルトに緩みがないことを確認してください。   
●腹起しと矢板に隙間が生じた場合はキャンバー等で塞いでください。 
●サポート、腹起しの上に乗って作業等をしないで下さい。      
　滑落事故につながる恐れがありますので、サポートや腹起しの上には乗らないでください。

●許容荷重以下で使用してください。       
　許容荷重はシリンダー１本につき８tタイプは８０kN、１０tタイプは１００kNです。
●水圧サポート設置後確認してください。       
　水圧サポートサイドレール・腹起し・矢板が密着しているか、水漏れがないかを確認してください。
●水圧サポート設置後、カプラーの先端に衝撃を与えないでください！    
    

　水圧サポートのサイドレー
ルは自由に動きます。手を挟
まないよう注意してくださ
い。 
　また、石・砂を挟まないよ
う注意してください。部品が
破損する恐れがあります。            

○ ○

× ×

断面図 平面図

　水漏れによる
圧力低下の原因
となり大変危険
です。

●水圧サポートは腹起しに対して直角且つ
水平に設置してください。 
　斜めに設置されますと本来の強度が発
　揮できません。

●適切なサイズのサポートをご使用ください。
　水圧サポートを伸ばすとシリンダーの黄色
と赤のマーキングが表れます。これは水圧サ
ポートの伸長の限界を示す物で、赤いマーキ
ングが最大許容ストロークを示しています。
これを超えた場合、安全のためシリンダーの
水噴出穴から水が噴き出します。  

●添加剤が誤って目や口等に入った場合は直ち
に水で洗浄してください。   
痛みや吐き気等が持続するようならば医師
の診断を受けてください。 
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水圧式土留 施工上の注意事項

水圧四面梁
●本製品を使用する際は、始業点検を実施し、異常のない（水漏れ）ことを確認のうえご使用ください。  
●本製品の上に乗って作業などをしないでください。滑る恐れがあり危険です。

●本製品を設置後、カプラーの先端に衝撃を与えないでください。水漏れによる圧力低下の原因となり大
変危険です。

●コーナー金具に接続された伸縮ユニットは自在
に稼動します。コーナー金具と伸縮ユニットの
間に手足を挟まないよう注意してください。

●ハンドポンプから水を送り込み加圧させた状態
の本製品に、バタ角などをあて、押し込むこと
は絶対に行わないでください。シリンダーの内
圧が極端に上昇し内蔵されている水圧サポート
が破損する恐れがあります。

●本製品を設置後は「腹起しキャッチャー」や「チェーン」などで落下防止措置を行ってください。
●本製品はできるだけ水平になるように設置してください。斜めに設置されますと本来の強度が発揮でき
ません。
●加圧した状態の本製品に　再度ハン
ドポンプのフィーメルカプラを接続す
る際は、ハンドポンプのターンバルブ
を必ず《加圧方向》にしてから接続し
てください。ターンバルブが減圧方向
のままポンプの再接続を行うと、サポ
ート内のバネにより急激に縮み大変危
険です！

水圧四面梁

手を入れるな！

石・砂等を挟まないように
注意してください。部品が
破損する恐れがあります。

指・手等を挟まれけがを
する恐れが有ります。

警
告

ターンバルブ
減圧方向
キケン

ターンバルブ
加圧方向

水圧四面梁
施工上の注意事項

加圧状態の水圧四面梁にハンドポンプ
を接続する際は、ターンバルブを必ず
図の方向（加圧方向）に向けてください。
減圧方向になっているとサポート内の
バネにより急激に縮みます。

大
変
危
険
で
す

水圧四面梁を減圧（縮める）際は溝内に作業
員がいないことを確認のうえ行ってくださ

操作ハンドルでハンドポンプを再接続

危険！ターンバルブ
加圧方向

ターンバルブ
減圧方向
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●本製品を減圧（縮める）する際は、溝内に作業員がいないことを確認のうえ行ってください。
●本製品を使用するにあたり、強度計算書が必要な場合は　弊社営業担当者までご依頼ください。
●ご使用に際して、本製品に掘削機のバケットやアームなどを接触させないように十分にご注意ください。
●水圧四面梁をご返却の際は、各ユニットごとにばらし縮めた状態で、返却をお願いします。

水圧ハンドポンプ 
●始業点検を実施してください
　・水圧ハンドポンプを使用する際は、始業点検を実施し、異常のないことを確認の上ご使用ください。

●ターンバルブは９０°以上回さないでください。 

●ホース内に圧力が残っているとカプラーのはめ込みが出来ません。 
　ターンバルブを開け、圧力を逃してからカプラーをはめ込みます。 

「安全管理」
●土留未設置の溝内には絶対に立ち入らないでください。
　土砂の崩落により重大な事故につながる危険があります。 
●たて込み中、掘削進行方向の土砂崩落の恐れがある場合は、流砂防止板等で処置してください。
●掘削溝内への昇降は、はしご等の昇降設備を設置して行ってください。
●溝内への墜落を防止するため、墜落防止柵等の設置を行ってください。
●土質の状況に応じた施工方法を検討してください。
　軟らかい粘性土地盤ではヒービング、地下水位の高い砂質土地盤ではボイリングに注意し、事前に
作業場の諸事情の調査、検討と適切な防止対策を行ってください。
●土留機材を改造して使用することはおやめください。
　事故につながる危険がありますので、土留機材を改造して使用することはおやめください。
●土留機材を用途以外のことに使用しないでください。
　土留機材は適切な使用方法を守ってください。用途以外のことを行いますと事故につながる危険が
ありますので、おやめください。      
●施工時は労働安全衛生規則・土止め先行工法等、関係法令を遵守した安全確保を行なってください。 
        

ターンバルブ
（開状態）

ターンバルブ
（閉状態）

水圧式土留 施工上の注意事項
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⑥水圧式及びギア式土留部材・重量表

水圧サポート

らくらくギアサポート

80

型式

100
延長
ﾁｭｰﾌﾞ
式

100

ｴｸｽﾃﾝ
ｼｮﾝ式

82

67

56

型　式

80.0

N33-47WS
 
N44-69WS
 
N56-92WS
 

N85-140WS
 

N132-223WS
 

N236-272WS
 

N272-308WS
 

N200-250WS
 

33

44

56

85

132

236

272

200

230

260

290

320

350

47

69

92

140

223

272

308

250

280

310

340

370

400

7.2

7.6

8.8

11.0

14.0

31.6

35.3

29.9

33.8

35.2

38.6

40.0

43.4

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

130×80
130×120
130×80
130×120
130×80
130×120
130×80
130×120
130×80
130×120
130×80
130×120
130×80
130×120
130×80
130×120
130×80
130×120
130×80
130×120
130ｘ80
130ｘ120
130ｘ80
130ｘ120
130ｘ80
130ｘ120

49
57
60
68
72
80
101
109
148
156
252
260
288
296
216
224
246
254
276
284
306
314
336
344
366
374

63
71
85
93
108
116
156
164
239
247
288
296
324
332
266
274
296
304
326
334
356
364
386
394
416
424

～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～

57
65
68
76
80
88
109
117
156
164
260
268
296
304
224
232
254
262
284
292
314
322
344
352
374
382

71
79
93
101
116
124
164
172
247
255
296
304
332
340
274
282
304
312
334
342
364
372
394
402
424
432

～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～

適応切梁幅
（cm）

重量
（kg）

許容軸力
（kN） 

使用腹起し
型式

腹起し外寸
（cm）

矢板外寸（ｱﾙﾐ矢板）
（cm）

適応切梁幅
（cm）

重量
（kg）

許容軸力
（kN） 

使用腹起し
型式

腹起し外寸
（cm）

矢板外寸（ｱﾙﾐ矢板）
（cm）

らくらくｷﾞｱｻﾎﾟｰﾄ 38- 50

らくらくｷﾞｱｻﾎﾟｰﾄ 46- 66

らくらくｷﾞｱｻﾎﾟｰﾄ 56- 86

らくらくｷﾞｱｻﾎﾟｰﾄ 72-112

らくらくｷﾞｱｻﾎﾟｰﾄ 87-144

らくらくｷﾞｱｻﾎﾟｰﾄ 124-183

らくらくｷﾞｱｻﾎﾟｰﾄ 158-217

らくらくｷﾞｱｻﾎﾟｰﾄ 191-250

38～50

46～66

56～86

72～112

87～144

124～183

158～217

191～250

130×80
130×120
130×80
130×120
130×80
130×120
130×80
130×120
130×80
130×120
130×80
130×120
130×80
130×120
130×80
130×120

 54 ～ 66
 62 ～ 74
 62 ～ 82
 70 ～ 90
 72 ～ 102
 80 ～ 110
 88 ～ 128
 96 ～ 136
103 ～ 160
111 ～ 168
140 ～ 199
148 ～ 207
174 ～ 233
182 ～ 241
207 ～ 266
215 ～ 274

 62 ～ 78
 70 ～ 82
 70 ～ 90
  78 ～ 98
 80 ～ 110
 88 ～ 118
 96 ～ 136
104 ～ 144
111 ～ 168
119 ～ 176
148 ～ 207
156 ～ 215
182 ～ 241
190 ～ 249
215 ～ 274
223 ～ 282

6.9

7.5

8.3

9.5

10.8

12.9

14.9

16.7

 

N200-250WS
+30EX

N200-250WS
+60EX

N200-250WS
+90EX

N200-250WS
+150EX

N200-250WS
+30EX+90EX
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水圧土留一体型

水圧四面梁

腹起し
A7003S-T5
引張強さ
285N/mm2以上
(2900kgf/cm2以上）
耐力
245N/mm2以上
(2500kgf/cm2以上）
伸び
10％以上

材　質

80
（水圧サ
ポート）

３型

４型

５型

３Ｓタイプ
260-360 272 63.3

３Ｌタイプ
325-425 303 70.9

２型

２Ｓタイプ
171-256 217 49.5

２Ｌタイプ
220-305 241 55.1

１Ｌタイプ
116 24.3

縦×横
12.7×
14.3

縦×横
11.0×
12.3

180.63 180.7

縦×横
11.6×
10.1

縦×横
10.0×
8.9

60.25 55.44１型

１Ｓタイプ
120-162 99.2 19.2

腹起し断面係数 伸縮
方式

腹起し寸法
規　格

形  式

256.7

771.0

70

材  質

31.7

41.1

腹起し
A6061S-T6
引張強さ
265N/m㎡以上
（2700kgf/c㎡以上）
耐力
245N/m㎡以上
（2500kgf/c㎡以上）
伸び
8％以上

61.2

121.5

146-217

腹起し外寸
（cm）

腹起し外寸
（cm）

矢板外寸
（ｱﾙﾐ矢板）
（cm）  

重量
（kg）

断面積
（cm２）

断面二次
ﾓｰﾒﾝﾄ
（cm4） 

断面
係数
（cm3）

ﾔﾝｸﾞ率
（kN/mm2）

E300L44-69W2S 
E300L56-92W2S 
E300L85-140W2S 
E180L132-223W2S 
NS300L44-69W2S 
NS300L56-92W2S 
NS300L85-140W2S 
NS180L132-223W2S 

45 
57 
86 
133 
55 
67 
96 
143 

70 
93 
141 
224 
80 
103 
151 
234 

～
～
～
～
～
～
～
～

53 
65 
94 
141 
63 
75 
104 
151 

78 
101 
149 
232 
88 
111 
159 
242 

62.9
64.9
69.0
56.6
78.0
80.0
84.1
65.7

～
～
～
～
～
～
～
～

水圧式
（バネ
内蔵)

許容軸力
（kN）外 内 外 内

１本
重量

セット
重量

①
②
①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

120
132
146
158
171
171
186
201
220
235
250
260
275
290
325
340
355

150
162
192
204
217
226
241
256
275
290
305
330
345
360
395
410
425

～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～

（kg） （cm） （cm）（cm3）（cm3）（kg）

480-700

630-850

536 747 1050 240～

676 897 1261 292.7～

縦×横
21.2×
22.7

縦×横
18.7×
18.6

859.3 502.5

嵌合式
(50mm
ピッチ) －

A6061S-T6
引張強さ
265Ｎ/mm2以上
(2700kgf/cm2以上）
耐力
245Ｎ/mm2以上
(2400kgf/cm2以上）
伸び
８％以上

水圧式及びギア式土留部材・重量表
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水圧式及びギア式土留部材・重量表

水圧ハンドポンプ

品　名 重量
（kg）

容量
（㍑）

水圧ﾊﾝﾄﾞﾎﾟﾝﾌﾟ樹脂ﾀﾝｸ19L 9.0 19

ﾎｰｽ長さ（ｍ）

3.6

水圧四面梁２・３型エクステンション65-95

※エクステンションの接続は１Ｓ・１Ｌ・２Ｓにはご使用になれません

材 質

２型
ＥＸ

３型
ＥＸ

規格
腹起し外寸（cm）標準寸法

（cm）

17.8
縦×横
11.0×12.3

180.7

A7003S-T5
引張強さ
285N/m㎡
以上
（2900kgf/
c㎡以上）
耐力
245N/m㎡
以上
（2500kgf/
c㎡以上）
伸び
10%以上

２Ｌタイプ

３Ｓタイプ

３Ｌタイプ

①

②

③

①

②

③

①

②

③

220

235

250

260

275

290

325

340

355

275

290

305

330

345

360

395

410

425

～

～

～

～

～

～

～

～

～

285

300

315

325

340

355

390

405

420

340

355

370

395

410

425

460

475

490

～

～

～

～

～

～

～

～

～

300

315

330

340

355

370

405

420

435

355

370

385

410

425

440

475

490

505

～

～

～

～

～

～

～

～

～

315

330

345

355

370

385

420

435

450

370

385

400

425

440

455

490

505

520

～

～

～

～

～

～

～

～

～

重量
（kg/本）

断面係数
（cｍ３）

腹起し寸法
（cm）ＥＸ　650mm ＥＸ　800mm ＥＸ　950mm
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腹起しキャッチャー

型　式 長さ
（cm）

重量
（kg）

 腹起しｷｬｯﾁｬｰ 基本
 腹起しｷｬｯﾁｬｰ 中延長
 腹起しｷｬｯﾁｬｰ 下延長
 腹起しｷｬｯﾁｬｰ 80受け金具
 腹起しｷｬｯﾁｬｰ 120受け金具
 腹起しｷｬｯﾁｬｰ 150受け金具
 腹起しｷｬｯﾁｬｰ 160受け金具
 腹起しｷｬｯﾁｬｰ強力型 基本
 腹起しｷｬｯﾁｬｰ強力型 中延長
 腹起しｷｬｯﾁｬｰ強力型 250受金具Ⅱ

98
98
98
-
-
-
-
98
98
-

1.2
1.1
1.0
0.5
0.5
1.0
1.1
3.0
3.1
4.8

11.0
12.0
18.0
24.0
15.0
17.0
25.0
33.0 70

22.5 60.8

120.0

材　質品　名

249.4

31.1 732.2

ｱﾙﾐ腹起し 130×80×1800
ｱﾙﾐ腹起し 130×80×2000
ｱﾙﾐ腹起し 130×80×3000
ｱﾙﾐ腹起し 130×80×4000
ｱﾙﾐ腹起し 130×120×1800
ｱﾙﾐ腹起し 130×120×2000
ｱﾙﾐ腹起し 130×120×3000
ｱﾙﾐ腹起し 130×120×4000

ｱﾙﾐ腹起し　140×160×6000

長さ
（ｍ）

重量
（kg）

断面積
（cm2）

断面二次
ﾓｰﾒﾝﾄ
（cm4）

断面係数
（cm3）

ﾔﾝｸﾞ率
（kN/mm2）

1.8
2.0
3.0
4.0
1.8
2.0
3.0
4.0

6.0 68.5 42.3 1721.9 215.2

A6005CS-T6
(A6N01S-T6）
引張強さ
265Ｎ/mm２以上
(2700kgf/cm2以上）
耐力
235Ｎ/mm２以上
(2400kgf/cm2以上）
伸び
８％以上

A6061S-T6
引張強さ
265Ｎ/mm２以上
(2700kgf/cm2以上）
耐力
245Ｎ/mm２以上
(2400kgf/cm2以上）
伸び
８％以上

腹起し
A7003S-T5
引張強さ
285N/mm2以上
(2900kgf/cm2以上）耐力
245N/mm2以上
(2500kgf/cm2以上）伸び
10％以上

A6061S-T6
引張強さ
265Ｎ/mm２以上
(2700kgf/cm2以上）耐力
245Ｎ/mm２以上
(2400kgf/cm2以上）伸び
８％以上

アルミ腹起し

スライド腹起し1型　1000-1800
(外：116ｘ101、内：100ｘ89）

四面梁４型腹起し　480-700
四面梁５型腹起し　630-850 
(外：212ｘ227、内：187ｘ186）

外

内

外

内

1.0～
1.8

４型
4.8～
7.0
５型
6.3～
8.5

240

13.6

21.9 304.3 60.25

21.0 248.0 55.44

117.3 9753 859.3

87.3 4673 502.5

水圧式及びギア式土留部材・重量表
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矢板支柱フェンス

フェンス支柱110
伸縮横桟180-320
伸縮横桟120-200
伸縮横桟80-130
コンテナ（バケット付）

矢板用支柱クランプ

シートパイル用
支柱クランプ

品　名

横桟径　内パイプφ25.4
外パイプφ31.8

備　考重量
（kg）適   応 寸法

(mm)

ブレード取付け時
ブレード取外し時
ブレードＬ取付け時
ブレードＭ取付け時
ブレードＳ取付け時
ブレード取外し時

横桟取付け位置（支柱下より）

収納可能数

伸縮長
（支柱芯間寸法）

1.64
1.6
2.2
2.2
2.2
2.1
3.3
3.3
2.4
1.5
36

3.0～7.0
9.0～13.0
7.0～12.0
11.0～16.0
14.0～19.0
24.0～29.0
600と1050
1800～3200
1200～2000
800～1300

クランプ24個・支柱30本程度・伸縮横桟40本程度

アルミ矢板や軽量鋼矢板
クイック土留や本矢板

支柱径　φ48.6

アルミ矢板セクション付

アルミ矢板
8.210.2)付ﾝｮｼｸｾ(0.2-KSK
0.615.2)付ﾝｮｼｸｾ(5.2-KSK
2.910.3)付ﾝｮｼｸｾ(0.3-KSK
4.225.3)付ﾝｮｼｸｾ(5.3-KSK
6.520.4)付ﾝｮｼｸｾ(0.4-KSK

アルミコーナー矢板
6.310.2)付ﾝｮｼｸｾ(0.2-KSK
715.2)付ﾝｮｼｸｾ(5.2-KSK
4.020.3)付ﾝｮｼｸｾ(0.3-KSK
8.325.3)付ﾝｮｼｸｾ(5.3-KSK
2.720.4)付ﾝｮｼｸｾ(0.4-KSK

型　式

70

7022.6

20.642.0

45.8

23.6

25.2

材　質重量
（kg）

断面積
（cm２）

断面
係数
（cm3）

ﾔﾝｸﾞ率
（kN/mm2）

長さ
（ｍ）

断面二次
ﾓｰﾒﾝﾄ
（cm4）

A6061S-T6
引張強さ
265Ｎ/mm２以上
（2700kgf/cm2以上）
耐力
245Ｎ/mm２以上
（2500kgf/cm2以上）
伸び
８％以上

アルミ矢板

0.010.2
5.215.2
0.510.3
5.715.3
0.020.4
7.110.2
6.415.2
6.710.3
5.025.3
4.320.4

21.4 70

7024.1

18.5

48.321.7

42.8

材　質型　式

A6061S-T6
引張強さ
265Ｎ/mm２以上
（2700kgf/cm2以上）
耐力
245Ｎ/mm２以上
（2500kgf/cm2以上）
伸び
８％以上

重量
（kg）

断面積
（cm２）

断面
係数
（cm3）

ﾔﾝｸﾞ率
（kN/mm2）

長さ
（ｍ）

断面二次
ﾓｰﾒﾝﾄ
（cm4）

ｱﾙﾐ矢板 NAWS-2.0
ｱﾙﾐ矢板 NAWS-2.5
ｱﾙﾐ矢板 NAWS-3.0
ｱﾙﾐ矢板 NAWS-3.5
ｱﾙﾐ矢板 NAWS-4.0
ｱﾙﾐ矢板 NADS-2.0
ｱﾙﾐ矢板 NADS-2.5
ｱﾙﾐ矢板 NADS-3.0
ｱﾙﾐ矢板 NADS-3.5
ｱﾙﾐ矢板 NADS-4.0

本矢板やＨ鋼

水圧式及びギア式土留部材・重量表
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（Ⅳ）パイプサポート施工法　①パイプサポート

パイプサポート　施工手順

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容
準備作業
１．器具、工具の作業開始前点検  
２．適正な作業者の配置  

ⅰ．パイプレーザーでの施工方法
（１）パイプレーザーを使いパイプサポートをお
およその位置に取付け、パイプホルダーを専
用ターゲットを見ながら上下左右に移動させ
正確な位置に固定します。

（２）パイプをラチェット式ベルトでパイプサポ
ートにしっかりと固定します。

（３）パイプレーザーのターゲットでパイプの位
置を確認します。

・クイック土留又は、矢板建込みにより掘削、
支保工を完成します。
 （クイック土留、矢板建込み施工法を参照く
ださい。）    
    
・掘削溝内への昇降は、はしご等の昇降設備を
設置して、これを用いて行います。（安衛則
第526，527，556条）   
 
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    

・溝内へ材料、器具、工具等を上げ下ろしする
ときは、つり綱、つり袋を使用し、投げ入
れ、投げ渡しを行わないでください。 
    
・パイプサポートは最長でも約２ｍ間隔で設置
して下さい。現場状況に応じて間隔をせまく
して下さい。    
    
・パイプホルダーを交換することにより、リブ
パイプにも使用できます。   
 
    

・必要資格等の確認

（４）へ 
（161 ページへ） 

ご使用をお勧めします。

管芯
位置

パイプ
レーザー

パイプサポート勾配の付いた
レーザー光マンホール

ターゲット

パイプサポート

パイプ
レーザー

マンホール
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パイプサポート　施工手順

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容
準備作業
１．器具、工具の作業開始前点検  
２．適正な作業者の配置  

ⅱ．オートレベルとトランシットでの施工方法
（１）パイプサポートをおおよその位置に設置
し、パイプをラチェット式ベルトでしっかり
と固定します。    
    

（２）トランシットを使用し、通り芯を確認しま
す。その際管芯器と下げ振りを併用します。
　下げ振りに合わせて、パイプサポートの左右
位置決めハンドルにて通りを確定します。 
   

（３）オートレベルを使用して高さを決めます。
　管上にスタッフを立て直接高さを読みなが
ら、パイプサポートの上下位置決めハンドル
でパイプの位置を固定します。
    
    
    

・クイック土留又は、矢板建込みにより掘削、
支保工を完成します。
 （クイック土留、矢板建込み施工法を参照く
ださい。）    
    
・掘削溝内への昇降は、はしご等の昇降設備を
設置して、これを用いて行います。（安衛則
第526，527，556条）   
 
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    

・溝内へ材料、器具、工具等を上げ下ろしする
ときは、つり綱、つり袋を使用し、投げ入
れ、投げ渡しを行わないでください。 
    
・パイプサポートは最長でも約２ｍ間隔で設置
して下さい。現場状況に応じて間隔をせまく
して下さい。    
    
・パイプホルダーを交換することにより、リブ
パイプにも使用できます。   
 
    

・必要資格等の確認

（４）へ 
（161 ページへ） 

ご使用をお勧めします。

オートレベル

パイプサポート

GL

マンホール

パイプサポート

トランシット

GL

マンホール

パイプサポート
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パイプサポート

パイプサポート　施工手順

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容
準備作業
１．器具、工具の作業開始前点検  
２．適正な作業者の配置   

ⅲ．丁張りでの施工方法
（１）図のようにして水糸を逃がして張ります。
　　（図の寸法は一例です。）
  

（２）パイプサポートを設置し、パイプをラチェ
ット式ベルトでしっかり固定します。

    
（３）通りと高さを水糸で確認して調整します。 
   

・クイック土留又は、矢板建込みにより掘削、
支保工を完成します。
 （クイック土留、矢板建込み施工法を参照く
ださい。）    
    
・掘削溝内への昇降は、はしご等の昇降設備を
設置して、これを用いて行います。（安衛則
第526，527，556条）   
 
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    

・溝内へ材料、器具、工具等を上げ下ろしする
ときは、つり綱、つり袋を使用し、投げ入
れ、投げ渡しを行わないでください。 
    
・パイプサポートは最長でも約２ｍ間隔で設置
して下さい。現場状況に応じて間隔をせまく
して下さい。    
    
・パイプホルダーを交換することにより、リブ
パイプにも使用できます。   
 
    

・必要資格等の確認

（４）へ 
（161 ページへ） 

ご使用をお勧めします。

パイプサポート

水糸
丁張り

マンホール

丁張り

300㎜の逃げ 水糸を
張る位置

塩ビ管100㎜
リブ管103㎜
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パイプサポート

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容
（４）砂をパイプの天端付近まで埋め戻し、専用
バイブレーターでしっかりと締め固めます。 
   
    
    
    
    
    
    
 
   
    
    
    
    
（５）測量器でパイプの位置を確認し砂をパイプ
天端プラス１５～２０cm埋め戻します。 
   
    
    
    
    
 
   
    

   
    
    
    
（６）パイプを固定していたベルトの端を上に引
っ張りサポートとパイプの固定を解除しサポ
ートを取外します。後は通常通り所定の深さ
ごとに埋め戻し締め固めを繰り返します。 
   
    
    
    

・砂締めバイブレーター２８ＤＴＫのご使用を
お勧めします。    

溝内へ材料、器具、工具等を上げ下ろしすると
きは、つり綱、つり袋等を使用し、投げ入れ、
投げ渡しを行わないでください。  
    
・作業場の区域を明確に区分する必要があります。
 （要綱第15）
   
    
    
    
    
    
    
    
※清掃等でベルトを外す場合は、図のようにラ
チェットのロックを人差し指で押さえながら
外側へ広げ、ベルトを引いてください。 
   
    
    
    
    
    
    
    

※ベルトがはずしにくい場合   
 パイプサポート撤去時に、ベルトを手で引い
ても留め金具が外れにくい場合は工具などを使
用して、はずしてください。
　下図のように留め金具と受け金具の凸部分の
間に工具などを挿入し、上へ引き上げ留め具を
はずしてください。ハンマー等で叩くと破損す
る恐れがありますので、ご注意ください。

クイックフェン
スのご使用をお
勧めします。

留め金具

工具

受け金具

15～20㎝

留め金具
解除

（AL2型パイプサポート）

ー161ー



パイプサポート　施工手順

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容
準備作業
１．器具、工具の作業開始前点検  
２．適正な作業者の配置  

ⅰ．オートレベルとトランシットでの施工方法
（１）パイプサポートをおおよその位置に設置
し、パイプをクランプで固定します。

（２）トランシットを使用し、通り芯を確認しま
す。その際管芯器と下げ振りを併用します。下
げ振りに合わせて、パイプサポートの左右位
置決めハンドルにて通りを確定します。

（３）オートレベルを使用して高さを決めます。
管上にスタッフを立て直接高さを読みなが
ら、パイプサポートの上下位置決めハンドル
でパイプの位置を固定します。

・クイック土留又は、矢板建込みにより掘削、
支保工を完成します。
 （クイック土留、矢板建込み施工法を参照く
ださい。）    
    
・掘削溝内への昇降は、はしご等の昇降設備を
設置して、これを用いて行います。（安衛則
第526，527，556条）   
 
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    

・溝内へ材料、器具、工具等を上げ下ろしする
ときは、つり綱、つり袋を使用し、投げ入
れ、投げ渡しを行わないでください。 
    
・パイプサポートは最長でも約２ｍ間隔で設置
して下さい。現場状況に応じて間隔をせまく
して下さい。    
    
・パイプホルダーを交換することにより、リブ
パイプにも使用できます。 

・パイプレーザー用ターゲットを取付けること
ができませんので、ご注意ください。
    

・必要資格等の確認

（４）へ 
（164 ページへ） 

ご使用をお勧めします。

オートレベル

パイプサポート

GL
マンホール

パイプサポート

トランシット

GL
マンホール

②パイプサポート　クランプ式
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パイプサポート　施工手順

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容
準備作業
１．器具、工具の作業開始前点検  
２．適正な作業者の配置  

ⅱ．丁張りでの施工方法
（１）図のようにして水糸を逃がして張ります。　
　（図の寸法は一例です。）

（２）パイプサポートを設置し、パイプをパイプホ
ルダーで固定します。

（３）通りと高さを水糸で確認して調整します。

・クイック土留又は、矢板建込みにより掘削、
支保工を完成します。
 （クイック土留、矢板建込み施工法を参照く
ださい。）    
    
・掘削溝内への昇降は、はしご等の昇降設備を
設置して、これを用いて行います。（安衛則
第526，527，556条）   
 
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    

・溝内へ材料、器具、工具等を上げ下ろしする
ときは、つり綱、つり袋を使用し、投げ入
れ、投げ渡しを行わないでください。 
    
・パイプサポートは最長でも約２ｍ間隔で設置
して下さい。現場状況に応じて間隔をせまく
して下さい。    
    
・パイプホルダーを交換することにより、リブ
パイプにも使用できます。 

・パイプレーザー用ターゲットを取付けること
ができませんので、ご注意ください。
    

・必要資格等の確認

（４）へ 
（164 ページへ） 

ご使用をお勧めします。

丁張り

100㎜上げ
300㎜の逃げ 水糸を

張る位置

パイプサポート
水糸

丁張り

マンホール

パイプサポート　クランプ式
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・砂締めバイブレーター２８ＤＴＫのご使用を
お勧めします。    

溝内へ材料、器具、工具等を上げ下ろしすると
きは、つり綱、つり袋等を使用し、投げ入れ、
投げ渡しを行わないでください。  
    
・作業場の区域を明確に区分する必要があります。
 （要綱第15）
   
    
    
    
    
    
    
    

作業上の留意事項（参照法令等）作業内容

クイックフェン
スのご使用をお
勧めします。

15～20㎝

フック

レバー

（４）砂をパイプの天端付近まで埋め戻し、専用バ
イブレーターでしっかりと締め固めます。

    
    
    
    
    
    
 
   
    
    
    
    
（５）測量器でパイプの位置を確認し砂をパイプ
天端プラス１５～２０cm埋め戻します。 
   
    
    
    
    
 
   
    

   
    
    
    
（６）受け金具のフックを上げてからレバーを開
放し、サポートを取り外します。あとは通常通
り所定の深さごとに埋戻し、締固めを繰り返
します。   
    
    
    

パイプサポート　クランプ式
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ＡＬ２型パイプサポート　65-142

施工方法に合わせて、パイプ固定位置が変えられます。
パイプホルダーの取り付け向きを変えることにより、縦ネジの中心に対して芯振り位置にパイプを
固定することが可能です。
芯振り位置では水糸をパイプの中心位置にセットできるので、水糸を横に逃がす必要がなく、通り
や高さの確認作業が楽に行えます。（写真は 200 用ＡＬパイプホルダー）

通常施工（中心） 丁張り施工（芯振り）

芯振り（25㎜）

パイプ
受け金具

ALパイプ
ホルダー

ホルダーの側面に
サイズの刻印表示
があります。パイプ

中位置心

ホルダー反転
塩ビ管100㎜
リブ管103㎜

ターゲットを使用
してパイプの中心
高さを確認するこ
とが出来ます。

ホルダーを芯振り位
置にしますと、水糸
をパイプの中心位置
に設置でき、水糸を
横に逃がして設置す
る手間が省けます。

パイプホルダー

パイプ
ホルダー
セット

ターゲット
ホルダー

パイプ径
により
取り替え パイプサポート用

ターゲット

＊共通品

パイプ径250、300φは２枚
１組のホルダーを使用します。
芯振り位置でも設置可能です
ので、各営業所までお問い合
わせください。

品　　名 重量
（kg）単位 内　　容

ＡＬ２型ﾊﾟｲﾌﾟｻﾎﾟｰﾄ 65-142
150 用ＡＬパイプホルダー
200 用ＡＬパイプホルダー
150 用ＡＬリブパイプホルダー
200 用ＡＬリブパイプホルダー
ターゲットホルダー
ターゲット
砂締めﾊﾞｲﾌﾞﾚｰﾀｰ28DTK

1
1
1
1
1
1
1
1

台
枚
枚
枚
枚
枚
枚
台

7.40
0.27
0.37
0.30
0.35
－
0.02
5.20

土留の内々65ｃｍ～ 142ｃｍまでに使用可能です。 
塩ビパイプ径 150φ用のパイプホルダー。
塩ビパイプ径 200φ用のパイプホルダー。
リブパイプ径 150φ用のパイプホルダー。
リブパイプ径 200φ用のパイプホルダー。 
ターゲット用のホルダー。塩ビパイプ用・リブパイプ用各サイズあります。  
パイプレーザーでの施工時に使用します。
埋め戻し時の砂締め用バイブレーターです。 

②パイプサポート部材・重量表
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■上下位置決めハンドル
　高さの位置を調整し固定します。

■左右位置決めハンドル
　左右の位置を調整し固定します。

■クランプ式パイプ受け金具
　 レバーを操作する事で下水道管を
　 挟み込んで固定します。

■パイプホルダー
パイプ径に合わせて付け替えます。
付け替える際には両側を付け替える
必要があります。

水平器

ＡＬ２型 クランプ式パイプサポート

クランプ式パイプ受け金具の取付位置を変える事により、縦ネジの中
心に対して芯振り位置にパイプを固定することが可能です。
芯振り位置で水糸をパイプの中心位置にセットできるので、水糸を横
に逃がす必要がなく、通りや高さの確認作業が楽に行えます。
ボルトを外して縦ネジを引
き抜きます。
注  取り外しには六角レンチ 
　　（14㎜）が必要です。 パイプの中心位置で使用す

る場合は、①に縦ネジを挿入
します。
芯振り位置で使用する場合
は、②に縦ネジを挿入し、中
心位置に水糸を設置して施
工できます。

100㎜

芯振り
（25㎜）

① ②

施工方法に合わせて、パイプ固定位置が変えられます。

品　　名 重量
（kg）ＡＬ2型ｸﾗﾝﾌﾟ式ﾊﾟｲﾌﾟｻﾎﾟｰﾄ 65-

単位 内　　容

土留の内々65ｃｍ～ 142ｃｍまでに使用可能です    
塩ﾋﾞﾊﾟｲﾌﾟ径φ150mm用のｸﾗﾝﾌﾟ式ﾊﾟｲﾌﾟﾎﾙﾀﾞｰ    
塩ﾋﾞﾊﾟｲﾌﾟ径φ200mm用のｸﾗﾝﾌﾟ式ﾊﾟｲﾌﾟﾎﾙﾀﾞｰ    
塩ﾋﾞﾊﾟｲﾌﾟ径φ250mm用のｸﾗﾝﾌﾟ式ﾊﾟｲﾌﾟﾎﾙﾀﾞｰ    
塩ﾋﾞﾊﾟｲﾌﾟ径φ300mm用のｸﾗﾝﾌﾟ式ﾊﾟｲﾌﾟﾎﾙﾀﾞｰ    
ﾘﾌﾞﾊﾟｲﾌﾟ径φ150mm用のｸﾗﾝﾌﾟ式ﾊﾟｲﾌﾟﾎﾙﾀﾞｰ    
ﾘﾌﾞﾊﾟｲﾌﾟ径φ200mm用のｸﾗﾝﾌﾟ式ﾊﾟｲﾌﾟﾎﾙﾀﾞｰ    
ﾘﾌﾞﾊﾟｲﾌﾟ径φ250mm用のｸﾗﾝﾌﾟ式ﾊﾟｲﾌﾟﾎﾙﾀﾞｰ    
ﾘﾌﾞﾊﾟｲﾌﾟ径φ300mm用のｸﾗﾝﾌﾟ式ﾊﾟｲﾌﾟﾎﾙﾀﾞｰ    
埋め戻し時の砂締め用バイブレーターです。    

ＡＬ2型ｸﾗﾝﾌﾟ式ﾊﾟｲﾌﾟｻﾎﾟｰﾄ 65-142
150 用ｸﾗﾝﾌﾟ式ﾊﾟｲﾌﾟﾎﾙﾀﾞｰ
200 用ｸﾗﾝﾌﾟ式ﾊﾟｲﾌﾟﾎﾙﾀﾞｰ
250 用ｸﾗﾝﾌﾟ式ﾊﾟｲﾌﾟﾎﾙﾀﾞｰ
300 用ｸﾗﾝﾌﾟ式ﾊﾟｲﾌﾟﾎﾙﾀﾞｰ
150 用ｸﾗﾝﾌﾟ式ﾘﾌﾞﾊﾟｲﾌﾟﾎﾙﾀﾞｰ
200 用ｸﾗﾝﾌﾟ式ﾘﾌﾞﾊﾟｲﾌﾟﾎﾙﾀﾞｰ
250 用ｸﾗﾝﾌﾟ式ﾘﾌﾞﾊﾟｲﾌﾟﾎﾙﾀﾞｰ
300 用ｸﾗﾝﾌﾟ式ﾘﾌﾞﾊﾟｲﾌﾟﾎﾙﾀﾞｰ
砂締めﾊﾞｲﾌﾞﾚｰﾀｰ28DTK  

1 台
1 組
1組
1組
1組
1組
1組
1組
1組
1台

8.66 
1.20 
1.60 
1.70 
1.80 
0.90 
1.00 
1.20 
1.40 
5.20

パイプサポート部材・重量表
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お客様自身による土留機材の運搬につきまして、下記の点にご注意ください。    

●土留機材お引き取り時には、「荷締め器具」と「りん木」の用意をお願いします。
　荷締め器具にはワイヤーロープ、繊維ロープなどを使用し、著しい損傷や腐食があるものは使用しな
いでください。　（お持ちでない場合は商品をお渡しできない場合があります）
　荷締め器具の必要数は事前にご確認願います。荷締め器具にはレバーブロックをお勧めします。 
またフォークリフトにて土留機材の積込み作業を行いますので、下に敷く「りん木」がありますと作
業がスムーズに行えますのでご協力ください。    

     
●土留機材を運搬する際は荷締め器具等で必ず固定してください。
　機材が荷崩れや落下することのないよう荷締め器具でしっかりと固定してください。

●積込む土留機材と荷台の運転席側に隙間がないようにしてください。
　機材は前方に寄せ、左右に対しては中央の位置に積込み、重量が片寄らないようにしてください。

●パネルを平積みして運搬する際は、２箇所以上固定してください。    
     
     

     
     
     
     
     
     
     
          

●積込み機材固定の再確認    
　車輌に積込み後、出発前に再度、荷締め器具に緩みがないか確認してください。また荷台にあおりの
ある車輌はあおりが確実に閉じていることを確認してください。
　またしばらく走行したあと車輌を安全な場所に停車させ、荷締め器具を確認し緩みがある場合は増
し締めを行ってください。 
　荷崩れや荷の落下など思わぬ事故につながる危険がありますので、ご注意ください。

●車輌の最大積載重量を超えた積載はおやめください。    
　過積載は大変危険ですので、積込み機材の総重量と車輌の最大積載重量をご確認ください。

●荷下ろしの作業を行うときは、荷が落下することのないよう気をつけてください。
　ロープ等を解く前に、落下の危険がないか、周辺の人に危険がおよばないかご確認ください。

●土留機材の取り扱いには十分ご注意ください。    
　土留機材の中には重いものがありますので、怪我のないよう取り扱いには十分気をつけてください。 
また、機材が雨などで濡れている場合、塗装面が滑ることがありますのでご注意ください。

●機材の固定、荷下ろしの作業をする際は、保護帽を着用してください。
　墜落による危険を防止する為、保護帽を着用して作業を行ってください。

●車輌での運搬は道路交通法など関係法令を遵守し、安全運転を心掛けてください。   
 

２箇所以上固定してください。 １箇所だけでは、ズレる可能性が
あり危険です。

荷締め器具 荷締め器具

パネルパネル

隙間のない
ようにして
ください。

隙間があると
ズレる可能性
があります。

（Ⅴ）土留機材の積込み・運搬・荷下ろしについての注意事項

ー167ー



荷締め用具の注意事項 

 荷締め用に「玉掛用具」を使用する際は、必ず定期点検され、安全が確認された器具を使用するよ
うにしてください。

玉掛用具
　クレーン等の玉掛けには、荷の質量、形状などにより、ワイヤロープ、チェーンなどが用いられます。
 これら、玉掛用具の安全係数は、クレーン等安全規則で定められています。

　　　　　　　　ワイヤロープ　　　　安全係数 6 以上
　　　　　　　　チェーン　　　　　　安全係数 4 以上（一定の要件を満たすもの）又は
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5 以上
　　　　　　　　フック、シャックル　安全係数 5 以上

【器具の点検】

ワイヤロープ

（１）ワイヤロープの点検項目
・素線の切断・直径の減少、摩耗・キンク、よりの狂い、よりもどり、形くずれ
・腐食、保油の状態・継ぎ箇所、端末処理部の異常

（２）不適格なワイヤロープの使用禁止の基準（クレーン等安全規則・労働安全衛生規則）
①ワイヤロープ１よりの間において、素線（フィラ線を除く）の数の「10％以上」の素線が切断

しているもの。
②直径の減少が「公称径の 7％」をこえるもの
③「キンク」したもの（曲がり直しをして使用しないこと）
④著しい形くずれ又は著しい腐食があるもの
⑤そのほか端末止め部に異常があるもの

チェーン

（１）チェーンの点検項目
・伸び・変形、よじれ・摩耗・き裂
・溶接、鍛接部分

（２）不適格なチェーンの使用禁止の基準
①伸びが、当該チェーンが製造されたときの⻑さの 5 パーセントを超えるもの 
②リンクの断面の直径の減少が、当該チェーンが製造されたときの当該リンクの直径の 10 パーセ

ントをこえるもの
③き裂のあるもの
④そのほか、溶接、鍛接部分の不良のもの、著しく変形したもの
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荷締め用具の注意事項 

ベルトスリング

（１）ベルトスリングの点検項目
・損傷の状態：摩耗（毛羽立ち）、傷、縫糸の切断
・外観異常　：変色、着色、溶融、溶解、汚れ
・金具 　　：変形、傷、き裂、摩耗、腐食

（２）不適格なベルトスリングの使用禁止の基準
①織目がわからない程度に毛羽立ちし、縦糸の損傷、切断のあるもの
②目立った切り傷、すり傷、ひっかけ傷などが認められるもの
③使用限界表示のあるもので、表示に示される使用限界をこえたもの
④熱や薬品などによる著しい変色、着色、溶融、溶解があるもの
⑤金具にき裂、曲がり、ねじれ、ゆがみまたは傷等のあるもの
⑥金具に目立った摩耗が認められるもの（元の寸法 10％をこえるもの）
⑦金具全体に腐食が認められるもの、または、局部的に著しい腐食があるもの
⑧使用期限をこえたもの（参考：室内 7 年 屋外 3 年）

その他の器具

フック・シャックル・リング・クランプ等についても点検を要します

（１）点検項目
・摩耗状態
・き裂
・傷
・伸び、変形

（２）使用禁止の基準
・ フックは口の部分が開いたもの、円形リングは楕円形となったものなどで、製造されたときの形

状に比べ、変形の度合が肉眼で判定できる程度に異なった形状となったもの
・ 肉眼検査で発見できる程度以上にき裂があるもの
・ 目立った摩耗が認められるもの
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－57－

土留機材施工法の文中注釈について下記に補足説明致します。

注１・「車両系建設機械による荷のつり上げ作業を行う場合は、安衛則第 164 条第 3項の規定及び関
係通達（４）を遵守する必要があります。」について

　安衛則第 164 条第 3項第 4号では、「 当該車両系建設機械の構造及び材料に応じて定められた負荷
させることができる最大の荷重（バケットの表示容量（平積みm3）×１．８に相当する重量（ t f ）の
静荷重）を超える荷重を掛けて作業を行わないこと。」とあります。　ただし、関係通達（４）「車輌
系建設機械を用いて行う荷のつり上げ作業時等における安全の確保について」（基発第 542 号 平成 4
年 10 月 1 日）の [２  つり上げる荷の最大荷重　つり荷の重量とつり具の重量の合計が、車両系建設
機械の標準荷重（JIS  A8403「ショベル系掘削機用語」4130 の「標準荷重」をいう。）に相当する重量
以下であって、かつ、１トン未満でなければ当該荷のつり上げの作業を行わないこと。]とあります
ので、0.7m3バケットの場合、計算上は 0.7 ×１.８＝１.２６トンとなりますが、1トン未満であることが
求められます。

注２・「移動式クレーン等を使用するときは、作業者との接触事故を防止するため、作業半径内への
立入り禁止措置を講じます。」について

【クレーン等安全規則】第 74 条「事業者は、移動式クレーンに係る作業を行うときは、当該移動式
クレーンの上部旋回体と接触することにより労働者に危険が生ずるおそれのある箇所に労働者を立
ち入らせてはならない。」とあり、「上部旋回体と接触する危険のある箇所」は、当然、立入禁止の措
置が必要です。
　また、【クレーン等安全規則】第 74 条の 2「事業者は、移動式クレーンに係る作業を行う場合であっ
て、次の各号のいずれかに該当するときは、つり上げられている荷の下に労働者を立ち入らせてはな
らない。（以下省略）」として、特定の玉掛方法 1号～ 6号を限定的に示しています。
　「「つり上げられている荷の下」とは、荷の直下及び荷が振れ、又は回転するおそれがある場合のそ
の直下をいうこと。
　なお、作業の形態等によりやむを得ない場合があることから、労働者の立入りを禁止する範囲は、
特に災害発生状況等から、特定の玉掛方法により玉掛けされた荷等の下に限定したものであるが、ク
レーン等に係る作業を行う場合には、原則として労働者を荷等の下に立ち入らせることがないよう指
導すること。」（平成 4年 8月 24 日基発 480 号）とあります。
　移動式クレーン等を用いて、土留機材を吊り上げ、又は吊り卸す作業では、「作業の形態等により
やむを得ない場合」が想定されるので、特定の玉掛方法 1号～ 6号は絶対に避けなければなりません。

注３・「移動式クレーン等を使用するときは、一定の合図を定め、合図者を指名して合図をさせま
す。」について

　【クレーン等安全規則】第 71 条「事業者は、移動式クレーンを用いて作業を行うときは、移動式ク
レーンの運転について一定の合図を定め、合図を行う者を指名して、その者に合図を行わせなければ
ならない。（以下省略）」とあります。
　ここで、「一定の合図」については、【安衛則】第 639 条に「特定元方事業者は、その労働者及び関
係請負人の労働者の作業が同一の場所において行われる場合において、当該作業がクレーン等（ク

捕捉（Ⅵ）注釈説明 
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捕捉

レーン、移動式クレーン、デリック、簡易リフト又は建設用リフトで、クレーン則の適用を受けるも
のをいう。以下同じ。）を用いて行うものであるときは、当該クレーン等の運転についての合図を
統一的に定め、これを関係請負人に周知させなければならない。」とあり徹底が求められます。

注４・「車両系建設機械と労働者の接触事故を防止するため、機械の作業範囲内への立入禁止措置
を講じます。」について 

【安衛則】第158条に「事業者は、車輌系建設機械を用いて作業を行うときは、運転中の車輌系建設
機械に接触することにより労働者に危険が生ずるおそれのある箇所に、労働者を立ち入らせてはなら
ない。ただし、誘導者を配置し、その者に当該車輌系建設機械を誘導させるときは、この限りでな
い。」 
 また、通達として「危険が生ずるおそれのある箇所」には、機械の走行範囲のみならず、アーム、
ブーム等の作業装置の可動範囲内の場所が含まれるものであること。」（昭和 47年9月18日基発 601
号の 1）とあります。

注５・「移動式クレーン等に衝撃荷重が作用すると機械構造部の破損等の障害発生の原因となります。
関係通達（１）等を参考にして作業方法を決定してください。」について 

移動式クレーンをくいの素抜き作業に使用することは、本来の用途を逸脱したものです。使用に当っ
ては、関係通達（１）「移動式クレーンを使用して行うくい抜き作業における安全対策について」
（基発第595 号 昭和 60 年 10 月15 日）を参照し、移動式クレーンの定格荷重の範囲内の荷重であるこ
とを確認してください。 

注釈説明
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昇降設備の使用につきましては、下記のような昇降設備をご用意ください。

 

労働安全衛生規則
第 526 条（昇降するための設備の設置等）
事業者は、高さ又は深さが一・五メートルをこえる箇所で作業を行なうときは当該作業に従事する労
働者が安全に昇降するための設備等を設けなければならない。ただし、安全に昇降するための設備等
を設けることが作業の性質上著しく困難なときは、この限りでない。
２  前項の作業に従事する労働者は、同項本文の規定により安全に昇降するための設備等が設けられ 
たときは、当該設備等を使用しなければならない。

第 527 条（移動はしご）
事業者は、移動はしごについては、次に定めるところに適合したものでなければ使用してはならない。
一  丈夫な構造とすること。
二  材料は、著しい損傷、腐食等がないものとすること。
三  幅は三十センチメートル以上とすること。
四  すべり止め装置の取付けその他転位を防止するために必要な措置を講ずること。

昇降設備において

踏みさんは25cm以上35cm�
以下で等間隔とする�

幅30cm以上とする�

最上部は60cm以上突き出す�

緊結固定する�

滑り止めの措置�

昇降設備において
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第 556 条（はしご道）
事業者は、はしご道については、次に定めるところに適合したものでなければ使用してはならない。
　一  丈夫な構造とすること。
二  踏さんを等間隔に設けること。
三  踏さんと壁との間に適当な間隔を保たせること。
四  はしごの転位防止のための措置を講ずること。
五  はしごの上端を床から六十センチメートル以上突出させること。
六  坑内はしご道でその長さが十メートル以上のものは、五メートル以内ごとに踏だなを設けること。
七  坑内はしご道のこう配は、八十度以内とすること。

２  前項第五号から第七号までの規定は、潜函 (かん ) 内等のはしご道については、適用しない。

※ 坑内・・・炭山や鉱山などの坑の内部。
　 潜函・・・水中あるいは軟弱な地盤や地下水などの多い所で土木工事を円滑に行うために用いる
　　　　　　 コンクリート製の箱。圧縮空気を送り、中で掘削などの作業をする。潜箱。ケーソン。

（昭和４３年６月１４日　安発第１００号　通達より）
１ 「転移を防止するために必要な措置」には、はしごの上方を建築物に取り付けること、又は他の労
働者がはしごの下方を支えること等の措置が含まれること。
２　移動はしごは、原則として継いで用いることを禁止し、やむを得ず継いで用いる場合には次のよ
うに指導すること。
　　イ　全体の長さは９メートル以下とすること。
　　ロ　継手が重ね合わせ継手のときは、接続部において１．５メートル以上重ね合わせて二箇所 
　　　　以上において堅固に固定すること。
　　ハ　継手が突合せ継手のときは１．５メートル以上の添木を用いて４箇所以上において堅固に固 
　　　　定すること。
３　移動はしごの踏み桟は、２５センチメートル以上３５センチメートル以下の間隔で、かつ等間隔に
設けられていることが望ましいこと。

昇降設備において

一  丈夫な構造とすること。
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① 労働安全衛生法施行令　（抄）

（作業主任者を選任すべき作業）
第六条  法第十四条の政令で定める作業は、次のとおりとする。
  九  掘削面の高さが二メートル以上となる地山の掘削（ずい道及びたて坑以外の坑の掘削
    を除く。）の作業（第十一号に掲げる作業を除く。）
  十  土止め支保工の切りばり又は腹おこしの取付け又は取りはずしの作業

（Ⅶ）参考資料 
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②労働安全衛生規則　（抄）

（特別教育を必要とする業務）
第三十六条  法第五十九条第三項の厚生労働省令で定める危険又は有害な業務は、次のとおりとする。
　一  研削といしの取替え又は取替え時の試運転の業務

　四  高圧（直流にあつては七百五十ボルトを、交流にあつては六百ボルトを超え、七千ボルト以下
　である電圧をいう。以下同じ。）若しくは特別高圧（七千ボルトを超える電圧をいう。以下同じ。）
　の充電電路若しくは当該充電電路の支持物の敷設、点検、修理若しくは操作の業務、低圧（直流
　にあつては七百五十ボルト以下、交流にあつては六百ボルト以下である電圧をいう。以下同じ。）
　の充電電路（対地電圧が五十ボルト以下であるもの及び電信用のもの、電話用のもの等で感電に
　よる危害を生ずるおそれのないものを除く。）の敷設若しくは修理の業務又は配電盤室、変電室
　等区画された場所に設置する低圧の電路（対地電圧が五十ボルト以下であるもの及び電信用のも
　の、電話用のもの等で感電による危害の生ずるおそれのないものを除く。）のうち充電部分が露
　出している開閉器の操作の業務

　五の三  最大積載量が一トン未満の不整地運搬車の運転（道路上を走行させる運転を除く。）の業務

　九  機体重量が三トン未満の令別表第七第一号、第二号、第三号又は第六号に掲げる機械で、動力
　を用い、かつ、不特定の場所に自走できるものの運転（道路上を走行させる運転を除く。）の業務

　十  令別表第七第四号に掲げる機械で、動力を用い、かつ、不特定の場所に自走できるものの運転
　（道路上を走行させる運転を除く。）の業務

　十六  つり上げ荷重が一トン未満の移動式クレーンの運転（道路上を走行させる運転を除く。）の業務

　十九  つり上げ荷重が一トン未満のクレーン、移動式クレーン又はデリツクの玉掛けの業務

（就業制限についての資格）
第四十一条  法第六十一条第一項に規定する業務につくことができる者は、別表第三（※１）の上欄
に掲げる業務の区分に応じて、それぞれ、同表の下欄に掲げる者とする。

（荷の積載）        
第百五十一条の十  事業者は、車両系荷役運搬機械等に荷を積載するときは、次に定めるところによ
らなければならない。        
　一  偏荷重が生じないように積載すること。        
　二  不整地運搬車、構内運搬車又は貨物自動車にあつては、荷崩れ又は荷の落下による労働者の危
　険を防止するため、荷にロープ又はシートを掛ける等必要な措置を講ずること。        
        
（積卸し）        
第百五十一条の四十八  事業者は、一の荷でその重量が百キログラム以上のものを不整地運搬車に積
む作業（ロープ掛けの作業及びシート掛けの作業を含む。）又は不整地運搬車から卸す作業（ロー
プ解きの作業及びシート外しの作業を含む。）を行うときは、当該作業を指揮する者を定め、その
者に次の事項を行わせなければならない。        
　一  作業手順及び作業手順ごとの作業の方法を決定し、作業を直接指揮すること。        
　二  器具及び工具を点検し、不良品を取り除くこと。        
　三  当該作業を行う箇所には、関係労働者以外の労働者を立ち入らせないこと。        
　四  ロープ解きの作業及びシート外しの作業を行うときは、荷台上の荷の落下の危険がないことを
　確認した後に当該作業の着手を指示すること。
　五  第百五十一条の四十五第一項の昇降するための設備及び保護帽の使用状況を監視すること。

（積卸し）
第百五十一条の七十  事業者は、一の荷でその重量が百キログラム以上のものを貨物自動車に積む作
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業（ロープ掛けの作業及びシート掛けの作業を含む。）又は貨物自動車から卸す作業（ロープ解き
の作業及びシート外しの作業を含む。）を行うときは、当該作業を指揮する者を定め、その者に次
の事項を行わせなければならない。
　一  作業手順及び作業手順ごとの作業の方法を決定し、作業を直接指揮すること。
　二  器具及び工具を点検し、不良品を取り除くこと。
　三  当該作業を行う箇所には、関係労働者以外の労働者を立ち入らせないこと。
　四  ロープ解きの作業及びシート外しの作業を行うときは、荷台上の荷の落下の危険がないことを
　確認した後に当該作業の着手を指示すること。
　五  第百五十一条の六十七第一項の昇降するための設備及び保護帽の使用状況を監視すること。

（作業計画）
第百五十五条  事業者は、車両系建設機械を用いて作業を行なうときは、あらかじめ、前条の規定に
よる調査により知り得たところに適応する作業計画を定め、かつ、当該作業計画により作業を行な
わなければならない。
２  前項の作業計画は、次の事項が示されているものでなければならない。
　一  使用する車両系建設機械の種類及び能力
　二  車両系建設機械の運行経路
　三  車両系建設機械による作業の方法
３  事業者は、第一項の作業計画を定めたときは、前項第二号及び第三号の事項について関係労働者
に周知させなければならない。

（転落等の防止）
第百五十七条  事業者は、車両系建設機械を用いて作業を行なうときは、車両系建設機械の転倒又は
転落による労働者の危険を防止するため、当該車両系建設機械の運行経路について路肩の崩壊を防
止すること、地盤の不同沈下を防止すること、必要な幅員を保持すること等必要な措置を講じなけ
ればならない。
２  事業者は、路肩、傾斜地等で車両系建設機械を用いて作業を行なう場合において、当該車両系建
設機械の転倒又は転落により労働者に危険が生ずるおそれのあるときは、誘導者を配置し、その者
に当該車両系建設機械を誘導させなければならない。
３  前項の車両系建設機械の運転者は、同項の誘導者が行なう誘導に従わなければならない。

（接触の防止）
第百五十八条  事業者は、車両系建設機械を用いて作業を行なうときは、運転中の車両系建設機械に
接触することにより労働者に危険が生ずるおそれのある箇所に、労働者を立ち入らせてはならない。
ただし、誘導者を配置し、その者に当該車両系建設機械を誘導させるときは、この限りではない。
２  前項の車両系建設機械の運転者は、同項ただし書の誘導者が行なう誘導に従わなければならない。

（合図）
第百五十九条  事業者は、車両系建設機械の運転について誘導者を置くときは、一定の合図を定め、
誘導者に当該合図を行なわせなければならない。
２  前項の車両系建設機械の運転者は、同項の合図に従わなければならない。

（主たる用途以外の使用の制限）
第百六十四条  事業者は、車両系建設機械を、パワー・ショベルによる荷のつり上げ、クラムシェル
による労働者の昇降等当該車両系建設機械の主たる用途以外の用途に使用してはならない。
２  前項の規定は、次のいずれかに該当する場合には適用しない。
　一  荷のつり上げの作業を行う場合であつて、次のいずれにも該当するとき。
　　イ  作業の性質上やむを得ないとき又は安全な作業の遂行上必要なとき。
　　ロ  アーム、バケット等の作業装置に次のいずれにも該当するフック、シャックル等の金具その
　　他のつり上げ用の器具を取り付けて使用するとき。
      (1)  負荷させる荷重に応じた十分な強度を有するものであること。
      (2)  外れ止め装置が使用されていること等により当該器具からつり上げた荷が落下するおそれの
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　　　ないものであること。
      (3)  作業装置から外れるおそれのないものであること。
　二  荷のつり上げの作業以外の作業を行う場合であって、労働者に危険を及ぼすおそれのないとき。
３  事業者は、前項第一号イ及びロに該当する荷のつり上げの作業を行う場合には、労働者とつり上
げた荷との接触、つり上げた荷の落下又は車両系建設機械の転倒若しくは転落による労働者の危険
を防止するため、次の措置を講じなければならない。
　一  荷のつり上げの作業について一定の合図を定めるとともに、合図を行う者を指名して、その者
　に合図を行わせること。
　二  平たんな場所で作業を行うこと。
　三  つり上げた荷との接触又はつり上げた荷の落下により労働者に危険が生ずるおそれのある箇所
　に労働者を立ち入らせないこと。
　四  当該車両系建設機械の構造及び材料に応じて定められた負荷させることができる最大の荷重を
　超える荷重を掛けて作業を行わないこと。
　五  ワイヤロープを玉掛用具として使用する場合にあつては、次のいずれにも該当するワイヤロー
　プを使用すること。
　　イ  安全係数（クレーン則第二百十三条第二項に規定する安全係数をいう。）の値が六以上のもの
　　であること。
　　ロ  ワイヤロープ一よりの間において素線（フィラ線を除く。）のうち切断しているものが十パ　
　　セント未満のものであること。
　　ハ  直径の減少が公称径の七パーセント以下のものであること。
　　ニ  キンクしていないものであること。
　　ホ  著しい形崩れ及び腐食がないものであること。
　六  つりチェーンを玉掛用具として使用する場合にあつては、次のいずれにも該当するつりチェー
　ンを使用すること。
　　イ  安全係数 ( クレーン則第二百十三条の二第二項に規定する安全係数をいう。) の値が、次の　
　　(1) 又は (2) に掲げるつりチェーンの区分に応じ、当該 (1) 又は (2) に掲げる値以上のものであ
　　　ること。
　　　(1) 次のいずれにも該当するつりチェーン 四
           　 (i) 切断荷重の二分の一の荷重で引っ張った場合において、その伸びが〇・五パーセント以
　　　　　下のものであること。
 　　　　 (ii) その引張強さの値が四百ニュートン毎平方ミリメートル以上であり、かつ、その伸びが、
            　　 次の表の上欄に掲げる引張強さの値に応じ、それぞれ同表の下欄に掲げる値以上となる
　　　　　ものであること。( 表※２ )
　　    (2) (1)に該当しないつりチェーン　五
　　ロ　伸びが、当該つりチェーンが製造されたときの長さの五パーセント以下のものであること。
　　ハ　リンクの断面の直径の減少が、当該つりチェーンが製造されたときの当該リンクの断面の直
　　径の十パーセント以下のものであること。
　　ニ　き裂がないものであること。
　七  ワイヤロープ及びつりチェーン以外のものを玉掛用具として使用する場合にあつては、著しい
　損傷及び腐食がないものを使用すること。

（修理等）
第百六十五条  事業者は、車両系建設機械の修理又はアタツチメントの装着及び取りはずしの作業を
行なうときは、当該作業を指揮する者を定め、その者に次の措置を講じさせなければならない。
  一  作業手順を決定し、作業を指揮すること。
  二  次条第一項に規定する安全支柱、安全ブロツク等及び第百六十六条の二第一項に規定する架台
　　の使用状況を監視すること。

（ブーム等の降下による危険の防止）
第百六十六条　事業者は、車両系建設機械のブーム、アーム等を上げ、その下で修理、点検等の作業
　を行うときは、ブーム、アーム等が不意に降下することによる労働者の危険を防止するため、当該
　作業に従事する労働者に安全支柱、安全ブロツク等を使用させなければならない。
２　前項の作業に従事する労働者は、同項の安全支柱、安全ブロツク等を使用しなければならない。

（アタツチメントの倒壊等による危険の防止）
第百六十六条の二　事業者は、車両系建設機械のアタツチメントの装着又は取り外しの作業を行う
　ときはアタツチメントが倒壊すること等による労働者の危険を防止するため、当該作業に従事す
　る労働者に架台を使用させなければならない。
２　前項の作業に従事する労働者は、同項の架台を使用しなければならない。

（アタツチメントの装着の制限）
第百六十六条の三　事業者は、車両系建設機械にその構造上定められた重量を超えるアタツチメン
　トを装着してはならない。

（アタツチメントの重量の表示等）
第百六十六条の四　事業者は、車両系建設機械のアタツチメントを取り替えたときは、運転者の見
　やすい位置にアタツチメントの重量（バケツト、ジツパー等を装着したときは、当該バケツト、ジ
　ツパー等の容量又は最大積載重量を含む。以下この条において同じ。）を表示し、又は当該車両系
　建設機械に運転者がアタツチメントの重量を容易に確認できる書面を備え付けなければならない。
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　一  形状、地質及び地層の状態
　二  き裂、含水、湧 ( ゆう ) 水及び凍結の有無及び状態
　三  埋設物等の有無及び状態
　四  高温のガス及び蒸気の有無及び状態

（地山の掘削作業主任者の選任）
第三百五十九条  事業者は、令第六条第九号の作業については、地山の掘削作業主任者技能講習を修
了した者のうちから、地山の掘削作業主任者を選任しなければならない。

（地山の掘削作業主任者の職務）
第三百六十条  事業者は、地山の掘削作業主任者に、次の事項を行なわせなければならない。
　一  作業の方法を決定し、作業を直接指揮すること。
　二  器具及び工具を点検し、不良品を取り除くこと。
　三  要求性能墜落制止用器具等及び保護帽の使用状況を監視すること。

（地山の崩壊等による危険の防止）
第三百六十一条  事業者は、明り掘削の作業を行なう場合において、地山の崩壊又は土石の落下によ
り労働者に危険を及ぼすおそれのあるときは、あらかじめ、土止め支保工を設け、防護網を張り、
労働者の立入りを禁止する等当該危険を防止するための措置を講じなければならない。

（埋設物等による危険の防止）
第三百六十二条  事業者は、埋設物等又はれんが壁、コンクリートブロック塀 ( へい )、擁壁等の建設
物に近接する箇所で明り掘削の作業を行なう場合において、これらの損壊等により労働者に危険を
及ぼすおそれのあるときは、これらを補強し、移設する等当該危険を防止するための措置が講じら
れた後でなければ、作業を行なつてはならない。
２  明り掘削の作業により露出したガス導管の損壊により労働者に危険を及ぼすおそれのある場合の
前項の措置は、つり防護、受け防護等による当該ガス導管についての防護を行ない、又は当該ガス
導管を移設する等の措置でなければならない。
３  事業者は、前項のガス導管の防護の作業については、当該作業を指揮する者を指名して、その者
の直接の指揮のもとに当該作業を行なわせなければならない。

  二  次条第一項に規定する安全支柱、安全ブロツク等及び第百六十六条の二第一項に規定する架台
　　の使用状況を監視すること。

（ブーム等の降下による危険の防止）
第百六十六条　事業者は、車両系建設機械のブーム、アーム等を上げ、その下で修理、点検等の作業
　を行うときは、ブーム、アーム等が不意に降下することによる労働者の危険を防止するため、当該
　作業に従事する労働者に安全支柱、安全ブロツク等を使用させなければならない。
２　前項の作業に従事する労働者は、同項の安全支柱、安全ブロツク等を使用しなければならない。

（アタツチメントの倒壊等による危険の防止）
第百六十六条の二　事業者は、車両系建設機械のアタツチメントの装着又は取り外しの作業を行う
　ときはアタツチメントが倒壊すること等による労働者の危険を防止するため、当該作業に従事す
　る労働者に架台を使用させなければならない。
２　前項の作業に従事する労働者は、同項の架台を使用しなければならない。

（アタツチメントの装着の制限）
第百六十六条の三　事業者は、車両系建設機械にその構造上定められた重量を超えるアタツチメン
　トを装着してはならない。

（アタツチメントの重量の表示等）
第百六十六条の四　事業者は、車両系建設機械のアタツチメントを取り替えたときは、運転者の見
　やすい位置にアタツチメントの重量（バケツト、ジツパー等を装着したときは、当該バケツト、ジ
　ツパー等の容量又は最大積載重量を含む。以下この条において同じ。）を表示し、又は当該車両系
　建設機械に運転者がアタツチメントの重量を容易に確認できる書面を備え付けなければならない。

（作業箇所等の調査）
第三百五十五条  事業者は、地山の掘削の作業を行う場合において、地山の崩壊、埋設物等の損壊等
により労働者に危険を及ぼすおそれのあるときは、あらかじめ、作業箇所及びその周辺の地山につ
いて次の事項をボーリングその他適当な方法により調査し、これらの事項について知り得たところ
に適応する掘削の時期及び順序を定めて、当該定めにより作業を行わなければならない。
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修了した者のうちから、土止め支保工作業主任者を選任しなければならない。

（土止め支保工作業主任者の職務）
第三百七十五条  事業者は、土止め支保工作業主任者に、次の事項を行なわせなければならない。
　一  作業の方法を決定し、作業を直接指揮すること。
　二  材料の欠点の有無並びに器具及び工具を点検し、不良品を取り除くこと。
　三  要求性能墜落制止用器具等及び保護帽の使用状況を監視すること。

（昇降するための設備の設置等）
第五百二十六条  事業者は、高さ又は深さが一・五メートルをこえる箇所で作業を行なうときは当該
作業に従事する労働者が安全に昇降するための設備等を設けなければならない。ただし、安全に昇
降するための設備等を設けることが作業の性質上著しく困難なときは、この限りでない。
２  前項の作業に従事する労働者は、同項本文の規定により安全に昇降するための設備等が設けられ
たときは、当該設備等を使用しなければならない。

（移動はしご）
第五百二十七条  事業者は、移動はしごについては、次に定めるところに適合したものでなければ使
用してはならない。
　一  丈夫な構造とすること。
　二  材料は、著しい損傷、腐食等がないものとすること。
　三  幅は三十センチメートル以上とすること。
　四  すべり止め装置の取付けその他転位を防止するために必要な措置を講ずること。

（立入禁止）
第五百三十条  事業者は、墜落により労働者に危険を及ぼすおそれのある箇所に関係労働者以外の労
働者を立ち入らせてはならない。

（地山の崩壊等による危険の防止）
第五百三十四条  事業者は、地山の崩壊又は土石の落下により労働者に危険を及ぼすおそれのあると
きは、当該危険を防止するため、次の措置を講じなければならない。
　一  地山を安全なこう配とし、落下のおそれのある土石を取り除き、又は擁壁、土止め支保工等を

（誘導者の配置）
第三百六十五条  事業者は、明り掘削の作業を行なう場合において、運搬機械等が、労働者の作業箇
所に後進して接近するとき、又は転落するおそれのあるときは、誘導者を配置し、その者にこれら
の機械を誘導させなければならない。
２  前項の運搬機械等の運転者は、同項の誘導者が行なう誘導に従わなければならない。

（切りばり等の作業）
第三百七十二条  事業者は、令第六条第十号の作業を行なうときは、次の措置を講じなければならな
い。
　一  当該作業を行なう箇所には、関係労働者以外の労働者が立ち入ることを禁止すること。
　二  材料、器具又は工具を上げ、又はおろすときは、つり綱、つり袋等を労働者に使用させること。

（点検）
第三百七十三条  事業者は、土止め支保工を設けたときは、その後七日をこえない期間ごと、中震以
上の地震の後及び大雨等により地山が急激に軟弱化するおそれのある事態が生じた後に、次の事項
について点検し、異常を認めたときは、直ちに、補強し、又は補修しなければならない。
　一  部材の損傷、変形、腐食、変位及び脱落の有無及び状態
　二  切りばりの緊圧の度合
　三  部材の接続部、取付け部及び交さ部の状態

（土止め支保工作業主任者の選任）
第三百七十四条  事業者は、令第六条第十号の作業については、土止め支保工作業主任者技能講習を
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　六  坑内はしご道でその長さが十メートル以上のものは、五メートル以内ごとに踏だなを設けること。
　七  坑内はしご道のこう配は、八十度以内とすること。
２  前項第五号から第七号までの規定は、潜函 ( かん ) 内等のはしご道については、適用しない。

（作業床）
第五百六十三条  事業者は、足場（一側足場を除く。）における高さ二メートル以上の作業場所には、
次に定めるところにより、作業床を設けなければならない。
　一  床材は、支点間隔及び作業時の荷重に応じて計算した曲げ応力の値が、次の表の上欄に掲げる
　木材の種類に応じ、それぞれ同表の下欄に掲げる許容曲げ応力の値を超えないこと。（表※３）    

　設けること。
　二  地山の崩壊又は土石の落下の原因となる雨水、地下水等を排除すること。

（物体の落下による危険の防止）
第五百三十七条  事業者は、作業のため物体が落下することにより、労働者に危険を及ぼすおそれの
あるときは、防網の設備を設け、立入区域を設定する等当該危険を防止するための措置を講じなけ
ればならない。

（通路）
第五百四十条  事業者は、作業場に通ずる場所及び作業場内には、労働者が使用するための安全な通
路を設け、かつ、これを常時有効に保持しなければならない。
２  前項の通路で主要なものには、これを保持するため、通路であることを示す表示をしなければな
らない。

（はしご道）
第五百五十六条  事業者は、はしご道については、次に定めるところに適合したものでなければ使用
してはならない。
　一  丈夫な構造とすること。
　二  踏さんを等間隔に設けること。
　三  踏さんと壁との間に適当な間隔を保たせること。
　四  はしごの転位防止のための措置を講ずること。
　五  はしごの上端を床から六十センチメートル以上突出させること。

（架設通路）
第五百五十二条　事業者は、架設通路については、次に定めるところに適合したものでなければ使用し
　てはならない。
　一　丈夫な構造とすること。
　二　勾配は、三十度以下とすること。ただし、階段を設けたもの又は高さが二メートル未満で丈夫な
　　手掛を設けたものはこの限りでない。
　三　勾配が十五度を超えるものには、踏桟その他の滑止めを設けること。
　四　墜落の危険のある箇所には、次に掲げる設備（丈夫な構造の設備であつて、たわみが生ずるおそ
　　れがなく、かつ、著しい損傷、変形又は腐食がないものに限る。）を設けること。
　　イ　高さ八十五センチメートル以上の手すり又はこれと同等以上の機能を有する設備（以下「手すり
　　　等」という。）
　　ロ　高さ三十五センチメートル以上五十センチメートル以下の桟又はこれと同等以上の機能を有す
　　　る設備（以下「中桟等」という。）
　五　たて坑内の架設通路でその長さが十五メートル以上であるものは、十メートル以内ごとに踊場を
　　設けること。
　六　建設工事に使用する高さ八メートル以上の登り桟橋には、七メートル以内ごとに踊場を設けること。

　二　つり足場の場合を除き、幅、床材間の隙間及び床材と建地との隙間は、次に定めるところによ
　　ること
　　イ　幅は、四十センチメートル以上とすること。
　　ロ　床材間の隙間は、三センチメートル以下とすること。
　　ハ　床材と建地との隙間は、十二センチメートル未満とすること。

ー180ー



三　墜落により労働者に危険を及ぼすおそれのある箇所には、次に掲げる足場の種類に応じて、それぞ
　れ次に掲げる設備（丈夫な構造の設備であつて、たわみが生ずるおそれがなく、かつ、著しい損傷、
　変形又は腐食がないものに限る。以下「足場用墜落防止設備」という。）を設けること。
　イ　わく組足場（妻面に係る部分を除く。ロにおいて同じ。）　次のいずれかの設備
　　（１）　交さ筋かい及び高さ十五センチメートル以上四十センチメートル以下の桟若しくは高さ十五
　　　　センチメートル以上の幅木又はこれらと同等以上の機能を有する設備
　　（２）　手すりわく
　ロ　わく組足場以外の足場　手すり等及び中桟等
四　腕木、布、はり、脚立(きゃたつ)その他作業床の支持物は、これにかかる荷重によつて破壊するお
　それのないものを使用すること。
五　つり足場の場合を除き、床材は、転位し、又は脱落しないように二以上の支持物に取り付けること。
六　作業のため物体が落下することにより、労働者に危険を及ぼすおそれのあるときは、高さ十センチ
　メートル以上の幅木、メッシュシート若しくは防網又はこれらと同等以上の機能を有する設備（以下
　「幅木等」という。）を設けること。ただし、第三号の規定に基づき設けた設備が幅木等と同等以上の機
　能を有する場合又は作業の性質上幅木等を設けることが著しく困難な場合若しくは作業の必要上臨時
　に幅木等を取り外す場合において、立入区域を設定したときは、この限りでない。
　２　前項第二号ハの規定は、次の各号のいずれかに該当する場合であつて、床材と建地との隙間が十
　　二センチメートル以上の箇所に防網を張る等墜落による労働者の危険を防止するための措置を講じ
　　たときは、適用しない。
　　一　はり間方向における建地と床材の両端との隙間の和が二十四センチメートル未満の場合
　　二　はり間方向における建地と床材の両端との隙間の和を二十四センチメートル未満とすることが
　　　作業の性質上困難な場合
　３　第一項第三号の規定は、作業の性質上足場用墜落防止設備を設けることが著しく困難な場合又は
　　作業の必要上臨時に足場用墜落防止設備を取り外す場合において、次の措置を講じたときは、適用
　　しない。
　　一　要求性能墜落制止用器具を安全に取り付けるための設備等を設け、かつ、労働者に要求性能墜
　　　落制止用器具を使用させる措置又はこれと同等以上の効果を有する措置を講ずること。
　　二　前号の措置を講ずる箇所には、関係労働者以外の労働者を立ち入らせないこと。
　４　第一項第五号の規定は、次の各号のいずれかに該当するときは、適用しない。
　　一　幅が二十センチメートル以上、厚さが三・五センチメートル以上、長さが三・六メートル以上
　　　の板を床材として用い、これを作業に応じて移動させる場合で、次の措置を講ずるとき。
　　イ　足場板は、三以上の支持物に掛け渡すこと。
　　ロ　足場板の支点からの突出部の長さは、十センチメートル以上とし、かつ、労働者が当該突出部
　　　に足を掛けるおそれのない場合を除き、足場板の長さの十八分の一以下とすること。
　　ハ　足場板を長手方向に重ねるときは、支点の上で重ね、その重ねた部分の長さは、二十センチメ
　　　ートル以上とすること。
　　二　幅が三十センチメートル以上、厚さが六センチメートル以上、長さが四メートル以上の板を床
　　　材として用い、かつ、前号ロ及びハに定める措置を講ずるとき。
　５　事業者は、第三項の規定により作業の必要上臨時に足場用墜落防止設備を取り外したときは、そ
　　の必要がなくなつた後、直ちに当該設備を原状に復さなければならない。
　６　労働者は、第三項の場合において、要求性能墜落制止用器具の使用を命じられたときは、これを
　　使用しなければならない。

（クレーン等の運転についての合図の統一）
第六百三十九条  特定元方事業者は、その労働者及び関係請負人の労働者の作業が同一の場所におい
て行われる場合において、当該作業がクレーン等（クレーン、移動式クレーン、デリック、簡易リ
フト又は建設用リフトで、クレーン則の適用を受けるものをいう。以下同じ。）を用いて行うもの
であるときは、当該クレーン等の運転についての合図を統一的に定め、これを関係請負人に周知さ
せなければならない。
２  特定元方事業者及び関係請負人は、自ら行なう作業について前項のクレーン等の運転についての
合図を定めるときは、同項の規定により統一的に定められた合図と同一のものを定めなければなら
ない。
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－76－

労働安全衛生規則 
※１．別表第三（第四十一条関係）　（抄） 

業務につくことができる者業務の区分

一 発破技士免許を受けた者    
二 火薬類取締法第三十一条の火薬類取扱保安責任者免許状を
有する者    
三 保安技術職員国家試験規則（昭和二十五年通商産業省令第七
十二号）による甲種上級保安技術職員試験、乙種上級保安技術
職員試験若しくは丁種上級保安技術職員試験、甲種発破係員試
験若しくは乙種発破係員試験、甲種坑外保安係員試験若しくは
丁種坑外保安係員試験又は甲種坑内保安係員試験、乙種坑内保
安係員試験若しくは丁種坑内保安係員試験に合格した者

令第二十条第一号の業務

揚貨装置運転士免許を受けた者令第二十条第二号の業務

クレーン運転士免許を受けた者令第二十条第六号の業務のうち
次の項に掲げる業務以外の業務

一 クレーン運転士免許を受けた者

二 床上操作式クレーン運転技能講習を修了した者

令第二十条第六号の業務のうち床
上で運転し、かつ、当該運転をす
る者が荷の移動とともに移動する
方式のクレーンの運転の業務

移動式クレーン運転士免許を受けた者令第二十条第七号の業務のうち
次の項に掲げる業務以外の業務

一 移動式クレーン運転士免許を受けた者
二 小型移動式クレーン運転技能講習を修了した者

令第二十条第七号の業務のうち
つり上げ荷重が五トン未満の移
動式クレーンの運転の業務

デリツク運転士免許を受けた者令第二十条第八号の業務

一 ガス溶接作業主任者免許を受けた者
二 ガス溶接技能講習を修了した者
三 その他厚生労働大臣が定める者

令第二十条第十号の業務

一 車両系建設機械（整地・運搬・積込み用及び掘削用）運転技
能講習を修了した者
二 建設業法施行令（昭和三十一年政令第二百七十三号）第二十
七条の三に規定する建設機械施工技術検定に合格した者（厚生
労働大臣が定める者を除く。）
三 職業能力開発促進法第二十七条第一項の準規訓練である普
通職業訓練のうち職業能力開発促進法施行規則別表第四の訓
練科の欄に掲げる建設機械運転科の訓練（通信の方法によつて
行うものを除く。）を修了した者
四 その他厚生労働大臣が定める者

令第二十条第十二号の業務のう
ち令別表第七第一号又は第二号
に掲げる建設機械の運転の業務

一 車両系建設機械（基礎工事用）運転技能講習を修了した者
二 建設業法施行令第二十七条の三に規定する建設機械施工技
術検定に合格した者（厚生労働大臣が定める者を除く。）
三 その他厚生労働大臣が定める者

令第二十条第十二号の業務のう
ち令別表第七第三号に掲げる建
設機械の運転の業務

一 車両系建設機械（解体用）運転技能講習を修了した者
二 建設業法施行令第二十七条の三に規定する建設機械施工技
術検定に合格した者（厚生労働大臣が定める者を除く。）
三 その他厚生労働大臣が定める者

令第二十条第十二号の業務のう
ち令別表第七第六号に掲げる建
設機械の運転の業務
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業務につくことができる者業務の区分
一 不整地運搬車運転技能講習を修了した者
二 建設業法施行令第二十七条の三に規定する建設機械施工技
術検定に合格した者（厚生労働大臣が定める者を除く。）
三 その他厚生労働大臣が定める者

令第二十条第十四号の業務

一 玉掛け技能講習を修了した者
二 職業能力開発促進法第二十七条第一項の準則訓練である普
通職業訓練のうち職業能力開発促進法施行規則別表第四の訓
練科の欄に掲げる玉掛け科の訓練（通信の方法によつて行うも
のを除く。）を修了した者
三 その他厚生労働大臣が定める者

令第二十条第十六号の業務

伸び（単位　％）引張強さ（単位　N/m㎡）

20４００以上６３０未満

17６３０以上１，０００未満

15

許容曲げ応力
（単位 Ｎ／cm２）木材の種類

1320
あかまつ、くろまつ、からまつ、
ひば、ひのき、つが、べいまつ又
はべいひ

1030すぎ、もみ、えぞまつ、とどまつ、
べいすぎ又はべいつが

1910かし

1470くり、なら、ぶな又はけやき

1620アビトン又はカポールをフェ
ノール樹脂により接着した合板

※４．５６３条１表

※２．１６４条６ロ（１）（ii）表

１，０００以上

地山の種類

その他の地山

※３．３５６条表

岩盤又は堅い粘土からなる地山

掘削面のこう配（単位　度）掘削面の高さ（単位　ｍ）

５未満
５以上
２未満

２以上５未満
５以上

90
75
90
75
60
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③ クレーン等安全規則　（抄）

（立入禁止）
第二十九条 事業者は、クレーンに係る作業を行う場合であつて、次の各号のいずれかに該当するとき 
　は、つり上げられている荷（第六号の場合にあつては、つり具を含む。）の下に労働者を立ち入ら
　せてはならない。
　一  ハッカーを用いて玉掛けをした荷がつり上げられているとき。
　二  つりクランプ一個を用いて玉掛けをした荷がつり上げられているとき。
　三  ワイヤロープ、つりチェーン、繊維ロープ又は繊維ベルト（以下第百十五条までにおいて「ワ
　　イヤロープ等」という。）を用いて一箇所に玉掛けをした荷がつり上げられているとき（当該荷
　　に設けられた穴又はアイボルトにワイヤロープ等を通して玉掛けをしている場合を除く。）。
　四  複数の荷が一度につり上げられている場合であつて、当該複数の荷が結束され、箱に入れられ
　　る等により固定されていないとき。
　五  磁力又は陰圧により吸着させるつり具又は玉掛用具を用いて玉掛けをした荷がつり上げられて
　　いるとき。
　六  動力下降以外の方法により荷又はつり具を下降させるとき。

（作業の方法等の決定等）
第六十六条の二  事業者は、移動式クレーンを用いて作業を行うときは、移動式クレーンの転倒等に
　よる労働者の危険を防止するため、あらかじめ、当該作業に係る場所の広さ、地形及び地質の状態、
　運搬しようとする荷の重量、使用する移動式クレーンの種類及び能力等を考慮して、次の事項を定
　めなければならない。
　一  移動式クレーンによる作業の方法
　二  移動式クレーンの転倒を防止するための方法
　三  移動式クレーンによる作業に係る労働者の配置及び指揮の系統
２  事業者は、前項各号の事項を定めたときは、当該事項について、作業の開始前に、関係労働者に
　周知させなければならない。

（特別の教育）
第六十七条  事業者は、つり上げ荷重が一トン未満の移動式クレーンの運転（道路交通法（昭和三十
　五年法律第百五号）第二条第一項第一号の道路上を走行させる運転を除く。）の業務に労働者を就
　かせるときは、当該労働者に対し、当該業務に関する安全のための特別の教育を行わなければなら
　ない。
２  前項の特別の教育は、次の科目について行わなければならない。
　一  移動式クレーンに関する知識
　二  原動機及び電気に関する知識
　三  移動式クレーンの運転のための必要な力学に関する知識
　四  関係法令
　五  移動式クレーンの運転
　六  移動式クレーンの運転のための合図
３  安衛則第三十七条及び第三十八条並びに前二項に定めるもののほか、第一項の特別の教育に関し
　必要な事項は、厚生労働大臣が定める。

（就業制限）
第六十八条  事業者は、令第二十条第七号に掲げる業務については、移動式クレーン運転士免許を受
　けた者でなければ、当該業務に就かせてはならない。ただし、つり上げ荷重が一トン以上五トン未
　満の移動式クレーン（以下「小型移動式クレーン」という。）の運転の業務については、小型移動
　式クレーン運転技能講習を修了した者を当該業務に就かせることができる。

（運転の合図）
第七十一条  事業者は、移動式クレーンを用いて作業を行なうときは、移動式クレーンの運転につい
　て一定の合図を定め、合図を行なう者を指名して、その者に合図を行なわせなければならない。た
　だし、移動式クレーンの運転者に単独で作業を行なわせるときは、この限りでない。
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２  前項の指名を受けた者は、同項の作業に従事するときは、同項の合図を行なわなければならない。
３  第一項の作業に従事する労働者は、同項の合図に従わなければならない。

（立入禁止）
第七十四条  事業者は、移動式クレーンに係る作業を行うときは、当該移動式クレーンの上部旋回体
　と接触することにより労働者に危険が生ずるおそれのある箇所に労働者を立ち入らせてはならない。
（運転位置からの離脱の禁止）

（立入禁止）
第七十四条の二  事業者は、移動式クレーンに係る作業を行う場合であつて、次の各号のいずれかに
　該当するときは、つり上げられている荷（第六号の場合にあつては、つり具を含む。）の下に労働
　者を立ち入らせてはならない。
　一  ハッカーを用いて玉掛けをした荷がつり上げられているとき。
　二  つりクランプ一個を用いて玉掛けをした荷がつり上げられているとき。
　三  ワイヤロープ等を用いて一箇所に玉掛けをした荷がつり上げられているとき（当該荷に設けら
　　れた穴又はアイボルトにワイヤロープ等を通して玉掛けをしている場合を除く。）。
　四  複数の荷が一度につり上げられている場合であつて、当該複数の荷が結束され、箱に入れられ
　　る等により固定されていないとき。
　五  磁力又は陰圧により吸着させるつり具又は玉掛け用具を用いて玉掛けをした荷がつり上げられ
　　ているとき。
　六  動力下降以外の方法により荷又はつり具を下降させるとき。

（就業制限）
第二百二十一条  事業者は、令第二十条第十六号に掲げる業務（制限荷重が一トン以上の揚貨装置の
　玉掛けの業務を除く。）については、次の各号のいずれかに該当する者でなければ、当該業務に就
　かせてはならない。
　一  玉掛技能講習を修了した者
　二  職業能力開発促進法（昭和四十四年法律第六十四号。以下「能開法」という。）第二十七条第一項
　　の準則訓練である普通職業訓練のうち、職業能力開発促進法施行規則（昭和四十四年労働省令第
　　二十四号。以下「能開法規則」という。）別表第四の訓練科の欄に掲げる玉掛け科の訓練（通信
　　の方法によつて行うものを除く。）を修了した者
  三  その他厚生労働大臣が定める者

（特別の教育）
第二百二十二条  事業者は、つり上げ荷重が一トン未満のクレーン、移動式クレーン又はデリツクの
　玉掛けの業務に労働者をつかせるときは、当該労働者に対し、当該業務に関する安全のための特別
　の教育を行なわなければならない。
２  前項の特別の教育は、次の科目について行なわなければならない。
　一  クレーン、移動式クレーン及びデリツク（以下この条において「クレーン等」という。）に関す
　　る知識
　二  クレーン等の玉掛けに必要な力学に関する知識
　三  クレーン等の玉掛けの方法
　四  関係法令
　五  クレーン等の玉掛け
　六  クレーン等の運転のための合図
３  安衛則第三十七条及び第三十八条並びに前二項に定めるもののほか、第一項の特別の教育に関し
　必要な事項は、厚生労働大臣が定める。
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④ 建設工事公衆災害防止対策要綱（土木工事編）（抄）

第２章　一般事項

第 15（作業場の区分）
１　施工者は、土木工事を施工するに当たって作業し、材料を集積し、又は建設機械を置く等工事
のために使用する区域（以下「作業場」という。）を周囲から明確に区分し、この区域以外の場所
を使用してはならない。
２　施工者は、公衆が誤って作業場に立ち入ることのないよう、固定さく又はこれに類する工作物
を設置しなければならない。ただし、その工作物に代わる既設のへい、さく等があり、そのへい、
さく等が境界を明らかにして、公衆が誤って立ち入ることを防止する目的にかなうものである場
合には、そのへい、さく等をもって代えることができるものとする。また、移動を伴う道路維持
修繕工事、除草工事、軽易な埋設工事等において、移動さく、道路標識、標示板、保安灯、セイ
フティコーン等で十分安全が確保される場合には、これをもって代えることができるものとする。
但し、その場合には飛散等によって周辺に危害を及ぼさないよう、必要な防護措置を講じなけれ
ばならない。
３　前項のさく等は、その作業場を周囲から明確に区分し、公衆の安全を図るものであって、作業
環境と使用目的によって構造及び設置方法を決定すべきものであるが、公衆の通行が禁止されて
いることが明らかにわかるものであることや、通行者（自動車等を含む。）の視界が確保されてい
ること、風等により転倒しないものでなければならない。

第５章　使用する建設機械に関する措置

第 34（ 建設機械の使用及び移動）
１　施工者は、建設機械を使用するに当たり、定められた用途以外に使用してはならない。また、
建設機械の能力を十分に把握・検討し、その能力を超えて使用してはならない。
２　施工者は、建設機械を作動する範囲を、原則として作業場内としなければならない。やむを得
ず作業場外で使用する場合には、作業範囲内への立入りを制限する等の措置を講じなければなら
ない。
３　施工者は、建設機械を使用する場合には、作業範囲、作業条件を十分考慮のうえ、建設機械が
転倒しないように、その地盤の水平度、支持耐力を調整するなどの措置を講じなければならない。
特に、高い支柱等のある建設機械は、地盤の傾斜角に応じて転倒の危険性が高まるので、常に水
平に近い状態で使用できる環境を整えるとともに、作業の開始前後及び作業中において傾斜計測
するなど、必要な措置を講じなければならない。
４　施工者は、建設機械の移動及び作業時には、あらかじめ作業規則を定め、工事関係者に周知徹
底を図るとともに、路肩、傾斜地等で作業を行う場合や後退時等には転倒や転落を防止するため、
交通誘導警備員を配置し、その者に誘導させなければならない。また、公道における架空線等上
空施設の損傷事故を回避するため、現場の出入り口等に高さ制限装置を設置する等により、アー
ムや荷台・ブームの下げ忘れの防止に努めなければならない。

第８章　土工事

第 47（ 掘削方法の選定等）
１　施工者は、地盤の掘削においては、掘削の深さ、掘削を行う期間、地盤性状、敷地及び周辺地
域の環境条件等を総合的に勘案した上で、関係法令等の定めるところにより、土留めの必要性の
有無並びにその形式及び掘削方法を決定し、安全かつ確実に工事が施工できるようにしなければ
ならない。なお、土留工の要否については、建築基準法における山留めの基準に準じるものとする。
また、土留めを採用する場合には、日本建築学会「山留め設計指針」「山留め設計施工指針」、日
本道路協会「道路土工仮設構造物工指針」、土木学会「トンネル標準示方書」に従い、施工期間中
における降雨等による条件の悪化を考慮して設計及び施工を行わなければならない。

２　施工者は、地盤が不安定で掘削に際して施工が困難であり、又は掘削が周辺地盤及び構造物に
影響を及ぼすおそれのある場合には、発注者と協議の上、薬液注入工法、地下水位低下工法、地
盤改良工法等の適切な補助工法を用い、地盤の安定を図らなければならない。

第 49（土質調査）
１　発注者は、土工事を行う場合においては、既存の資料等により工事区域の土質状況を確認する
とともに、必要な土質調査を行わなければならない。

第 51（土留工の管理）
１　施工者は、土留工を設置してある間は、常時点検を行い、土留用部材の変形、その緊結部のゆ
るみ、掘削底面からの湧水、盤ぶくれ等の早期発見に努力し、事故防止に努めなければならない。
２　施工者は、常時点検を行ったうえで、必要に応じて測定計器を使用して、土留工に作用する土圧、
変位等を測定し、定期的に地下水位、地盤の沈下又は移動を観測・記録するものとする。地盤の
隆起、沈下等異常が認められたときは作業を中止し、埋設物の管理者等に連絡し、原因の調査及
び保全上の措置を講ずるとともに、その旨を発注者その他関係者に通知しなければならない。

第 55（排水の処理）
１　施工者は、掘削工事を行うに当たっては、必要に応じて掘削箇所内に排水溝を設けなければな
らない。特に河川あるいは下水道等に排水する際には、水質の調査を行った後、排水するものとし、
事前に、河川法、下水道法等の規定に基づき、当該管理者に届出を提出し、あるいは許可を受け
なければならない。なお、土粒子を含む水のくみ上げに当たっては、少なくとも、沈砂・ろ過施
設等を経て排水しなければならない。
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④ 建設工事公衆災害防止対策要綱（土木工事編）（抄）

第２章　一般事項

第 15（作業場の区分）
１　施工者は、土木工事を施工するに当たって作業し、材料を集積し、又は建設機械を置く等工事
のために使用する区域（以下「作業場」という。）を周囲から明確に区分し、この区域以外の場所
を使用してはならない。
２　施工者は、公衆が誤って作業場に立ち入ることのないよう、固定さく又はこれに類する工作物
を設置しなければならない。ただし、その工作物に代わる既設のへい、さく等があり、そのへい、
さく等が境界を明らかにして、公衆が誤って立ち入ることを防止する目的にかなうものである場
合には、そのへい、さく等をもって代えることができるものとする。また、移動を伴う道路維持
修繕工事、除草工事、軽易な埋設工事等において、移動さく、道路標識、標示板、保安灯、セイ
フティコーン等で十分安全が確保される場合には、これをもって代えることができるものとする。
但し、その場合には飛散等によって周辺に危害を及ぼさないよう、必要な防護措置を講じなけれ
ばならない。
３　前項のさく等は、その作業場を周囲から明確に区分し、公衆の安全を図るものであって、作業
環境と使用目的によって構造及び設置方法を決定すべきものであるが、公衆の通行が禁止されて
いることが明らかにわかるものであることや、通行者（自動車等を含む。）の視界が確保されてい
ること、風等により転倒しないものでなければならない。

第５章　使用する建設機械に関する措置

第 34（ 建設機械の使用及び移動）
１　施工者は、建設機械を使用するに当たり、定められた用途以外に使用してはならない。また、
建設機械の能力を十分に把握・検討し、その能力を超えて使用してはならない。
２　施工者は、建設機械を作動する範囲を、原則として作業場内としなければならない。やむを得
ず作業場外で使用する場合には、作業範囲内への立入りを制限する等の措置を講じなければなら
ない。
３　施工者は、建設機械を使用する場合には、作業範囲、作業条件を十分考慮のうえ、建設機械が
転倒しないように、その地盤の水平度、支持耐力を調整するなどの措置を講じなければならない。
特に、高い支柱等のある建設機械は、地盤の傾斜角に応じて転倒の危険性が高まるので、常に水
平に近い状態で使用できる環境を整えるとともに、作業の開始前後及び作業中において傾斜計測
するなど、必要な措置を講じなければならない。
４　施工者は、建設機械の移動及び作業時には、あらかじめ作業規則を定め、工事関係者に周知徹
底を図るとともに、路肩、傾斜地等で作業を行う場合や後退時等には転倒や転落を防止するため、
交通誘導警備員を配置し、その者に誘導させなければならない。また、公道における架空線等上
空施設の損傷事故を回避するため、現場の出入り口等に高さ制限装置を設置する等により、アー
ムや荷台・ブームの下げ忘れの防止に努めなければならない。

第８章　土工事

第 47（ 掘削方法の選定等）
１　施工者は、地盤の掘削においては、掘削の深さ、掘削を行う期間、地盤性状、敷地及び周辺地
域の環境条件等を総合的に勘案した上で、関係法令等の定めるところにより、土留めの必要性の
有無並びにその形式及び掘削方法を決定し、安全かつ確実に工事が施工できるようにしなければ
ならない。なお、土留工の要否については、建築基準法における山留めの基準に準じるものとする。
また、土留めを採用する場合には、日本建築学会「山留め設計指針」「山留め設計施工指針」、日
本道路協会「道路土工仮設構造物工指針」、土木学会「トンネル標準示方書」に従い、施工期間中
における降雨等による条件の悪化を考慮して設計及び施工を行わなければならない。

２　施工者は、地盤が不安定で掘削に際して施工が困難であり、又は掘削が周辺地盤及び構造物に
影響を及ぼすおそれのある場合には、発注者と協議の上、薬液注入工法、地下水位低下工法、地
盤改良工法等の適切な補助工法を用い、地盤の安定を図らなければならない。

第 49（土質調査）
１　発注者は、土工事を行う場合においては、既存の資料等により工事区域の土質状況を確認する
とともに、必要な土質調査を行わなければならない。

第 51（土留工の管理）
１　施工者は、土留工を設置してある間は、常時点検を行い、土留用部材の変形、その緊結部のゆ
るみ、掘削底面からの湧水、盤ぶくれ等の早期発見に努力し、事故防止に努めなければならない。
２　施工者は、常時点検を行ったうえで、必要に応じて測定計器を使用して、土留工に作用する土圧、
変位等を測定し、定期的に地下水位、地盤の沈下又は移動を観測・記録するものとする。地盤の
隆起、沈下等異常が認められたときは作業を中止し、埋設物の管理者等に連絡し、原因の調査及
び保全上の措置を講ずるとともに、その旨を発注者その他関係者に通知しなければならない。

第 55（排水の処理）
１　施工者は、掘削工事を行うに当たっては、必要に応じて掘削箇所内に排水溝を設けなければな
らない。特に河川あるいは下水道等に排水する際には、水質の調査を行った後、排水するものとし、
事前に、河川法、下水道法等の規定に基づき、当該管理者に届出を提出し、あるいは許可を受け
なければならない。なお、土粒子を含む水のくみ上げに当たっては、少なくとも、沈砂・ろ過施
設等を経て排水しなければならない。
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⑤ 土止め先行工法に関するガイドラインの策定について        
        
     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  基発第 1217001 号
       　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成 15 年 12 月 17 日　　
　　都道府県労働局長　殿        
        
   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    厚生労働省労働基準局長
        

土止め先行工法に関するガイドラインの策定について
        
　小規模な溝掘削を伴う上水道、下水道、電気通信施設、ガス供給施設等の建設工事 (以下「上下水
道等工事」という。)における労働災害の防止については、従来より重点課題として関係事業者に対
して対策の徹底を図ってきたところである。しかしながら、依然として上下水道等工事における労働
災害による死亡者数は、ここ数年、年間 30 ～ 50 人前後で増減を繰り返しており、減少傾向が見られ
ない。中でも同工事に伴う溝掘削作業及び溝内作業中における土砂崩壊によるものがその 2～ 3割を
占めている。        
　これらの土砂崩壊による災害は、土止め支保工が未設置の溝内作業中あるいは溝内での土止め支保
工の組立て又は解体作業中に発生したものが 9割を超え、こうした災害のほとんどは、労働者が溝内
に立ち入る前に適切な土止め支保工を設置し、解体の作業も労働者が溝内に立ち入らずに行うことに
より防止することができるものである。
　このため、土止め支保工の設置等法令に定められた事項の遵守に加え、溝内での作業に先行して土
止め支保工を設置する工法 (以下「土止め先行工法」という。)を早急に普及・定着させることが上
下水道等工事における土砂崩壊災害を防止するのに効果的である。
　厚生労働省では、上下水道等工事における土砂崩壊災害を防止するための具体的対策について検討
を行ってきたが、今般、その検討内容等を踏まえ、上下水道等工事における土砂崩壊災害を防止する
有効な対策として、別添 1のとおり「土止め先行工法に関するガイドライン」を策定した。
　ついては、関係事業者等に対し、関係法令の遵守をさらに徹底させ、あらゆる機会をとらえて本ガ
イドラインの周知徹底に努めるとともに、貴局管内の市区町村等に対して、本ガイドラインに基づく
施工を事業者に指導するよう協力を要請する等により土止め先行工法の普及を図り、上下水道等工事
における労働災害防止の一層の推進に努められたい。
　なお、別添 2のとおり、関係団体に対し、本ガイドラインの周知徹底等を図るよう要請したので了
知されたい。

別添 1　　　　　　　　　　　土止め先行工法に関するガイドライン

第 1　目的
　   本ガイドラインは、労働安全衛生関係法令と相まって、土止め先行工法による適切な土止め支保
工等を設けることにより、地山の崩壊又は土石の落下を防止し、もって小規模な溝掘削作業又は溝
内作業を伴う上下水道等工事における労働災害の防止を図ることを目的とする。

第 2　適用対象
　 本ガイドラインは、管きょの敷設等のために小規模な溝掘削作業を伴う上下水道等工事に適用する。

第 3　用語の定義
　   本ガイドラインで使用する主要な用語の定義は、労働安全衛生関係法令において規定されている
もののほか、次による。
　１　上下水道等工事
　　　上水道、下水道、電気通信施設、ガス供給施設等の建設工事をいう。
　２　小規模な溝掘削作業
　　掘削深さが概ね 1.5 メートル以上 4メートル以下で、掘削幅がおおむね 3メートル以下の溝をほ 
　ぼ鉛直に掘削する作業をいい、掘削方法は機械掘削又は手掘りのいずれも含む。
　３　溝内作業
　　管きょの敷設、測量、点検、締固め等溝内に立ち入って行う作業 (掘削作業を除く。)をいう。
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　４　土止め支保工等
　　土止め支保工に加え、矢板工法による腹おこしや切りばり等の支保を有しない自立した土止め壁
　　等を含めたものをいう。
 　５　土止め先行工法
　　上下水道等工事において、溝掘削作業及び溝内作業を行うに当たって、労働者が溝内に立ち入る
　　前に適切な土止め支保工等を先行して設置する工法であり、かつ、土止め支保工等の組立て又は
　　解体の作業も原則として労働者が溝内に立ち入らずに行うことが可能な工法をいう。
　６　土止め支保工等の組立て又は解体の作業
　　土止め支保工の切りばり又は腹おこしの取付け又は取りはずしの作業に加え、矢板の建込み又は
　　引き抜き作業等土止め支保工等に係るすべての部材の取付け又は取りはずしの作業を含めたも
　　のをいう。
　７　土砂崩壊災害
　　地山の崩壊又は土石の落下による労働災害をいう。

第 4　事業者等の責務
　　上下水道等工事を行う事業者は、労働安全衛生関係法令を遵守するとともに、本ガイドラインに
基づき土止め先行工法による適切な土止め支保工等を設置することにより、上下水道等工事におけ
る労働災害の防止に努めるものとする。
　　上下水道等工事に従事する労働者は、労働安全衛生関係法令に定める労働者が守るべき事項を遵
守するとともに、事業者が本ガイドラインに基づいて行う措置に協力することにより、上下水道等
工事における労働災害の防止に努めるものとする。

第 5　講ずべき内容
　１　土止め先行工法に係る施工計画の策定
　　事業者は、小規模な溝掘削作業を伴う上下水道等工事を行う場合は、次により、溝掘削を行う作
　業箇所等に係る事前調査を行うとともに、土止め計画、作業計画、仮設備計画、安全衛生管理計
　画及び工程表を作成することにより、土止め先行工法に係る施工計画を策定し、関係労働者に周
　知すること。
　   (1)  事前調査
　　　ア　地山の調査
　　　　　溝掘削を行う作業箇所及びその周辺の地山等に関する次の事項について、現地踏査、過去
　　　の工事履歴の収集、地中埋設物の所有者への確認、ボーリング等の方法により調査を行い、
　　　これらの状態を把握すること。
　　(ア ) 形状、地質及び地層の状態
　　(イ ) き裂、含水、湧水及び凍結・凍上の有無及び状態
　　(ウ ) 埋設物等の有無及び状態
　　(エ ) 高温のガス及び蒸気の有無及び状態
　　　イ　周囲の調査
　　　　　作業箇所周辺の道路、建築物、架空電線等溝掘削及び土止め支保工等の組立て又は解体の
　　　作業により影響を及ぼすおそれのあるものに関して、また、作業箇所周辺の交通量、交通規
　　　制等施工に影響を及ぼすおそれのあるものに関して、現地踏査等の方法により調査を行い、
　　　これらの状態を把握すること。
　　　ウ　計画への適応
　       　  (2) 以下の計画の作成に当たっては、ア及びイの調査結果に適応したものとすること。
　　(2)  土止め計画
　　　ア　土止め支保工等の選定
　　　　　本ガイドラインの「別紙」を参考にして、(1)の事前調査の結果に適応した土止め支保工等の
　      　工法を選定し、当該工法に応じた土止め計画を作成すること。
　　　イ　構造
　　　　　土止め支保工等は、地山の形状、地質、地層、き裂、降水による地表面からの水の流入、
　　　含水、湧水、凍結・凍上及び埋設物等の状態に応じた堅固な構造となるよう計画すること。
　　　ウ　設計
          　　土止め支保工等の設計に当たっては、土止め支保工等に作用する土圧、水圧のほか、機械、掘
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        　　削土砂等の上載荷重、支保工部材の自重、地震荷重等を計算等により適切に設定すること。
　　　エ　部材等の確保
　　　　　土止め支保工等の構造に応じた使用部材の種類と量を確認するとともに、土止め支保工等
　　　の組立て又は解体の作業に必要な機械等を確認し、必要となる時期までに確保できるよう計
　　　画すること。
　　　オ　機械の使用
　　　　　土止め支保工等の組立て又は解体の作業に移動式クレーン、車両系建設機械等を使用する
　　　場合は、それらの機械による作業方法、運行経路等が明らかになるよう計画すること。
　　　カ　埋設物等の防護
　　　　　埋設物等について防護し、又は移設を行う等の必要がある場合は、その方法、時期等を土
　　　止め計画に示すこと。
　　　キ　組立図
　　　　　土止め支保工等の各部材の配置、寸法及び材質並びに取付けの時期及び順序が明記された
　　　組立図を作成すること。
　　ク　点検
　　　　土止め支保工等の点検及び補修に関して、その方法、時期等を土止め計画に示すこと。
　　　　なお、点検項目は次の事項を含むものとすること。
　　(ア ) 部材の損傷、変形、変位及び脱落の有無及び状態
　　(イ ) 切りばりの緊圧の度合
　　(ウ ) 部材の接続部、取付け部及び交さ部の状態
  　 (3)  作業計画
　　　ア　溝掘削作業
　       　    (1)の事前調査結果及び(2)により選定した土止め支保工等の工法に適応した溝掘削の作業 
   　　方法を決定し、次の事項を明らかにした溝掘削に係る作業計画を作成すること。
        ( ア ) 溝掘削を行うための機械の種類、能力及び必要台数
        ( イ )( ア ) の機械の搬出入経路、設置場所及び運行経路の詳細
        ( ウ ) 機械掘削と同時に手掘りを行う場合のそれぞれの作業範囲と作業方法
        ( エ )( ア ) の機械の運転中に立入禁止措置等を行う場合の方法
        ( オ ) 溝掘削作業と土止め支保工等の組立て又は解体の作業及び溝内作業の関連
　　　イ　土止め支保工等の組立て又は解体の作業
　　　　　(2) の土止め計画に基づいた土止め支保工等の組立て又は解体の作業と溝掘削作業及び溝
　　　内作業の関連を明らかにした作業計画を作成すること。
　　　ウ　溝内作業
          　　溝内作業について、次の事項を明らかにした作業計画を作成すること。
        ( ア ) 溝内作業の種類及び内容
        ( イ ) 溝内作業の種類ごとに労働者が溝内に立ち入る時期及び作業位置
        ( ウ ) 溝内作業の種類ごとに使用する機械の種類、能力及び必要台数
        ( エ )( ウ ) の機械の搬出入経路、設置場所及び運行経路の詳細
        ( オ )( ウ ) の機械の運転中に立入禁止措置等を行う場合の方法
        ( カ ) 溝内作業と溝掘削作業及び土止め支保工等の組立て又は解体の作業の関連
  　 (4)  仮設備計画
　      　溝掘削作業、土止め支保工等の組立て又は解体の作業及び溝内作業において次の事項に関す
　る仮設備を設置するときは、それぞれの作業との関連を明らかにした仮設備計画を作成すること。
　　　ア　安全に昇降するための設備
　　　イ　溝内への墜落を防止するための設備
　　　ウ　作業箇所へ通ずるための通路
　　　エ　路面を覆工するための設備
　　　オ　分電盤、配線等電源を確保するための設備
　　　カ　その他必要な仮設備
  　 (5)  安全衛生管理計画
　    　  溝掘削作業、土止め支保工等の組立て又は解体の作業及び溝内作業の各工程に応じた労働災
　　　害防止対策及び次の事項を明らかにした安全衛生管理計画を作成すること。
　　　ア　安全衛生管理体制
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　　　イ　安全衛生教育
　　　ウ　安全衛生点検及び安全衛生活動
  　(6)　工程表
　　　　溝掘削作業、土止め支保工等の組立て又は解体の作業及び溝内作業において次の事項を明　
　　　らかにした工程表を作成すること。
　　　ア　各作業の順序、開始時期及び終了時期
　　　イ　各作業間の関連
　　　ウ　安全衛生管理に関する工程
　２　土止め先行工法に係る施工計画の実施及び変更
　　　事業者は、1で策定した土止め先行工法に係る施工計画に基づき、土止め先行工法による一連
　　の作業を適切に実施すること。
　   　また、同施工計画を変更する必要が生じた場合は、事前に関係者と十分検討を行った後に変更
　　を行い、変更した同施工計画は関係労働者へ確実に周知すること。

第 6　土止め先行工法の実施に係る留意事項
　１　土止め支保工等の組立て又は解体の作業における留意事項
　　　事業者は、土止め先行工法による土止め支保工等の組立て又は解体の作業を行うときは、第 5
　　の 1の (2) により作成した土止め計画に基づいて作業を行うとともに、次の事項に留意すること。
　   (1)  部材
　　　　土止め支保工等の部材は、適切に経年管理されたものを使用し、著しい損傷、変形又は腐　
　　　食があるものは使用しないこと。
　   (2)  組立て
　　　ア　組立図による組立て
          　　土止め支保工等は、第 5の 1の (2) のキの組立図により組み立てること。
　　　イ　部材の取付け
　       　　 切りばり、腹おこし等の部材は、脱落を防止するため、矢板等に確実に取り付けること。
　　　ウ　矢板の設置
　　　　　矢板は、掘削深さ、土圧、降水による地表面からの水の流入、湧水、地質等を考慮して、
　　　　軽量鋼矢板、縦ばりプレート等材質及び形状、寸法等を決定し、すき間のない壁面構造とす
　　　　るとともに、溝側への転倒及び変位を防止するための措置を講ずること。
　　　エ　腹おこしの設置
　　　　　腹おこしは、矢板に作用する土圧、作業性等を考慮して、材質、寸法等を決定し、矢板に
　　　　密着させ、かつ、水平に設置すること。
　　　オ　切りばりの設置
　　　　切りばりは、矢板及び腹おこしに作用する土圧、作業性等を考慮して、材質、寸法等及び水
　　　　圧ジャッキ、油圧ジャッキ、切りばりサポート等の方式を決定し、腹おこしに対し直角、か
　　　　つ、水平に設置すること。
 　  (3)  解体
　　　ア　切りばり及び腹おこしの取りはずし
　　　　　切りばり及び腹おこしを取りはずすときは、それらが取り付けられている位置まで埋め戻
　　　　しが 完了した後に行うこと。
　　　イ　矢板の引き抜き
　        　矢板を引き抜くときは、埋め戻しが完了した高さだけ引き抜くこと。
  　 (4)  作業全般
　　　ア　土止め支保工作業主任者の選任
　　　　　土止め支保工等の組立て又は解体の作業を行うときは、土止め支保工作業主任者を選任し、
　　　　その者に作業を直接指揮させること。
　　　イ　溝内への立入禁止
          　　土止め支保工等の組立て又は解体の作業を行うときは、土砂崩壊災害を防止する専用の作
　　　　業台等を使用する場合以外は、労働者を溝内に立ち入らせてはならないこと。
　　　ウ　関係労働者以外の立入禁止措置
　　　　　土止め支保工等の組立て又は解体の作業を行う箇所には、関係労働者以外の者が立ち入る
　　　　ことを禁止する措置を講ずること。
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　　　エ　点検
　　　　　土止め支保工等を組み立てたときは、第 5の 1の (2) のクで定めた点検の方法等に基づき、
　　　　点検を行い、異常を認めたときは、直ちに補修すること。
          　　また、点検の際には、土止め先行工法特有の部材、部品及び器具の状態について特に留意
　　　　すること。
　２　溝掘削作業及び溝内作業における留意事項
　　　事業者は、溝掘削作業又は溝内作業を行うときは、第 5の 1の (3) により作成した作業計画に
　　基づいて作業を行うとともに、次の事項に留意すること。
   　(1)  溝掘削作業
　　　ア　地山の掘削作業主任者の選任
　　　　　溝掘削作業を行うときは、地山の掘削作業主任者を選任し、その者に作業を直接指揮させ
　　　　ること。
　　　イ　手堀り作業
        ( ア ) 手堀り作業の開始
　　　　　床均し、コーナー部の掘削等溝内での手堀り作業は、土止め支保工等を設置した後でなけ
　　　　れば行ってはならないこと。
        ( イ ) つり綱等の使用
　　　　　材料、器具等を上げ、又は下ろすときは、つり綱、つり袋等を労働者に使用させること。
        ( ウ ) 昇降設備
　　　　　昇降するときは、第 5の 1の (4) により作成した仮設備計画に基づいて設置した昇降設備
　　　　を使用させること。
　　　ウ　地山の点検
　        　　溝掘削作業を行うときは、作業を開始する前及び作業を終了した後に、作業箇所及びその
　　　　周辺の地山について、浮石及びき裂の有無及び状態並びに降水時の地表面の水の流れ、含水、
　　　　湧水及び凍結・凍上の状態の変化を点検するとともに、次に示す地山の崩壊の兆候の有無及
　　　　び状態について点検を行い、必要に応じて監視を継続すること。
　　 ( ア ) 溝の肩の曲がり及び動き
　　 ( イ ) 溝の背後地盤のき裂の発生及び広がり
　    ( ウ ) 岩地盤の新たなき裂の発生及び音の発生
　    ( エ ) 掘削側面の膨らみ及びせり出し
　    ( オ ) 掘削底面の隆起及び溝の背後地盤の沈下
　    ( カ ) 掘削底面への水と砂の湧き出し
　    ( キ ) 湧水量の増加及び湧水の濁り変化
　    ( ク ) オーバーハング状態の発生
　　　エ　埋設物等
　　　　　埋設物等又はコンクリートブロック塀等の建設物に近接する場所での溝掘削作業は、第 5
　　　　の 1の (2) により作成した土止め計画に基づいて防護等の対策を講じた後でなければ作業を
　　　　行ってはならないこと。
　　　オ　保護帽
　　　　　溝掘削作業に従事する労働者に保護帽を着用させること。
　　　カ　照明
　　　　　溝掘削作業を行う場所について、照明施設を設置する等により必要な照度を保持すること。
　　　キ　排水
　　　　　溝掘削作業を行う場所に湧水がある場合は、集水のための釜場を設け、ポンプ等で排水を
　　　　行うこと。
  　 (2)  溝内作業
　　　ア　溝内作業の開始
　　　　　溝内作業は、土止め支保工等を設けた後でなければ行ってはならないこと。
　　　イ　つり綱等の使用
　　　　　材料、器具等を上げ、又は下ろすときは、つり綱、つり袋等を労働者に使用させること。
　　　ウ　保護帽
　　　　　溝内作業に従事する労働者に保護帽を着用させること。
　　　エ　昇降設備
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　　　　　昇降するときは、第 5の 1の (4) により作成した仮設備計画に基づいて設置した昇降設備
　　　　を使用させること。
 　３　機械の使用における留意事項
　　　事業者は、溝掘削作業、土止め支保工等の組立て又は解体の作業及び溝内作業において、移動
　式クレーン、車両系建設機械等の機械を使用する場合は、第 5の 1の (2) による土止め計画及び
　第 5の 1の (3) による作業計画で定めた運行経路及び作業方法等に基づいて適切に使用するとと
　もに、次の点に留意すること。
　　(1)  合図
　　　　移動式クレーン、車両系建設機械等を使用するときは、一定の合図を定め、合図を行う者を
　　指名し、その者に合図を行わせること。
  　 (2)  立入禁止措置
      　　移動式クレーンの旋回範囲内及び車両系建設機械等と接触するおそれのある箇所への立入禁
　　止措置を講ずること。
 　  (3)  矢板等の引き抜き
      　　移動式クレーンを使用して、矢板等を引き抜く場合は、矢板等の引き抜き抵抗を考慮して、　
　　移動式クレーンの能力及び設置位置等を決定するとともに、昭和60年10月15日付け基発第595
　　号「移動式クレーンを使用して行うくい抜き作業における安全対策について」に留意すること。
  　 (4)  矢板等の打込み
      　　ドラグ・ショベルを使用して、矢板等を打ち込む場合は、バケットによる押し込みで行い、　
　　バケットによる打撃は行わないこと。
  　 (5)  主たる用途以外の使用の制限
        　土止め支保工等の組立て又は解体の作業及び溝内作業において、ドラグ・ショベルによる荷の
　つり上げ作業等車両系建設機械の主たる用途以外の使用に当たっては、労働安全衛生規則 (昭和
　47 年労働省令第 32 号 ) 第 164 条によるほか、平成 4年 10 月 1 日付け基発第 542 号「車両系建設
　機械を用いて行う荷のつり上げの作業時等における安全の確保について」に留意すること。

　
別添 2　省略

別紙                
土止め先行工法による土止め支保工等の種類と特徴

         
1　土止め支保工等の種類         
　　土止め先行工法による土止め支保工等とは、労働者が溝内に立ち入る前に先行して設置する土止
め支保工等のことであり、様々な工法があり現在もなお新たな工法の考案、既存の工法の改良が盛ん
に行われているところであるが、現在時点で比較的多く採用されており小規模な溝掘削作業に適して
いると考えられる代表的な工法を挙げると、次のとおりである。         
 (1)  建込み方式軽量鋼矢板工法         
    　掘削した地山が自立することを前提とした工法であり、その手順は、一定の深さまで掘削機械に
　より溝掘削を行い、軽量鋼矢板を建て込んだ後、所定の深さまで押し込み、地上から専用の治具
を使用して最上段の腹おこし及び切りばりを設置して土止め支保工を組み立てる方式である。2段
目以降の腹おこし及び切りばりの設置は、専用の作業台を使用して行う。         
 (2)  打込み方式軽量鋼矢板工法         
    　砂質土や湧水等のある軟弱な地盤の掘削に使用されることが多い工法であり、その手順は、溝の
幅に合わせてあらかじめ軽量鋼矢板をくい打機等により打ち込んだ後、最上段の切りばりを設置す
る深さまで掘削を行い、地上から専用の治具を使用して腹おこし及び切りばりを設置して土止め支
保工を組み立てる方式である。2段目以降の腹おこし及び切りばりの設置は、必要に応じ専用の作
業台を使用して行う。         
 (3)  スライドレール方式建込み簡易土止め工法         
    　土止め支保工を設置する箇所の地質、掘削深さに応じた数の切りばりをあらかじめ取り付けたス
ライドレールと呼ばれる柱状の部材を建て込んだ後、これに土止めパネルと呼ばれる板状の矢板を
挿入し、一定の深さの溝を掘削しながらパネル及びスライドレールの圧入を繰り返して、土止め支
保工を組み立てる方式である。         
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 (4)  縦ばりプレート方式建込み簡易土止め工法         
　　(3) と同様に、土止め支保工を設置する箇所の地質、掘削深さに応じた数の切りばりをあらかじ
め取り付けた縦ばりプレートと呼ばれる板状の矢板を建て込んだ後、一定の深さまで溝を掘削しな
がらその縦ばりプレートの圧入を繰り返して、土止め支保工を組み立てる方式である。         

 (5)  その他の工法         
　　土止め先行工法による土止め支保工等としては、上記 4つの方式以外にも、規模は比較的大きく
なるが、ブレードシールド工法などと呼ばれていたオープンシールドによる工法などもある。また、
鋼矢板工法のように、腹おこしや切りばり等の支保を有さず、かつ、十分な根入れ深さがあり自立
した土止め壁を設けることができる矢板工法も、労働者が掘削した溝に立ち入る前に先行して設置
する限りにおいて、土止め先行工法である。         

         
2　土止め支保工等の選定         
　土止め先行工法による土止め支保工等の選定に当たっては、次の施工条件等を勘案し選定する。
　なお、一般的な選定の目安としては下表のとおりである。         
   [1]　工事の種類         
   [2]　土質、埋め戻し土の有無等の土質状況         
   [3]　地下水の状況         
   [4]　掘削の規模及び形状         
   [5]　地下埋設物の有無、種類、深さ、状況等         
   [6]　道路、建築物、架空電線等の周囲の状況         
   [7]　作業用地の広さ         
   [8]　交通量、交通規制等         
   [9]　騒音、振動対策の必要性         
   [10] 工期等の契約条件         
         
　小規模溝掘削における土止め支保工等の一般的な選定の目安         
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⑥関連通達        

（1）移動式クレーンを使用して行うくい抜き作業における安全対策について　（抄）
        

        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 基発第 595 号
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　昭和60年10月15日 

　近年、トラッククレーン、クローラクレーン等移動式クレーンを使用して、そのフックに引き抜き
用クランプ等をつり下げ、直接くいを引き抜くいわゆる「素抜き作業」が多くみられるところである。
　しかしながら、当該作業においては、作業時における引き抜き力が当該移動式クレーンの構造上定
められた定格荷重を超えることにより、旋回サークル取り付けボルトの疲労が急速に進み、作業中に
当該ボルトが切断して機体が倒壊する等の重篤な災害がしばしば発生している。        
　このような災害を防止するため、移動式クレーンをくいの素抜き作業に用いる場合においてもク
レーン等安全規則が適用されること（昭和 43 年２月５日付け安収第７号を参照。）に留意し、過負荷
の制限に関する同規則第 69 条をさらに徹底させることとされたい。        
　また、移動式クレーンのくいの素抜き作業への使用はその本来の用途から逸脱したものであり、衝
撃荷重等により、移動式クレーンの構造部分等に不測の障害を発生させるおそれがあることにかんが
み、今後くいの素抜き作業に当たっては可能な限り振動式くい抜機等の専用のくい抜機を使用させる
よう指導し、 やむを得ず移動式クレーンをくいの素抜き作業に用いる場合、事業者に対し、下記の事
項に留意するよう徹底させ、かつ、当該移動式クレーンの使用検査、性能検査等の際に下記３の実施
状況につき確認することとされたい。    
    

記

１　くいの素抜き作業においては、移動式クレーンにその定格荷重を超える荷重がかからないよう、
くいの引き抜き力に対し十分な能力を有する移動式クレーンを用いるとともに、作業中は過負荷防
止装置（移動式クレーン構造規格第27条ただし書の移動式クレーン及び同構造規格附則第３項に規
定する移動式クレーン（昭和 52 年１月１日において現に製造されており、又は現に存していた移
動式クレーン）にあっては過負荷を防止するための装置（同構造規格第 28 条第１項に規定する安
全弁を除く。）を含む。）を有効に機能させること。    
２ 　くいの引き抜きが困難になった場合に行われがちである、ウインチを操作して移動式クレーンを
転倒 する直前まで傾けたのちウインチを一旦緩め、再び巻き上げるといった操作を行い、その反動
を利用し、  くいを抜く作業（いわゆるテッピング作業）はいうまでもなく過大な負荷が生ずるも
のであるので、これを禁止する。
３　くいの素抜き作業に使用したことのある移動式クレーン（くいの素抜き作業に最後に使用した日
以降に本通達に基づき定期自主検査を行ったことのあるものを除く。）の定期自主検査に当たって
は、特に旋回サークル取付けボルトの脱落、ゆるみ等を点検するとともに、引っ張り応力が比較的
大きくかかる箇所（例、トラッククレーンにおける旋回サークルのキヤリヤ前方側）のボルト等を
カラーチェック等により点検し、き裂等がある場合は全周のボルト等を交換すること。
４  移動式クレーンを設置する者にあっては、くいの素抜き作業に使用される移動式クレーンについ
て、作業記録を作成し、くいの素抜き作業に使用した日及びその使用時間を記入するとともに、定
期自主検査を移動式クレーンに係る検査業者に依頼する際にはこれが検査実施に当たっての参考
に資するため当 該作業記録を提出すること。

別添１及び別添２　省略
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（2）土木請負工事における安全・訓練等の実施について         

        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　建設省技調発第 74 号
        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成 4年 3月 19 日
 

　　各地方建設局企画部長あて         
    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　技術調査室長通知

　土木請負工事の施工に際しては、これまでも安全に配慮した工事の実施に努めてきたところである
が、一層の安全を確保するため土木請負工事の各現場において、工事の内容に応じた安全・訓練等を
実施することとしたので左記のとおり通知する。         
         
         

記

1　安全・訓練活動の徹底         

　土木請負工事の実施に際し、作業の安全を確保するためには、工事関係者はもとより直接作業を行
う作業員が安全に対する理解を深めることが最も重要である。         
　このため、個々の工事現場の作業内容に応じた安全・訓練活動をとおして安全意識の高揚を図り、
安全な工事を実施できる体制及び環境を整えることとする。         
         

2　安全・訓練等の積算上の位置付け         

　工事費の積算において、作業の安全を確保するために必要となる安全・訓練等に要する費用につい
ては、現場管理費の「安全・訓練等に要する費用」に必要額を見込み現場管理費率を設定している。
         

3　安全・訓練等の契約図書における取扱い         

　工事契約に際し、当面の間、特記仕様書に安全・訓練等の実施項目を条件明示するものとする。ま
た、安全・訓練等の実施に際しては、個々の工事において工事着手後、原則として作業員全員の参加
により月当たり半日以上の時間を割当てて安全・訓練等を実施することを義務付けることとする。
         

4　安全・訓練等の実施状況の確認         

　安全・訓練等の実施状況については、書類の簡素化に配慮しつつビデオ等又は工事報告（工事月報）
に記録し、提出させるものとする。         
         

5　施工計画における安全・訓練等の活動計画の立案         

　施工に先立ち作成する施工計画書に、個々の工事内容に応じた安全・訓練等の具体的な活動計画を
明記し、提出させるものとする。         
         
6　適用         

　この通達は、平成四年四月一日以降発注する工事に適用する。         
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〈参考〉
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（3）労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令並びに労働安全衛生規則等の
         一部を改正する省令の施行について　（抄）        
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     （基発第 480 号）
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   （平成 4年 8月 24 日）
Ⅰ　法律関係～　Ⅱ　施工令　（省略）        
Ⅲ　規則等関係        
　１～６　　（省略）        

７　主たる用途以外の使用の制限 ( 第一六四条関係 )        
(1)　第二項第一号の趣旨は、荷のつり上げの作業は、本来、移動式クレーン等を用いて行うべきもの
であるが、作業の性質上やむを得ないとき又は安全な作業の遂行上必要なときであって、作業装置
にフック等のつり上げ用の金具等を用いる場合には、第一項の規定にかかわらず、車両系建設機械
を用いて荷のつり上げ作業を行うことができることとし、この場合には第三項の措置を講じなけれ
ばならないこととするものであること。        

(2)　第二項第一号の「荷のつり上げの作業」には、荷をつってのブームの旋回、荷をつっての走行を
含むものであること。        
(3)　第二項第一号イの「作業の性質上やむを得ないとき又は安全な作業の遂行上必要なとき」には、
車両系建設機械を用いる掘削作業の一環として土砂崩壊による危険を少なくするため、一時的に土
止め用矢板、ヒューム管等のつり上げ作業を行う場合、作業場所が狭あいなため、移動式クレーン
を搬入して作業を行えば作業場所がより錯そうし、危険が増すと考えられる場合があること。
(4)　第二項第一号ロの「作業装置につり上げ用の器具を取り付けて使用するとき」とは、作業装置に
フック、シャックル、ワイヤロープ、つりチェーン等が容易に外れないように装着され、これを用
いて荷のつり上げの作業を行う場合をいうものであり、バケットの爪にワイヤロープをかけて荷を
つり上げるような場合、ブーム、アームに直接ワイヤロープをまわして荷をつり上げるような場合
は含まないものであること。        
(5)　第二項第一号ロ (1) のつり上げ用の器具の強度は、安全係数 (つり上げ用の器具の切断荷重の値
を第三項第四号の荷重の値で除した値をいう。)を五以上とすること。        
(6)　第二項第一号ロ (3) の「作業装置から外れるおそれのないもの」とは、フック等を溶接により取
り付けたものにあっては、溶け込み、のど厚等が十分に得られる溶接とし、かつ、当該取付部の全
周にわたり溶接したものであること。        
(7)　第三項第四号の「構造及び材料に応じて負荷させることができる最大の荷重」とは、JIS　A８４０３
「ショベル系掘削機械用語」４１３０の「標準荷重」をいうものであること。また、「標準荷重」とは、
各フロントアタッチメントを装備したとき、作業機として十分な強度、安定度をもつように、それ
ぞれ定められた標準の負荷荷重をいい、バケットを装備するものでは、バケットの表示容量 (平積
みｍ３ )×１．８に相当する重量 (tf) の静荷重をいうものであること。        
(8)　玉掛け用ワイヤロープ等を掛け、又は外す業務は、玉掛け技能講習を修了した者又は玉掛けの業
務に係る特別教育を修了した者に行わせるよう指導すること。        

 　　（以下、省略）       

Ⅴ　クレーン等安全規則関係        
１　立入禁止 ( 第二九条、第七四条の二及び第一一五条関係 )        
(1)　「つり上げられている荷の下」とは、荷の直下及び荷が振れ、又は回転するおそれがある場合の
その直下をいうこと。
　　なお、作業の形態等によりやむを得ない場合があることから、労働者の立入りを禁止する範囲は、
特に災害発生状況等から、特定の玉掛方法により玉掛けされた荷等の下に限定したものであるが、
クレーン等に係る作業を行う場合には、原則として労働者を荷等の下に立ち入らせることがないよ
う指導すること。"        

 　　（以下、省略）       
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（4）車両系建設機械を用いて行う荷のつり上げの作業時等における安全の確保について
        
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  基発第 542 号
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成4年10月1日 

　今般、労働安全衛生規則第 164 条が改正され、車両系建設機械による荷のつり上げの作業について
は、作業の性質上やむを得ないとき等に限って行うことができることとされ、かつ、当該作業を行う
場合には同条第３項の措置を講じなければならないこととされたところであるが、同規定の運用に当
たっては、下記の事項に留意の上当該作業の安全確保を図られたい。        
  なお、本通達をもって、昭和 57 年３月 24 日付け基発第 202 号「掘削用の車両系建設機械を用いて
行う土止め支保工の組立て等の作業に関する労働安全衛生規則第 164 条ただし書の適用について」は、
これを廃止する。        
        

記

第１  荷のつり上げの作業を行う場合の措置        
　　車両系建設機械による荷のつり上げの作業を行う場合には、労働安全衛生規則第 164 条第３項の
措置のほか、以下の措置を講ずるよう指導すること。
  １  フック等の金具の取り付け
    (1)  フック等の金具の形状
　　　フック等の金具は、バケット等が傾き、また、ブーム等の起伏が行われても、玉掛け用ワイヤ
　　ロープ等が外れにくい環状又はこれに近い形状のものを使用すること。
    (2)  フック等の金具の取り付け
　　　フック等の金具は、バケットのアームとの取付け部付近等掘削の作業時に著しい損傷を受ける
　　おそれのない位置であって、バケット等が著しい偏荷重を受けない位置に取り付けること。
　　　なお、溶接により取り付ける場合には、JIS  Z3801「溶接技術検定における試験方法及び判定
　基準」若しくは JIS  Z3841「半自動溶接技術検定における試験方法及び判定基準」に基づく溶接
　技術の認定を受けている者又はボイラー溶接士が行うこと。ただし、JIS  Z3040「溶接施工方法
　の確認試験方法」等により確認された溶接施工方法によって溶接を行う場合は、この限りでない。
  ２  つり上げる荷の最大荷重
　　つり荷の重量とつり具の重量の合計が、車両系建設機械の標準荷重（JIS  A8403「ショベル系掘
削機用語」4130 の「標準荷重」をいう。）に相当する重量以下であって、かつ、１トン未満でなけ
れば当該荷のつり上げの作業を行わないこと。
  ３  玉掛け等
　　玉掛け用ワイヤロープを掛け、又は外す作業は、玉掛技能講習を修了した者又は玉掛けの業務に
係る特別教育を修了した者が行うこと。
　　また、つり上げた荷との接触等による危険を防止するため、荷の振れ止め、荷の位置決めは、荷
に控えロープを取り付ける等の方法により行うこと。
  ４  車両系建設機械の運転等
　　ドラグ・ショベルの旋回速度は移動式クレーンの３～４倍であり、車両系建設機械で荷をつった
状態での旋回においては、つり荷等が労働者に接触する危険性や遠心力による荷の振れが大きくな
り、当該車両系建設機械が転倒する危険性が高い。
　　 こうしたことから、荷のつり上げの作業を行うに当たっては、エンジンの回転速度を低速に調整
するとともに、作業速度切換装置を有する車両系建設機械にあっては、当該装置を低速に切り換え
て作業を行うこと。
  ５  点検等
    (1)  その日の作業を開始する前に、つり上げ用の器具等の異常の有無について点検を行い、異常が
　　 ないことを確認してから、荷のつり上げの作業を行うこと。
    (2)  定期自主検査（年次及び月次）の際には、検査項目につり上げ用の器具の異常の有無を加えて
　　検査を実施するとともに、その記録を保存すること。

ー199ー



－94－

第２  土止め支保工用の部材の打ち込み作業等を行う場合の措置
　　地山の掘削の作業に伴う土止め支保工の組立て又は解体の作業において当該掘削作業に用いた
車両系建設機械（以下「掘削用機械」という。）を用いて土止め支保工用の部材（以下「土止め用部
材」という。）の打ち込み又は引き抜きの作業を行う場合に、次の措置を講ずるときは、労働安全衛
生規則第 164 条第２項第２号の「労働者に危険を及ぼすおそれのないとき」に該等するものとして
取り扱って差し支えない。
  １  掘削用機械の構造
　　バケット等の作業装置に次のいずれにも該当するフック等の引き抜き用の金具等（以下「金具等」
    という。）が取り付けられていること。
    (1)  負荷させる荷重に応じた十分な強度を有するものであること。
    (2)  作業装置から外れるおそれのないものであること。
    (3)  掘削作業時に著しい損傷を受けるおそれのない位置に取り付けられていること。
  ２  使用
    (1)  作業の性質上やむを得ない場合を除き、掘削用機械との接触、土止め用部材の落下若しくは転
　　倒又は掘削用機械の転倒による危険が生じるおそれのある箇所に労働者を立ち入らせないこと。
    (2)  掘削用機械の構造上有している安定度、打ち込み能力、引き抜き能力等の範囲内で作業を行う
　　こと。
    (3)  掘削用機械及び金具等に著しい損傷を与えるおそれのある作業を行わないこと。
    (4)  作業の方法、手順等を定め、これらを関係労働者に周知させ、かつ、作業を指揮する者を指名
　　して、その直接の指揮の下に作業を行うこと。
    (5)  一定の合図を定めるとともに、合図を行う者を指名してその者に合図を行わせること。なお、
　　上記 (４ ) の作業を指揮する者を、合図を行う者に指名して差し支えない。
    (6)  引き抜き作業においては、金具等を使用するとともに、金具等と土止め用部材とを確実に連結
　　すること。
  ３  点検
　　その日の作業を開始する前に、金具等の異常の有無について点検を行い、異常のないことを確認
してから作業を行うこと。
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（6）クレーン機能を備えた車両系建設機械の取扱いについて    5
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（6）建設業における総合的労働災害防止対策の推進について　（抄）
　　　　基発第 0322002号

平成 19 年 3月22日

　別紙 1　建設業における総合的労働災害防止対策
　2　安全衛生管理の実施主体別実施事項
　　事業者、建設業労働災害防止協会、総合工事業者等の団体及び発注者においては、次の実施事
項について的確に実施すること。
　　なお、別添 1「建設業における安全衛生管理の実施主体別実施事項」を示すので、この実施事
項につ　いて、その的確な実施に格段の努力を傾けること。
　　（1）事業者においては、別添 2「建設業における労働災害を防止するため事業者が講ずべき措置」
を徹底すること。

　別添 2　建設業における労働災害を防止するため事業者が講ずべき措置

2　建設工事別における労働災害防止上の重点事項
（3）道路建設工事
　ア　安全衛生管理の充実
　　　　工事現場における安全衛生管理の充実を図るため、次に示す事項を重点に実施すること。
　 （ア）  掘削及び土止め支保工の組立て作業については、作業主任者の直接指揮による作業の実施

を徹底すること。また、掘削箇所及びその周辺の地山についての地質及び地層の状態、含水
及び湧水の状態等を観察する者並びに土止め支保工の設置状態、掘削用機械等の整備状態、
照明の状態等を点検する者を定めて、その職務を十分に行わせること。なお、観察・点検の
結果、施工計画を変更する必要が生じた場合には、発注者の協力の下に早期にその計画を変
更する等危害防止措置を講ずること。

　 （イ）  この種の工事においては、工事現場における教育の実施に困難な面が見られるので、元方
事業者が推進主体となり、発注機関及び関係団体の協力を得て、計画的に実施するとともに、
関係請負人に対して、その労働者を積極的に講習会等に参加させること。

　イ 災害防止対策の重点事項
　　　最近 5 年間の道路建設工事における死亡災害の原因を項目別に見ると、建設機械等、墜落、

自動車等、土砂崩壊によるものの順となっており、特に、次の留意事項を重点に労働災害防
止対策を講　ずること。

　 （ア）  建設機械等による災害の防止
　　　路肩、法面からの転落によるものが建設機械等による死亡災害の 3割以上を占めていること、
　　　また、建設機械を用いた作業において、作業半径内で作業中の労働者がバケット等の作業装

置に挟まれる、激突される、あるいは後退中の建設機械にひかれるといった災害も多発して
いることから、前記 2の（2）イ（イ）に記載した事項を重点に対策を講ずること。

    （イ）  墜落災害の防止
　　　　掘削に先立ち、木の伐採作業等を斜面上で行っていた労働者が転落する、あるいは路肩を

通行中に谷へ転落する等の災害が多く発生している。斜面での作業においては、作業方法の
決定及び　周知徹底を図るほか、こう配が 40 度以上の斜面上で作業を行う場合は、安全な作
業床の設置又は防網及び安全帯の使用を徹底すること。また、適切な通路の決定及びその周
知徹底を行うこと。なお、通路については、墜落、転落のおそれのある箇所については、手
すり等の設置を基本とすること。

    （ウ）  自動車等による災害の防止
　　　　道路建設工事における自動車等による災害は、作業場内において発生したもののほか、通

行中の一般車が作業場内に入ってきて発生したものや一般公道での交通事故が発生してい
る。このため作業場内においては、貨物自動車の運行経路と歩道との完全な分離、掘削した
土砂の積込み時の誘導者の配置を徹底すること。また、特に道路の補修工事等においては、
工事に関係のない車の作業場内への進入を防ぐための警戒標識、案内、バリケードの設置を
徹底すること。

　 

（エ）  土砂崩壊災害の防止
　　　　地山の掘削作業においては、事前の調査の結果に応じた適切なこう配による堀削の実施又

は土止め支保工の設置を徹底すること。なお、点検者を指名し、浮石及びき裂の有無及び状
態並びに　含水及び凍結の状態の変化の点検を徹底すること。

　　　　特に、道路復旧工事は土砂崩壊のおそれのある箇所での工事が多いことから、そのおそれ
がある場合にはあらかじめ傾斜計の設置等により土砂崩壊の予知に努めること。

    （オ）  振動障害の防止
　　　　タイタンパー等振動工具の使用による振動障害を防止するため、前記 2 の（1）イ（イ）d
に記載した事項を重点に対策を講ずること。

（4）小規模の上下水道等の建設工事
　ア　安全衛生管理の充実
　　　　工事現場における安全衛生管理の充実を図るため、前記 2 の（3）アに記載した事項を重点

に実施すること。
　イ　災害防止対策の重点事項
　　　　最近 5 年間の上下水道工事における死亡災害の原因をみると、建設機械によるものがその

3割以上を占めているほか、以下、土砂崩壊、自動車等によるものの順となっており、特に、
次の事項を重　点に労働災害防止対策を講ずること。

    （ア）  建設機械等による災害の防止
　　　[1]　狭い公道上等で掘削機械を利用して溝掘削作業を行う場合には、公道を通る自動車や構

築物等と当該掘削機械との間に労働者が挟まれる災害を防止するため、掘削用機械の旋回
範囲内への立入りを禁止する等の措置を講ずること。

　　　[2]　掘削機械を用いて、土止め用矢板、ヒューム管等のつり上げ作業を行う場合には、移動
式クレーン又はクレーン機能を備えたドラグ・ショベルを使用すること。これが困難な場
合には、適切なつり上げ用の器具の取付け、合図者の指名及びその者による合図の実施等
安衛則第 164 条の規定を遵守した作業を徹底すること。

　 （イ）  土砂崩壊災害の防止
　　　[1]　小規模な溝掘削作業においては、平成 15 年 12 月 17 日付け基発第 1217001 号「土止め

先行工法に関するガイドラインの策定について」に基づき、土止め支保工の設置等の措置
を講ずること。

　　　[2]　多量の降雨等悪天候時には作業を中止すること。
    （ウ）  自動車等による災害の防止
　　　　前記 2の（3）イ（ウ）に記載した事項を重点に対策を講ずること。
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（6）建設業における総合的労働災害防止対策の推進について　（抄）
　　　　基発第 0322002号

平成 19 年 3月22日

　別紙 1　建設業における総合的労働災害防止対策
　2　安全衛生管理の実施主体別実施事項
　　事業者、建設業労働災害防止協会、総合工事業者等の団体及び発注者においては、次の実施事
項について的確に実施すること。
　　なお、別添 1「建設業における安全衛生管理の実施主体別実施事項」を示すので、この実施事
項につ　いて、その的確な実施に格段の努力を傾けること。
　　（1）事業者においては、別添 2「建設業における労働災害を防止するため事業者が講ずべき措置」
を徹底すること。

　別添 2　建設業における労働災害を防止するため事業者が講ずべき措置

2　建設工事別における労働災害防止上の重点事項
（3）道路建設工事
　ア　安全衛生管理の充実
　　　　工事現場における安全衛生管理の充実を図るため、次に示す事項を重点に実施すること。
　 （ア）  掘削及び土止め支保工の組立て作業については、作業主任者の直接指揮による作業の実施

を徹底すること。また、掘削箇所及びその周辺の地山についての地質及び地層の状態、含水
及び湧水の状態等を観察する者並びに土止め支保工の設置状態、掘削用機械等の整備状態、
照明の状態等を点検する者を定めて、その職務を十分に行わせること。なお、観察・点検の
結果、施工計画を変更する必要が生じた場合には、発注者の協力の下に早期にその計画を変
更する等危害防止措置を講ずること。

　 （イ）  この種の工事においては、工事現場における教育の実施に困難な面が見られるので、元方
事業者が推進主体となり、発注機関及び関係団体の協力を得て、計画的に実施するとともに、
関係請負人に対して、その労働者を積極的に講習会等に参加させること。

　イ 災害防止対策の重点事項
　　　最近 5 年間の道路建設工事における死亡災害の原因を項目別に見ると、建設機械等、墜落、

自動車等、土砂崩壊によるものの順となっており、特に、次の留意事項を重点に労働災害防
止対策を講　ずること。

　 （ア）  建設機械等による災害の防止
　　　路肩、法面からの転落によるものが建設機械等による死亡災害の 3割以上を占めていること、
　　　また、建設機械を用いた作業において、作業半径内で作業中の労働者がバケット等の作業装

置に挟まれる、激突される、あるいは後退中の建設機械にひかれるといった災害も多発して
いることから、前記 2の（2）イ（イ）に記載した事項を重点に対策を講ずること。

    （イ）  墜落災害の防止
　　　　掘削に先立ち、木の伐採作業等を斜面上で行っていた労働者が転落する、あるいは路肩を

通行中に谷へ転落する等の災害が多く発生している。斜面での作業においては、作業方法の
決定及び　周知徹底を図るほか、こう配が 40 度以上の斜面上で作業を行う場合は、安全な作
業床の設置又は防網及び安全帯の使用を徹底すること。また、適切な通路の決定及びその周
知徹底を行うこと。なお、通路については、墜落、転落のおそれのある箇所については、手
すり等の設置を基本とすること。

    （ウ）  自動車等による災害の防止
　　　　道路建設工事における自動車等による災害は、作業場内において発生したもののほか、通

行中の一般車が作業場内に入ってきて発生したものや一般公道での交通事故が発生してい
る。このため作業場内においては、貨物自動車の運行経路と歩道との完全な分離、掘削した
土砂の積込み時の誘導者の配置を徹底すること。また、特に道路の補修工事等においては、
工事に関係のない車の作業場内への進入を防ぐための警戒標識、案内、バリケードの設置を
徹底すること。

　 

（エ）  土砂崩壊災害の防止
　　　　地山の掘削作業においては、事前の調査の結果に応じた適切なこう配による堀削の実施又

は土止め支保工の設置を徹底すること。なお、点検者を指名し、浮石及びき裂の有無及び状
態並びに　含水及び凍結の状態の変化の点検を徹底すること。

　　　　特に、道路復旧工事は土砂崩壊のおそれのある箇所での工事が多いことから、そのおそれ
がある場合にはあらかじめ傾斜計の設置等により土砂崩壊の予知に努めること。

    （オ）  振動障害の防止
　　　　タイタンパー等振動工具の使用による振動障害を防止するため、前記 2 の（1）イ（イ）d
に記載した事項を重点に対策を講ずること。

（4）小規模の上下水道等の建設工事
　ア　安全衛生管理の充実
　　　　工事現場における安全衛生管理の充実を図るため、前記 2 の（3）アに記載した事項を重点

に実施すること。
　イ　災害防止対策の重点事項
　　　　最近 5 年間の上下水道工事における死亡災害の原因をみると、建設機械によるものがその

3割以上を占めているほか、以下、土砂崩壊、自動車等によるものの順となっており、特に、
次の事項を重　点に労働災害防止対策を講ずること。

    （ア）  建設機械等による災害の防止
　　　[1]　狭い公道上等で掘削機械を利用して溝掘削作業を行う場合には、公道を通る自動車や構

築物等と当該掘削機械との間に労働者が挟まれる災害を防止するため、掘削用機械の旋回
範囲内への立入りを禁止する等の措置を講ずること。

　　　[2]　掘削機械を用いて、土止め用矢板、ヒューム管等のつり上げ作業を行う場合には、移動
式クレーン又はクレーン機能を備えたドラグ・ショベルを使用すること。これが困難な場
合には、適切なつり上げ用の器具の取付け、合図者の指名及びその者による合図の実施等
安衛則第 164 条の規定を遵守した作業を徹底すること。

　 （イ）  土砂崩壊災害の防止
　　　[1]　小規模な溝掘削作業においては、平成 15 年 12 月 17 日付け基発第 1217001 号「土止め

先行工法に関するガイドラインの策定について」に基づき、土止め支保工の設置等の措置
を講ずること。

　　　[2]　多量の降雨等悪天候時には作業を中止すること。
    （ウ）  自動車等による災害の防止
　　　　前記 2の（3）イ（ウ）に記載した事項を重点に対策を講ずること。
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⑦ その他主な関連法規類    
    
　土留めの調査、計画、設計および施工にあたっては、建設事業に関連する法規等の規制を受けるこ
とがあるため、工事途中での大幅な計画の変更や工事の遅延を生じないように、事前に法規の内容を
十分に把握し、計画しなければなりません。また、関係諸官庁や管理者に対する諸手続きおよび許認
可、承認には相当の日数を要する場合もあるので、この点も十分に考慮する必要があります。
　主な関連法規類を以下にまとめております。    
    
 （災害防止）   
　1 労働安全衛生法   
　2 火薬類取締法   
　3 消防法   
　4 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律   
　5 地すべりなど防止法   
　6 建設工事公衆災害防止対策要綱   
　7 土木工事安全施工技術指針について   
　8 ガス工作物の技術上の基準を定める省令・同細目を定める告示

 （環境保全および公害防止）
　9 都市公園法
  10 文化財保護法
  11 環境基本法
  12 公害対策基本法
  13 騒音規制法
  14 振動規制法
  15 水質汚濁防止法
  16 廃棄物の処理及び清掃に関する法律
  17 再生資源の利用の促進に関する法律
  18 下水道法
  19 産業廃棄物の処理に係る特定施設の整備の促進に関する法律
  20 建設工事に伴う騒音振動防止対策技術指針について
  21 都道府県公害防止条例
  22 建設副産物適正処理推進要綱

 （道路交通）
  23 道路法
  24 道路交通法
  25 道路工事現場における標示施設等の設置基準について

 （河川・その他）
  26 河川法
  27 公有水面埋立法
  28 都市計画法
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（Ⅷ） 土留機材作業前点検表

　土留機材の点検項目を掲載しておりますので、作業前には各項目をご確認ください。

　① クイック土留　ＢＯＸ式編

　② クイック土留　レール式編

　③ 水圧土留編

　④ ギア式土留編　
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○
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又
は

サ
イ
ン

組
立

図
通

り
に
組

み
立

て
ら
れ

て
い
る

か パ
ネ
ル

に
異

常
な
損

傷
・
変

形
・
腐

食
・
変

位
が

な
い
か

レ
ー
ル

と
パ

ネ
ル

連
結

部
の

繋
ぎ
ピ
ン

は
Ｒ
ピ
ン
に
て
固

定
さ
れ

て
い
る
か

切
梁

回
転

止
金

具
が

正
常

な
位

置
で

か
け
ら
れ

て
い
る
か

切
梁

に
異

常
な
曲

が
り
や

損
傷

・
変

形
・
腐

食
・
変

位
が

な
い
か

部
材

に
異

常
な
曲

が
り
や

損
傷

・
変

形
・
腐

食
・
変

位
及

び
脱

落
が

な
い
か

ワ
イ
ヤ
ー
に
キ
ン
ク
や

異
常

な
損

傷
・

変
形

・
腐

食
は

な
い
か

レ
ー
ル

に
異

常
な
損

傷
・
変

形
・
腐

食
・

変
位

が
な
い
か

吊 吊
下下

げげ
ロロ
ーー
ププ

レ
ー
ル

と
パ

ネ
ル

を
２
段

以
上

組
み

立
て
た
ま
ま
放

置
し
て
い
な
い
か
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Ｎ
Ｓ
Ｐ
土
留
機
材
作
業
前
点
検
表

－
－
水
圧
式
土
留
編
－
－

　
現
場
名
：

点
検

項
目

の
内

容
に
つ
き
ま
し
て
は

、
『
Ｎ
Ｓ
Ｐ
土

留
機

材
施

工
上

の
注

意
事

項
』
を
ご
確

認
く
だ
さ
い
。

作
業
所
名
：

年
　
　
　
　
　
　
月

確
認
者
名
：

N
o
点

検
項

目
日

付
1

2
3

4
5

6
7

8
9

1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

3
1

1 2 3 4 5 6 7 8 9 1
0

1
1

1
2

◆
記

入
要

領
○
・
・
・
異
常
が
な
い
と
き
。
　
×
・
・
・
異
常
が
あ
る
と
き
。
　
△
・
・
・
異
常
が
あ
っ
た
が
そ
の
場
で
是
正
し
た
と
き
。
備
考
欄
に
改
善
事
項
等
を
記
入
し
ま
す
。

◆
備

考
／

取
り
決

め
事

項
（
点
検
結
果
・
点
検
時
期
・
是
正
方
法
等
を
ご
記
入
く
だ
さ
い
。
）

● ● ● ●

腹
起

し
ｷ
ｬ
ｯ
ﾁ
ｬ
ｰ
に
異

常
な
損

傷
・
変

形
・
腐

食
・
変

位
及

び
脱

落
が

な
い
か

フ
ッ
ク
の

外
れ

止
め
に
異

常
な
損

傷
・

変
形

は
な
い
か

土 土
留留

機機
材材

玉玉
掛掛

用用
具具

確
認

者
印

又
は

サ
イ
ン

水
圧

サ
ポ
ー
ト
、
ハ

ン
ド
ポ
ン
プ
に
水

漏
れ

は
な
い
か

水
圧

サ
ポ
ー
ト
、
ハ

ン
ド
ポ
ン
プ
接

続
部

に
土

砂
の

付
着

は
な
い
か

水
圧

サ
ポ
ー
ト
に
異

常
な
損

傷
・
変

形
・
腐

食
・
変

位
及

び
脱

落
が

な
い
か

フ
ッ
ク
、
シ
ャ
ッ
ク
ル
、
リ
ン
グ
等
に
異
常

な
損
傷
・
変
形
・
腐
食
・
変
位
は
な
い
か

矢
板

に
異

常
な
損

傷
・
変

形
・
腐

食
・

変
位

及
び
脱

落
が

な
い
か

腹
起

し
に
異

常
な
損

傷
・
変

形
・
腐

食
・

変
位

及
び
脱

落
が

な
い
か

部
材

に
損

傷
・
変

形
・
腐

食
・
変

位
及

び
脱

落
が

な
い
か

ワ
イ
ヤ
ー
に
キ
ン
ク
や

異
常

な
損

傷
・

変
形

・
腐

食
は

な
い
か

ー208ー



Ｎ
Ｓ
Ｐ
土
留
機
材
作
業
前
点
検
表

－
－
ギ
ア
式
土
留
編
－
－

　
現
場
名
：

点
検

項
目

の
内

容
に
つ
き
ま
し
て
は

、
『
Ｎ
Ｓ
Ｐ
土

留
機

材
施

工
上

の
注

意
事

項
』
を
ご
確

認
く
だ
さ
い
。

作
業
所
名
：

年
　
　
　
　
　
　
月

確
認
者
名
：

N
o
点

検
項

目
日

付
1

2
3

4
5

6
7

8
9

1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

3
1

1 2 3 4 5 6 7 8 9 1
0

1
1

1
2

◆
記

入
要

領
○
・
・
・
異
常
が
な
い
と
き
。
　
×
・
・
・
異
常
が
あ
る
と
き
。
　
△
・
・
・
異
常
が
あ
っ
た
が
そ
の
場
で
是
正
し
た
と
き
。
備
考
欄
に
改
善
事
項
等
を
記
入
し
ま
す
。

◆
備

考
／

取
り
決

め
事

項
（
点
検
結
果
・
点
検
時
期
・
是
正
方
法
等
を
ご
記
入
く
だ
さ
い
。
）

● ● ● ●

確
認

者
印

又
は

サ
イ
ン

腹
起

し
ｷ
ｬ
ｯ
ﾁ
ｬ
ｰ
に
異

常
な
損

傷
・
変

形
・
腐

食
・
変

位
及

び
脱

落
が

な
い
か

部
材

に
損

傷
・
変

形
・
腐

食
・
変

位
及

び
脱

落
が

な
い
か

玉 玉
掛掛

用用
具具

フ
ッ
ク
の

外
れ

止
め
に
異

常
な
損

傷
・

変
形

は
な
い
か

ワ
イ
ヤ
ー
に
キ
ン
ク
や

異
常

な
損

傷
・

変
形

・
腐

食
は

な
い
か

フ
ッ
ク
、
シ
ャ
ッ
ク
ル
、
リ
ン
グ
等
に
異
常

な
損
傷
・
変
形
・
腐
食
・
変
位
は
な
い
か

土土
留留

機機
材材

サ
ポ
ー
ト
伸

縮
用

ラ
チ
ェ
ッ
ト
に
異

常
な
点

は
な
い
か

ギ
ア
式

サ
ポ
ー
ト
に
異

常
な
損

傷
・
変

形
・
腐

食
・
変

位
及

び
脱

落
が

な
い
か

矢
板

に
異

常
な
損

傷
・
変

形
・
腐

食
・

変
位

及
び
脱

落
が

な
い
か

腹
起

し
に
異

常
な
損

傷
・
変

形
・
腐

食
・

変
位

及
び
脱

落
が

な
い
か
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25.06.0000BUN

本　　　　　 社 〒508-0101 岐阜県中津川市苗木9167 TEL （0573）67-2121㈹
札 幌 営 業 所 〒003-0859 札幌市白石区川北2284-54 TEL （011）875-3100 ㈹
レンタル事業部盛岡営業所 〒020-0839 岩手県盛岡市津志田南2丁目4-25 TEL （019）637-5505 ㈹ 
レンタル事業部仙台営業所 〒989-2421 宮城県岩沼市下野郷北谷地15-2宮城近交運輸(株)２F TEL （0223）25-9073 ㈹
レンタル事業部福島営業所 〒960-0113 福島県福島市北矢野目字舘46-1 TEL （024）552-1308 ㈹
レンタル事業部つくば営業所 〒300-2431 茨城県つくばみらい市上小目18-1 TEL （0297）52-6837 ㈹
レンタル事業部埼玉営業所 〒350-2217 埼玉県鶴ヶ島市三ツ木922-1 TEL （049）299-6480 ㈹
レンタル事業部富山営業所 〒939-0251 富山県射水市土合458 TEL （0766）52-8220 ㈹
レンタル事業部静岡営業所 〒422-8034 静岡県静岡市駿河区高松1丁目6-25 TEL （054）238-2222 ㈹
レンタル事業部安城営業所 〒446-0004 愛知県安城市尾崎町郷前26 TEL （0566）96-5770 ㈹
レンタル事業部中部営業所 〒485-0082 愛知県小牧市大字村中字池田1074-1 TEL （0568）73-3779 ㈹
レンタル事業部大阪営業所 〒567-0852 大阪府茨木市小柳町10番20号 TEL （072）632-0339 ㈹
レンタル事業部広島営業所 〒739-0132 広島県東広島市八本松町正力522-1 TEL （082）497-1452 ㈹
レンタル事業部岡山営業所 〒701-0212 岡山県岡山市南区内尾247-4   TEL （086）298-2700 ㈹
レンタル事業部四国営業所 〒791-0301 愛媛県東温市南方2319-1 TEL （089）960-6280 ㈹
レンタル事業部福岡営業所 〒838-0822 福岡県朝倉郡筑前町高上557-2 TEL （0946）23-9501 ㈹ 
レンタル事業部佐賀営業所 〒840-0214 佐賀県佐賀市大和町川上257-1 TEL （0952）64-9420 ㈹
レンタル事業部宮崎営業所 〒880-0837 宮崎県宮崎市村角町東原3035  2Ｆ TEL （0985）35-7172 ㈹
レンタル事業部沖縄営業所 〒901-0143 沖縄県那覇市安次嶺6-15　 TEL （098）840-1833 ㈹

FAX （0573）67-2124
FAX （011）875-3337
FAX (019) 637-5506   
FAX （0223）25-9076
FAX （024）552-1309
FAX （0297）52-6888
FAX （049）299-6485
FAX （0766）52-3888
FAX （054）238-2008
FAX （0566）97-3077
FAX （0568）73-6656
FAX （072）632-0502
FAX （082）497-1451
FAX （086）298-2701
FAX （089）960-6282
FAX （0946）23-9502 
FAX （0952）64-9421
FAX （0985）35-7173
FAX （098）840-1834

NSPホームページ
https://www.kknsp.jp


